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Ⅰ．復興と防災  
 東日本大震災の被災地の復興の加速を

最優先します。 

そして、事前防災の考え方に基づいて、近

い将来起こることが十分に予想される巨大

地震・津波などの大規模災害の被害を想

定の半分以下に抑え、復旧・復興に要す

る経費を最小化するために、民間投資も

最大限活用しつつ、ハード・ソフト両面にわ

たる「国土強靭化」に積極的に取り組みま

す。 

 

１．復興加速  
 
１ 復興事業の適正な執行及び必要な予算の確保 

 政府は、阪神・淡路大震災の例を参考にして、集中

復興期間（5 年間）の事業費を 19 兆円と想定していま

したが、平成 25 年度概算要求ベースで既に 2 兆円以

上想定を上回っているのが現実です。さらに、今後予

定されている復旧・復興事業、集団移転とそれに伴う

まちづくり、復興住宅の整備などを考えると、復旧・復

興事業費の大幅な増加が見込まれています。 

そのため、わが党はいわゆる「基本方針」及びそれに

基づく復興計画を総点検した上で、必要な事業費を財

源の制約の名のもとに抑制することなく国が責任を持

って確保します。また、復興予算の使途については被

災地の復興に資するものを優先することは当然のこと

であり、復興予算の適正かつ迅速な執行に努めます。 

 

２ 被災地における人的対応力の強化 

 被災地での復興に向けた取組（特に、高台移転や土

地区画整理など）が進展・本格化するのに伴い、土木

関係の技術職や用地交渉を担う行政職等の公的部門

の人員不足が深刻化するとともに、被災者の心身の健

康を守る医療、保健、福祉活動等を担うマンパワーの

確保が不可欠となっています。行政経験者を積極的に

採用できる仕組みや支援要員等を受け入れる環境の

整備、人的支援全体をコーディネートするセクションの

設置等について、国が責任を持って各自治体の対応

力を強化するとともに、広域連携の機能的な枠組み作

りを進めます。 

 また、災害時に活動する民間の医療関係者の研修・

訓練、装置整備を支援し、大災害に対処できる体制づ

くりを進めます。 

 

３ 迅速な復興を担う機能する復興庁へ向けた再

検討 

 わが党の主張により設置された復興庁が、残念なが

ら能力に欠ける民主党政権の下、機能していません。

強力な政治のリーダーシップの下、被災自治体からの

要望に迅速に一元的に対応できるよう、復興庁の機能

を強化するとともに、迅速な復興の推進に資するように

復興局や支所の役割を一層明確化しつつ、被災地に

寄り添うかたちに復興庁の体制を抜本的に強化し、迅

速な復興の推進に努めます。 

 

４ 復興交付金の充実 

 復興交付金の運用が硬直的で、特に効果促進事業

において当初期待されたような「使い勝手の良い交付

金」となっていません。事業のスピーディーな進行を図

るため復興交付金の柔軟な運用を図るとともに、必要

な復興交付金を確保します。 

また、埋蔵文化財調査等の規制緩和をはじめとして復

興交付金の対象となる集団移転事業の円滑な推進の

ための環境を整備するとともに、事業が遅れた場合に

も財政支援が行われるように基金の設置も検討しま

す。 

 

５ ガレキ処理の早期完了 

 ガレキ処理の遅れは、まちづくりの遅れに繋がること

から、わが党も全国の党組織を通じ、各自治体に対し

て広域処理の協力を呼び掛けました。国が実効ある調

整を行うとともに、これまでの経緯や処理遅滞の要因

を検証し、被災自治体における処理施設増設や広域

処理のあり方の見直しをはじめ、ガレキ処理の方策を

抜本的に強化し、その早期完了を目指します。 

 

６ 事業再建への徹底支援 

 土地利用計画やインフラ整備の遅れ等から中小・小

規模事業者や農林・漁業者の事業再建の歩みは遅々

としており、地域の復興を担う人々が故郷を離れざるを

得ない状況に陥っています。こうした産業復興の阻害

要因を早期に解消し、仕事や雇用の場を確保し、人々

が故郷で安心して暮らせる環境を整えます。 

 特に、二重ローン対策や資金繰り対策を強化すると

ともに、農地・漁港の復旧や陥没地帯の嵩上げを急ぎ、

要望が多い企業グループ補助金などの予算の拡充を

図ります。また、再生可能エネルギーや医療関係分野

などの新産業事業の育成を強力に進めます。 

 

７ 被災地の生活インフラ整備の迅速化 

 被災者の生活再建や就労に役立つ被災地の産業再

生には、社会資本の整備・活用が不可欠にもかかわら
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ず、一向に進んでいません。寸断された道路、鉄道、防

潮堤、河川堤防、さらには医療関係施設及び社会福

祉施設、農地、漁港などの生活インフラ等の整備、下

水汚泥の処理の体制の構築等を迅速に行います。 

 なお、東日本大震災の経験を踏まえ、大規模災害時

における生活インフラの機能維持に向けた取り組みを

最大限支援します。 

 

８ 環境モニタリング・放射線モニタリングの実施 

 国民の健康不安の一刻も早い解消のため、被災地

におけるアスベスト・モニタリング、大気、水域・海洋、

土壌等の有害物質の環境モニタリングを実施するとと

もに、放射性物質による汚染が懸念されていることから

放射線モニタリングを実施します。 

 

９ 除染の加速化 

 被災者の故郷への一刻も早い帰還を実現するため

にも除染を加速させます。そのため、除染の目標値を

明らかにし、1 兆円近い予算を計上した除染が着実に

実施され得る体制を講じます。併せて、海底土の除染

にも万全を期します。 

 

１０ 原発事故被害に対する万全な対応   

 原発事故被害の範囲は文字通り未曽有のものとなっ

ていますが、原発事故による災害という特殊な事情及

びこれまでの国によるエネルギー政策に対する責任を

踏まえ、福島県内外への避難者が、将来への展望を

持って生活再建できるよう、賠償や就労、自治体機能

のあり方といった諸問題について確実に対処します。 

 また、農林水産業・商工業・観光業等への風評被害

対策と国の食品新基準値への対応などにも万全を期

します。 

 

１１ 健康被害への万全な支援 

 放射能による健康への不安を多くの住民が抱いてい

ます。国が責任を持って健康不安にしっかりと対処する

ため、健康調査事業の強化と併せ、放射性物質による

環境汚染の状況についての監視・測定の実施、食品

安全のための放射性物質の基準値の設定や医療費

に係る負担の軽減策、特に子供の健康を守るために

は万全を期します。 

 

１２ 原子力災害への対応と原子力専門人材の

充実 

 放射性物質による汚染対策として、詳細な汚染マッ

プの作成や有効適切な除染の実施、放射性廃棄物の

適正な処分を国の責任で行うこととします。 

 また、『原子力規制委員会設置法』の成立に伴い、ＩＡ

ＥＡ（国際原子力機関）の国際基準に則った原子力規

制を実現するとともに、原子力・放射能に関する高度

の知見を有する人材の採用、養成を図ります。 

 さらに、東京電力福島第一原子力発電所事故の教

訓をもとに、平時から避難等の事故対応に関する訓練

を充実させるなどにより、世界最高の危機管理体制を

確立します。 

 

１３ 原子力に関する知見の国際的な共有化 

 他国の安全性確保に資するため、東京電力福島第

一原子力発電所事故の経験から得た知見の国際的な

共有化を進めます。 

 また、原発事故による放射性物質の拡散が人体や

生態系に及ぼす影響を長期的に調査・公表することに

よって、安全な国民生活に寄与するとともに、世界と将

来の人類への責任を果たします。 

 

１４ 原発事故への対応と、安全を最優先とした

原子力研究開発の再検証 

  東京電力福島原子力発電所の事故対策において、

環境モニタリングや地元住民の支援などで現行施策を

拡充するとともに、新たに研究開発が必要となった原

発事故の後処理や廃棄物の処理・処分、効果的な除

染の方法などを早急に確立します。 

また、福島第１原発の廃炉に向けた取り組みは、単

に事業者任せにするのではなく、国が主導的な役割を

果たすことによって、より早く、安全・着実に進めます。 

  核燃料サイクルや高速増殖炉などについては、エネ

ルギー政策の基本的な方向性の議論を踏まえ、今後

のあり方について、慎重に見極めます。 

  なお、研究開発政策について、基盤・基礎研究や量

子・放射線利用研究、重粒子線がん治療などの医学

的研究などは、その必要性を踏まえつつ、安全性を最

優先にして進めます。 

 

１５ 被災地での国家プロジェクトの推進 

 わが党が主導して作成した『東日本大震災復興基本

法』の理念に基づき、東北全体の復興を目指し、広域

防災拠点や先端医療拠点の整備、世界のフロントラン

ナーとなる防災研究、エネルギー研究などを国家プロ

ジェクトとして推進します。 

 

１６ Ｇ空間による東日本大震災復旧・復興への

支援 

 Ｇ空間プロジェクトの活動成果として、正確で効率的

な測量や地図作成技術、地震予知技術、早期津波検

知技術、衛星利用による避難誘導技術、更にはＧ空間

情報を一括管理運用する事で災害予知、災害対応、

復旧・復興に貢献するＧ空間情報センターと防災セン

ターの設置等があげられます。東日本大震災からの復
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旧・復興に当たってはこれら先進的技術の活用で将来

を見据えた安全・安心なＧ空間社会の実現を目指して

推進します。また、この成果は今後予想される震災対

応のため、全国展開、更には海外展開等も図っていき

ます。 

 

２．国土強靭化  
 
１７ 国民の生命と財産を守る「国土強靭化」の推進 

 今後予想される首都直下地震や東海地震と連動性

が指摘されている東南海・南海地震等に備えるため、

事前防災、減災の考え方に基づく『国土強靭化基本法

案』『南海トラフ巨大地震対策特別措置法案』『首都直

下地震対策特別措置法案』を速やかに成立させ、早

急に（今後 10 年間）避難路・津波避難施設や救援体

制の整備等の減災対策を強力に推進します。特に、今

後 3 年間は集中的な取り組みを展開します。 

 加えて、首都機能等の維持・強化及び分散を図ると

ともに、日本海国土軸など多軸型国土の形成と物流ネ

ットワークの複線化を進め、国土全体の強靭化を図り

ます。さらに、国土強靭化の取り組みを地域経済の中

長期的発展の呼び水とするとともに、雇用を創出しま

す。また、今後急速に老朽化する橋梁等の道路施設、

港湾、河川管理施設、下水道等を計画的に更新し、安

全と安心の確保を促進して国民の生命と財産を守りま

す。 

 民主党が進める国の出先機関の特定広域連合への

移管は断固反対し、地方出先機関の広域災害対応力

の一層の強化を図るとともに、国と地方のあり方と道州

制の議論を整理します。 

 

１８ 災害につよく国民に優しいまちづくり 

 東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模地震災害に

備えるため、公共交通インフラ等をはじめ住宅・建築物

の耐震化や密集市街地の解消、広域的な基幹ネット

ワークの整備・複線化、津波・高潮対策のための避難

路・津波避難施設の整備を進めます。近年頻発するゲ

リラ豪雨等の集中豪雨に対応するため、河川堤防の

整備やダムを活用した治水機能の強化、下水道による

都市の浸水対策を緊急的に推進し、特に事業中のダ

ムやスーパー堤防は地元の意見を踏まえながら建設

の促進を図ります。平年を大きく超える豪雪に対しては

市町村に除雪費を臨時に補助する制度を創設するとと

もに、地域の孤立化を防ぐ緊急防災公共事業を推進し

ます。 

 また、基幹的広域防災拠点の整備及び運用体制の

構築や地震監視機能の強化、緊急地震速報や土砂

災害警戒情報の提供など、災害につよいまちづくりを

推進するため総合的な対策を推進します。さらに、自

転車専用道を整備するなど自転車利用者や歩行者の

安全な環境を確保し、環境と健康に配慮した、すべて

の国民に優しいまちづくり、歩いて暮らせるコンパクトシ

ティーづくりを進めます。 

 事前防災制度の考え方を確立し、地震、津波が来る

前にまちぐるみで高台移転等の必要がある地域に対し

て、移転補償費を含み、段階的なまちづくりが可能とな

る支援制度、税制を創設します。 

 

１９ 都市防災の推進 

 特に人口が密集している三大都市圏を始めとする大

都市の機能（政府機能含む）を守るため、通信ネットワ

ークの確保、帰宅困難者対策、木造住宅密集地域に

おける不燃化・耐震化、コンビナート対策、液状化対策、

老朽化した上下水道対策を進めるとともに、ゲリラ豪雨

に備えて河川を改修し、地下調節池を整備するととも

に、排水施設の効果的な整備を進めます。 

 また、八ッ場ダムを完成させ、沿線地域に洪水被害

を防ぐとともに、一都五県の水需要に対応します。 

 

２０ 国民に約束した国の基幹ネットワークを含む

道路網の整備 

 高速道路のミッシングリンクの解消や 4 車線化など、

国民に約束した国の基幹ネットワークを含む全国の道

路網の整備を促進します。高速道路料金については、

受益者負担の原則を堅持し、国民の利便性や高速道

路の有効活用に資する割引制度を維持・拡充し、分か

りやすいものに見直すとともに、道路公団民営化法見

直し規定に基づいて民営化された高速道路会社のあ

り方を見直します。また、その整備手法についても日本

のグランドデザインに鑑み国民に分かりやすく明示しま

す。巨大津波時に防潮機能を発揮するとともに緊急避

難路や避難所となり、復旧・復興支援物資などを輸送

する代替路になる道路など「命の道」や生活道路・通

学路の安全対策など、地域生活に不可欠な道路等に

ついては、Ｂ/Ｃ（費用便益比）にとらわれることなく、積

極的に整備を進めます。道路は、国民の貴重な資産で

あり、的確に維持更新します。 

 

２１ 重要インフラの防御 

 行政インフラや通信インフラに加えて、医療、道路、

航空、港湾、電力、ガス、水道等の社会の重要インフラ

を防御する事の重要性も東日本大震災や原発事故か

ら得られた教訓です。しかし現在は、各々のインフラが

別々の事業者によって運営されており、災害時の対策

もバラバラなのが現実です。例えば、被災地における

拠点病院では、電力だけが復旧しても機能が完全回

復する訳ではなく、通信網、上下水道や交通網、さらに

は緊急医療の仕組みが復旧しなければなりません。そ

のためには、日常的に災害時復旧の優先順位や各イ
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ンフラの相互依存性の分析等を情報共有しておく必要

があります。これは医療機関だけでなく、政府・自治体

等の行政機関や金融機関についても同様で、特に首

都圏直下型震災の脅威がせまる現状では、積極的に

予算投入をして社会の重要インフラ防御態勢を整備し

ます。 

 

２２ 情報インフラ整備の強化と災害時即応能力

の促進 

 携帯電話や無線アクセスなどの新規電波利用ニーズ

の増大に伴い電波の逼迫は日々深刻化しています。

防災の観点からも、最も身近な社会インフラとなった携

帯電話網の途絶を最小化すると同時に、大容量の基

幹通信網が必要となるデータセンターなどの分散化・

地域産業化をはかり、全国的に通信網を強化します。

また、首都圏に集中している政府情報システムを分散

配置するとともに冗長性のある超高速ネットワークで接

続する等、バックアップ体制を緊急に整備します。 

 東日本大震災では房総半島に集中している海底ケ

ーブルの多くが被害を受けました。現状のままでは海

外との通信網が途絶する恐れがあるので、他地域への

増設を早急に手当します。また、離島も含め全国では、

災害時における住民への情報伝達手段等において都

市部との格差が生じており、早急な地方の情報インフ

ラ整備が不可欠です。そのため超高速ブロードバンド

整備の促進や自治体システムのバックアップ体制をク

ラウド技術により充実させ、地方のハンデキャップを逆

手に取り、分散型の情報企業・産業シフトを敷き、新規

事業者が参入する際の初期投資や運用コストに対す

る財政支援が充分に行われるよう所要予算を確保しま

す。 

 

２３ ＩＣＴによる復興と経済成長の両立 

 今やＩＣＴは社会インフラに不可欠な存在となっており、

被災地の復旧・復興と被災者への支援にＩＣＴの活用

は欠かせません。震災や原発事故を教訓とした超広域

災害への備えを固め、ＩＣＴによる新たな復興・防災の

仕組みを経済成長への出発点とします。特に津波で役

場が流された自治体や医療機関等の被災状況を見れ

ば、広域の自治体クラウドや医療情報連携システム等

各分野に渡る体系的な被災者支援システムの構築は

急務です。被災時の住民サービスや医療サービスの

継続はもとより、広域の統合防災システムや自治体の

事業継続計画を早急に整備します。また、原発事故や

被災地での高台移転等を契機としたスマートシティの

実現は、環境やエネルギー問題の解決にも資するもの

です。このように復興のためのＩＣＴ活用施策は、復興

後の成長や社会問題の解決にも大きく貢献するのみ

ならず、従来からの課題である社会問題解決による国

民生活の向上、経済成長と雇用創出、官の国民サー

ビス向上のためにもＩＣＴを最大限活用します。 

 

２４ 消防団の充実・強化 

 首都直下型地震、東海・東南海、南海地震などの大

地震への対応が緊急の課題となっています。東日本大

震災の苦い教訓を活かし、消防団員の増員確保、消

防団の装備の充実、消防団員の処遇の改善、防災拠

点となる施設の耐震化などを促進し、消防団を中心と

する地域の総合防災力を高めます。 
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Ⅱ．経済成長  
 「日本経済再生本部」を新たな司令塔に

「失われた国民所得 50 兆円奪還プロジェ

クト」を展開し、「縮小均衡の分配政策」か

ら「成長による富の創出」への転換を図り

ます。デフレ・円高からの脱却を最優先に、

名目３％以上の経済成長を達成します。 
 

２５ 日本経済の再生―新たな国家経済モデル

『ハイブリッド経済立国』の構築 

 デフレ・円高からの脱却を最優先の政策課題と位置

付け、経済の司令塔機能として内閣に「日本経済再生

本部」を創設し、「失われた国民所得 50 兆円奪還プロ

ジェクト」を展開することで「縮小均衡の分配政策」から

「成長による富の創出」への転換を図ります。今後 5 年

間を集中改革期間とする「日本経済再生・産業競争力

強化法」（仮称）を制定し、「世界で一番企業が活動し

やすい国」「個人の可能性が最大限発揮され、雇用と

所得が拡大する国」を目指します。大胆な金融緩和策、

税・財政政策、成長戦略など、あらゆる政策を総動員

し、名目 3％以上の経済成長を達成します。 

 繁栄への道を切り拓くため、海外の経済成長を国内

雇用の維持・発展に資し、かつ国内外の金融・経済の

環境変動に強い新たな国家経済モデルを創ります。す

なわち「貿易立国」単発ではなく、国内の新たな付加価

値創造につなげる「産業投資立国」でもある、双発型の

エンジンが互いに相乗効果を発揮する強い産業国家

『ハイブリッド経済立国』を目指します。世界市場から日

本を見た時に「世界のヘッドクォーター機能」と位置付

けられ、本社、研究開発部門、マザー工場の立地が促

進される環境を整備します。 

 

２６ 大胆な金融緩和でデフレ・円高から脱却 

 デフレ・円高からの脱却に向けて欧米先進国並みの

物価目標（2％）を政府・日銀のアコード（協定）で定め

るとともに、日銀の国債管理政策への協調などにより

大胆な金融緩和策を断行します。金融緩和の実効性

を高めるため、日銀法の改正も視野に、政府・日銀の

連携強化の仕組みを整えます。財務省と日銀、さらに

民間が参加する「官民協調外債ファンド」を創設し、基

金が外債を購入するなど様々な方策を検討します。 

 また、日米欧中を中心とした国際マクロ政策協調（平

成のルーブル合意）の合意形成に向けた積極的な通

貨・経済外交を強力に推進し、安定化を図るとともに、

危機防止に向けた国際交渉に果敢に取り組みます。 

 

２７ 弾力的な経済財政運営 

 今後 2～3 年は国内景気の落ち込みと国際リスク（欧

州危機、新興国の景気減退）等に対応できる、より弾

力的な経済財政運営を推進します。まず、新政権発足

後、速やかに「第 1段緊急経済対策」を断行し、本格的

大型補正予算と平成 25 年度予算とを合わせ、切れ目

ない経済対策を実行します。 

 

２８ 経済規模の拡大・雇用の創出へ向けた戦略

的な国際展開―新たなＧＮＩ大国の実現 

 現状維持に汲々とすることなく、経済全体のパイの拡

大・雇用の創出を図るため、ＧＤＰ（国内総生産）に代

わって日本人・日本企業が世界全体で行う経済活動、

すなわちＧＮＩ（国民総所得）を最大化することを目指し

ます。日本企業が積極的に外へ打って出て、内外一体

で活動を広げることにより海外に新たな拠点を生み出

しつつ、トータルでより多くの国富を獲得できるような戦

略を取ります。 

 そのため、日本経済のグローバル化、地域の産業集

積、企業・人の新陳代謝を政策による誘導で行い、国

内の知恵を創造します。そして、グローバル人材の育

成、世界の頭脳を日本に集めるための教育環境・研究

環境・生活環境の整備や、国際競争力を持ち海外展

開する企業が世界中で大きく稼ぎ、その富を国内に還

元し、新たな事業と雇用を生み出す「資本の好循環」を

作り出すための環境を整えます。 

 これらの政策を強力に実施するための拠点として日

本経済再生本部に「国際経済戦略会議」を設置し、成

長するアジア経済圏の取り込み、戦略的な海外投資と

経済連携協定、国際資源戦略を展開します。 

 

２９ 戦略的国際標準の獲得 

 わが国産業が国際市場で有利に戦うためには、工業

製品等における「国際標準」の獲得が重要であり、「ど

の分野の工業製品」が「どのような標準」を求めている

のか的確な情報収集を行わなくてはなりません。そして、

新たな付加価値をどこよりも早く産み出し、その標準化

を図り、市場に一番近いところで大量生産を開始する

必要があります。 

 そのため、政府が率先して、こうした情報収集に努め

ると同時に、その情報を企業にも伝え、政府と産業がタ

ッグを組んで国際標準の獲得、特に、再生可能エネル

ギーやスマートグリッドの技術、高度なものづくりの部

品・材料等、「日本の強み」を最大限に発揮するために

積極的に取り組む体制を整備します。特に、成長著し

いアジアをターゲットとした技術支援を通じ、例えば、ア

ジア標準を国際標準とするような「戦略的標準獲得」に

も果敢に取り組みます。また、そのためのエキスパート

育成を強化します。 
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３０ 「国富」を生み出す知財戦略  

 資源に乏しいわが国にとって「知的財産」はまさに、

「国富」を生み出す一つの手段であり、確固たる知財戦

略を構築する必要があります。巨額な費用と時間をか

けて生み出された「財産」を保護し、それを利用してさら

なる「国富」を生み出すことは持続発展可能な経済にと

っては不可欠なことです。知財の取得・活用を国家戦

略としてサポートするため、まずは、研究開発の成果物

が迅速に知的財産として保護されるよう「審査の迅速

化」を進めます。特に、別の国においても早期に審査が

受けられる体制も併せて進めます。 

 また、大学等の研究機関が専門的知識と経験を有す

る知財人材を十分に確保できる支援体制の整備に努

めます。 

 一方、わが国で確立された最先端の技術が知的財

産として保護されることなく流出することは、国益を大き

く損ねることになるため、技術流出を防止する制度をさ

らに強化していきます。 

 

３１ わが国発国家プロジェクトの世界的躍進 

 再生可能エネルギー等の先端的環境エネルギー技

術や新幹線・リニア等の鉄道技術、上下水道で用いら

れている膜技術、漏水対策や再生水利用技術、電気・

ガスなどのライフライン・システム等、わが国の優れたイ

ンフラ関連産業やサービス産業、コンテンツ産業の国

際展開を強力に支援し、受注競争での“競り負け”を防

ぎます。先進国・途上国を問わず技術・ノウハウ・製品

が統合されるパッケージとしての国際展開を積極的に

支援します。 

 併せて、近年役割が増しているプロジェクトマネジメン

ト・プロフェッショナル（ＰＭＰ）の資格保持者の養成を積

極的に進めます。 

 

３２ 科学技術政策の強力な推進力となる真の

「司令塔」機能の再構築 

 資源の少ないわが国にとって、今後の社会・経済をさ

らに発展させるため、企業の研究開発投資が激減する

中、新たな成長に向けて国主導で科学技術イノベーシ

ョンをリードするのが喫緊の課題です。 

 しかし、年間約 3.6 兆円にも及ぶ科学技術関係予算

については、文部科学省を中心に、経済産業省や厚

生労働省等、関係省庁に予算が配分され、各省内で

同様な研究が行われている事例も見受けられ、縦割り

の弊害が顕著です。また、限られた予算にも関わらず、

効果的な配分が行われていないのが現状です。 

 そこで、産業の生命線である科学技術を国家戦略と

して推進し、「価値の創造拠点」とするべく、総合科学

技術会議の「権限」「体制」「予算システム」を抜本的に

強化し、真の「司令塔」機能へと再構築します。 

 具体的には、各省庁の縦割りを排し、強力な予算配

分権限を集中させ、適正な評価を行うことができる人

材育成とシステムの構築を行います。例えば、素粒子

物理分野の大規模プロジェクトであるＩＬＣ（国際リニア

コライダー研究所建設）計画等を含む国際科学イノベ

ーション拠点作りに日本が主導的な役割を果たし、再

生医療や創エネ・省エネ・蓄エネ等の重点分野を産学

の知を結集した国家戦略として強力に推進します。 

 

３３ 新ターゲティングポリシーの大胆な遂行と産

業化に向けた支援強化 

 日本経済再生本部の「産業競争力会議」の下、将来

の市場拡大が期待される分野を特定し、産学官の協

調体制を築いた上で、投資ニーズに沿った規制改革や

減税・資金調達環境を整えるといった税・財政等の支

援等を集中投入する新ターゲティングポリシーを大胆

に遂行します。まずは「国民的課題を解決し世界に展

開可能な戦略目標の設定」（健康寿命世界一、クリー

ンかつ経済的なエネルギー需給等）を行い、これに基

づき戦略産業の育成、コア技術への集中投資、制度

改革など、一気通貫の政策を進めます。 

 例えば、ｉＰＳ細胞を中心としたバイオ・テクノロジー研

究のメッカとするべく、その技術を活かした再生医療や

創薬の分野をわが国のリーディング産業に育成するべ

く、その産業化拠点として京阪神地域を「バイオ・ベイ

（ＢＢ）」として発展させる等、特に、各ターゲティング分

野の集積地を集中的に支援します。 

 

３４ 不断の規制改革 

 消費者行政とのバランスをとりつつ、各種規制のあり

方を行き過ぎたものを含め不断に見直し、潜在需要を

顕在化させて発展的経済活動を支援します。戦略分

野ごとに企業の活動のしやすさを世界最先端の制度

にするため、諸外国との違いを合理的に説明できない

制度的障害は 3 年以内に撤廃するといった「国際先端

テスト」を導入し、各種規制・運用を見直します。 

 また、新たな立法時における規制の新設についても、

国民の安全安心を確保するとともに、自由で活力ある

経済活動を阻害しないようにする観点から、引き続き

十分な事前審査を行います。各種事業の規制につい

ては、事業仕分けの手法を用いた“政策棚卸し”を実

施し、見直しを鋭意進め、産業の新陳代謝を阻害する

規制は直ちに撤廃します。併せて、競争力の強化に向

け、各省が持っている権限を再編・整理します。 

 

３５ 「ニッポン産業再興プラン」の実行 

 「ニッポン産業再興プラン」として、世界で勝ち抜く製

造業の復活に向け、先端設備投資の促進、革新的研
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究開発への集中投入、長期資金に対する政策金融の

強化（「融資」から「出資」へ）を図ります。 

 また、日本の立地競争力の復活（海外流出防止）に

向け、円高・デフレ対策と併せて電力・エネルギー制約

の克服やイノベーション基盤の強化、雇用の拡大につ

ながる企業環境の整備等を行います。 

 

３６ 法人税の大胆な引き下げによる雇用の拡大

につながる企業環境の整備 

 日本企業が世界で勝負するためには、税制を含めた

競争条件のイコールフッティングが必要であり、日本を

拠点に海外で活動できるだけでなく、海外の企業が日

本に進出する環境を整える必要があります。そのため、

法人税については、国際的整合性及び国際競争力の

強化の観点から、社会保険料を含む企業の実質的な

負担に留意し、法人税を国際標準に合わせて思い切

って減税します。 

 

３７ 医薬品・医療機器の審査体制の充実・強化 

 再生医療、医療・介護ロボットなど、日本発の革新的

医薬品・医療機器の研究・開発を促進するために、医

療の安心・安全に十分配慮しつつ、医薬品・医療機器

の審査体制の充実・強化、各種規制の改革、早期臨

床試験（ＰＯＣ）実施体制の整備などによって、薬事承

認の迅速化、ドラッグ・ラグやデバイス・ラグを解消しま

す。 

 また、医薬品・医療機器等の革新性に対する適切な

医療保険での評価、医薬品開発に関わる人材育成体

制の整備を充実させます。国際共同による治験を推進

し、医薬品の治験・承認を国際標準とするために、日

本版ＦＤＡ（米国食品医薬品局）構想を推進します。 

 

３８ ビジネスクラスの介護の促進 

 利用者の様々なニーズに応える質の高い介護サービ

スの提供を新たな成長分野と捉え、公的仕組みでは十

分に対応できないニーズ等に応える多様な民間サービ

スを民間保険の活用を含め支援します。 

 

３９ 世界へ向けた情報発信力の強化、デジタル

コンテンツ市場の拡大 

 「クール・ジャパン戦略」を推進し、日本のものづくり技

術と世界に誇る日本のアニメを掛け合わせた他の追随

を許さない真のＪＡＰＡＮオリジナルコンテンツの創造や

東京国際映画祭のグリーンカーペットをアジアのステイ

タスとするための環境整備（大規模展示会場の建設

等）、世界のコンテンツのメッカとして秋葉原を街ごとバ

ージョンアップさせる等、観光資源としてだけでなく世界

的イベントのホスト国となる機会を増やすための取り組

みを進めます。 

 文化・伝統（衣食住）などわが国の持つ魅力（ソフトパ

ワー）を積極的に海外に発信します。特に、世界に広

がりをみせる放送コンテンツの海外展開や電子書籍・

電子雑誌の流通促進、電子看板（デジタルサイネー

ジ）の推進などにより、デジタルコンテンツ市場の拡大

を支援し、地域を含めたわが国社会経済の活力を増

大させます。ＪＡＰＡＮブランド委員会を設立し、国をあ

げて、日本の伝統工芸品を新しいかたちで世界へ向け

て飛躍させるとともに、アニメ・マンガ・ゲームなどのコン

テンツ作成だけではなく、「イベント創造」「営業方法」な

ど、利益を生むトータルでのシステム構築を支援します。

あわせて、文化・感性商品としての特性を有する日本

の生活支援ロボットなどロボット製造技術の活用・育成

に繋げていきます。 

 また、海賊版・模造品対策を一層強化します。 

 

４０ アジア No.1 の金融・資本市場の構築 

 日本をアジアの金融・運用の中心地にするべく、企業

の活力ある経済行動と国民資産を適切に運用できる

公正な競争条件の確保かつ十分競争できる活発な金

融資本市場を構築します。まずは金融セクターの対Ｇ

ＤＰ比を英国並みの 10％台に押し上げ、「業」としての

金融を育成します。 

 そのために、「貯蓄から投資へ」の流れを促進する簡

素で分かりやすい証券税制への見直しや東証「グロー

バル 30 社」インデックスの創設、「日本総合取引所」の

創設、外資誘致のための新たな金融特区の創設など、

民間金融機関・証券市場の活性化や資産運用マーケ

ットの強化を行います。その際、国民にとって健全な経

済と成長に結びつく企業法制と資本市場法制を統合し

たガバナンス構築を目指します。 

 

４１ 新しい「モノづくり」につながる「コト」づくりの

推進 

 わが国経済が成長していくには、従来の「モノづくり」

の強みを活かすだけではなく、時代や人のニーズを先

取りした、新しい「モノづくり」を行い世界市場に打って

出ることで、国内だけではなく「海外で儲ける」ことが、

我々の目指す新しい国家経済モデルの一翼を担うと考

えています。 

 そこで、新しい「モノづくり」を生み出すには、より多く

のアイデアや技術が組み合わさることが重要であり、多

くのヒトやモノがボーダレスにつながる手段として現在、
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「Ｆａｃｅｂｏｏｋ」や「Ｇｏｏｇｌｅ」など、「コト」が注目されてい

ます。わが国においても、世界に類を見ない「コト」が生

まれるよう「コト」づくりを強力に推進するため、「コト」を

つくり出す新しい価値創造産業の基盤を醸成します。 

 

４２ 社会全体のＩＣＴ化 

 ＩＣＴ化により、様々な分野において事業の効率化、サ

ービスの向上など、国民生活の利便性が飛躍的に伸

びました。今後、産業がグローバル化する中、産業界

においても、さらなるＩＣＴ化を進めると同時に、国、地方、

企業、個人それぞれがＩＣＴの恩恵を受けられるよう「社

会全体のＩＣＴ化」を進めます。例えば、電力供給効率

化につながるスマートグリッドの導入・スマートシティの

形成、ＩＴＳによる交通の円滑化、電子政府の実現など、

国民生活の利便性向上と環境への負荷低減に向けた

ＩＣＴ利活用を力強く推進します。 

 情報サービス・コンテンツ産業としてデータセンター等

の設備投資は生産波及効果が 2倍と大きく、雇用誘発

力も高いことから、これらの分野への投資機会を積極

的に増やします。 

 

４３ 政府 CIO 制度の確立 

 政府の ICT 政策を一元的に把握し、政府の ICT 投資

計画を策定する政府 CIO（最高情報責任者）を法的根

拠に基づいて設置します。政府 CIO は、政府業務を徹

底的に見直すとともに、電子行政の推進に向けた予算

を確保し、統一した設計思想の下で電子政府を再構

築することにより、オープンでデジタルな政府による国

民サービスの向上を実現します。 

 

４４ サイバーセキュリティの対策強化 

 頻発するサイバー犯罪から国民を守るため、さらに各

省の連携を強化し、総合力を発揮できる体制を整備す

るとともに、官への投資と民間転用を呼び水に経済成

長へ貢献します。 

 特に、警察庁や防衛省、海上保安庁において、米国

並みの動的防御システムやバックアップシステムを早

急に構築します。また、政府機関の全ての情報機器や

複合機を厳密なセキュリティ監視下におくための措置

を早急に整備します。これらの施策と共に、最高度の

セキュリティ技術を製品／サービス化し政府機関に納

入するとともに、民間へ転用するための拠点を構築す

る事を呼び水として、わが国の高度情報セキュリティ産

業を創出し、10 万人規模の新規雇用を創出して経済

成長へ貢献します。 

 

４５ Ｇ空間（地理空間情報）プロジェクトの推進 

 わが国独自の衛星測位システム（準天頂衛星「みち

びき」日本版ＧＰＳ）の実用化と全国一律の基盤地図

整備を「地理空間情報活用推進基本法」に基づいて促

進することで、世界最先端の地理空間情報を高度に活

用できるＧ空間社会を実現し、「国民の安全と安心を

守る社会」「新たな産業・新サービスの創出と地域の活

性化」「行政の効率化と高度化」等を促進します。 

 また、この様なＧ空間社会をパッケージとして海外展

開することで、途上国支援等の国際貢献やわが国経

済の活性化も図ります。 

 

４６ Ｇ空間プロジェクトによる資源確保と海の防

災システム高度化の促進 

 わが国は世界第 6 位と言われる排他的経済水域を

持つ国土大国です。「海洋基本法」、「宇宙基本法」と

「地理空間情報活用推進基本法」を連携推進すること

で、わが国近海の地形をメートル単位で正しく把握し、

正確な位置情報の下で大陸棚や深海に眠るエネルギ

ーやレアメタル資源等の発掘、水産資源の確保等に努

めます。 

 また、海底プレートの移動や遠海の津波の高さをセン

チメートル単位で常時監視するシステムを開発すること

で、地震予知や津波検知技術の高度化等も図り、防

災・減災に資します。 

 

４７ わが国競争力の維持・強化につながる企業

環境の整備 

 世界経済が米国一極集中から多極化へ向かってい

る中、日本は依然として、多数のプレイヤーが国内で

消耗戦を繰り広げる構図です。そのため、企業規模の

拡大など企業を強化する過程において、現行の企業

結合審査を迅速化し、併せてその透明性・予見可能性

を確保します。各種業界の統廃合を妨げないような環

境を整え、わが国がグローバルな競争に勝ち残ってい

くために必要な産業競争力の基盤を強化します。 

 さらに、わが国産業の空洞化を阻止し、海外企業等

を呼び込むことによりわが国経済の相対的な地位を維

持・向上させることを目指し、医療研究、サステナブル

都市、国際コンテンツ拠点、自治体による国内外の企

業や研究施設の誘致促進を可能とするため、税・財政

上の措置も含めた「グローバルトップ特別区」の創設等、

特区制度を深堀りします。 

 また、地域活性化の観点もさることながら、大震災に

よるサプライチェーンの分断という教訓を踏まえ、経営
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効率や国際競争力の低下につながらないよう配慮しつ

つ、危機管理上の点からも基幹部品の立地分散を促

進する支援策を緊急かつ集中的に行います。 

 

４８ ベンチャー事業等の創造・活路支援 

 ベンチャーを既存企業とともに経済成長の両輪ととら

え、日本の強みを更に活かした挑戦に対してエンジェ

ル税制等を含めて積極的に支援し、新規開業を促進し

ます。技術力・経営力の基盤が強固な大学発のベンチ

ャーを継続的に創出するための体制整備等を支援しま

す。その際、研究成果を目利きによって厳格に選定し

ます。 

 また、この過程において、優良・有望な開発シーズを

選別し、ベンチャー企業の事業を再編するための「目

利き人材」の確保も同時に行います。 

また、エンジェル税制（ベンチャー企業投資促進税制）

については、その普及が進んでいない現状を踏まえ、

町おこし・村おこしに向けて取り組む企業等も対象に加

える等の検討を行い、使い勝手の良いものとします。 

 

４９ ソーシャルビジネス及びコミュニティービジネ

スの進化による新たな雇用の創出 

 東日本大震災によって改めて日本人の「絆」が復旧・

復興に大きな力を発揮し、人々及び地域の連携の重

要性を再認識しました。一方、まちづくり・地域づくりに

際し、環境問題や少子高齢化の問題等、多くの地域が

多種多様、かつ固有の課題を抱え、その解決に苦慮し

ている現実もあります。 

 そこで、地域の「絆力（きずなりょく）」を利用し、地域

住民をはじめとして地域に根付いているＮＰＯや地元企

業などが協力し合い、地域に応じたサービスを行えるビ

ジネスとしてソーシャルビジネスやコミュニティービジエ

スを進化させ、地域住民へのサービス向上と雇用の創

出を目指します。 

 

５０ 中小企業の事業再編・転換への支援、既存

基幹・在来産業の底上げ 

 国内の生産拠点の減少や国全体の購買力の減退に

よる産業の空洞化、相次ぐ大企業の経営不振は、内

需に依存している中小企業にとって死活問題です。ま

た、大震災によってダメージを受けたサプライチェーン

を修復するとともに、足腰の強い経営体を作るには、企

業内のムダを取り除き、新規事業を開拓する必要があ

ります。そのため、企業内の不採算部門を除去し、新

部門を創設するための専門家との相談体制の強化、

資金上の支援等を可能とする体制を整備します。オン

リーワンな中小企業もさることながら、企業群を連携・

組織化することで経営資源を補い、企業の経営基盤を

強化します。製造業や流通業といった在来産業の底上

げも併せて行います。 

 さらに、全く新しい分野へ事業転換をする場合におい

ても、短期的ではなく、中長期の展望が切り拓けるよう、

事業転換から経営の安定（経営ノウハウ、商品開発、Ｉ

Ｔ化等）までトータルの視点で支援できる体制を整備し

ます。 

 加えて、中小企業の経営基盤の強化を図るため、創

業企業への税制上の支援措置や事業承継税制の適

用要件の緩和、事業主報酬制度など中小企業関係税

制の充実・強化を図り、中小企業の創業や個人事業

主の活性化、事業承継を応援するといった「創業・第

二創業」を徹底して促進・支援することにより雇用増加

に結び付けます。 

 

５１ 「日本から世界へ」中小企業のグローバル

化・海外展開の支援 

 日本では生産性が高いのにグローバル化していない

企業が多数あり、特に中小企業において顕著です。生

産性が高く競争力のある企業がグローバル化すること

で、さらに生産性は高まり、ひいては日本の経済成長

を促進させ、国内の雇用も増加させます。 

 こうした在野に埋もれた有力な企業を国内から海外

へと飛躍させるため、ワンストップサービスで対応する

「海外展開戦略室」を政府に設置する等、マーケティン

グや資本調達、人材育成、現地事業環境といったあら

ゆる面をオールジャパンで支援する体制を強化します。

また、中小企業に輸出や海外進出のチャンスを提供す

る啓蒙活動についてもＪＥＴＲＯによる助言や中小企業

診断士の活用に加えて、商社など大企業の OB を活用

したマーケティング支援などを積極的に行います。 

 

５２ ＥＰＡ・ＦＴＡの促進 

 日本経済は外需依存体質と言われつつも、実際の

輸出に占める対ＧＤＰ比は 1 割強に過ぎません。内需・

外需にけん引された力強い経済成長を達成するため

にも、国益を最上位とした多角的自由貿易体制を確立

し、諸外国の活力をわが国の成長に取り込む必要が

あります。そのために、わが国が国際的なリーダーシッ

プを発揮して、ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉の早期妥結に

取り組みます。また、重点国を戦略的に選定し、経済

連携協定（ＥＰＡ）や自由貿易協定（ＦＴＡ）交渉を積極

的に行います。世界的に貿易競争が激化する中で、わ

が国の貿易が安定的に行われるために、先進国・新興

国を含めた諸外国のニーズを踏まえた相互協力関係

を構築します。 

※ＴＰＰについては、Ｐ．１９  １０９を参照 
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５３ 投資協定・租税協定締結の促進 

 海外市場で得た利益を国内の新たな付加価値創造

へと向かわせることを可能とするために、二国間の投

資協定や租税協定等により資本移動の自由化を推進

します。海外子会社の配当、ロイヤリティ等の還流資

金の二重課税は完全撤廃を目指します。そのため、現

在 28 ヶ国（24 年 4 月現在）と他の先進国に比べて大き

く後れを取っている日本の投資協定について、経済界

の実需に併せて、アフリカをも視野に入れ、戦略的に

展開するとともに、協定の質の向上にも努めます。 

 

５４ 本社機能、拠点機能の戦略的な地方展開  

 産業空洞化に歯止めをかけ、産業活動の地方展開

を促進すると同時に危機管理と一極集中の是正の観

点から、戦略的に選定した地域における産業等の新規

立地に対して、大幅な税制上の優遇措置を講じます。

また、首都圏に集中する本社機能、研究開発拠点、デ

ータセンターの移転に関しては、さらに一段の支援措

置を行います。 

 

５５ 企業のＢＣＰの策定支援 

 東日本大震災によるサプライチェーンの分断を教訓

とし、企業が緊急事態に備えたＢＣＰ（事業継続計画）

を策定し、継続的な改善を行うことに対する支援制度

を強化します。 

 また、従来のＢＣＰは自社が被災した時の対応を中

心に定められてきましたが、東日本大震災を教訓とし

て、全国的なサプライチェーンの維持のため、被災を受

けなかった場合の被災地に対する支援のための緊急

的な生産体制の変更についても、ＢＣＰに盛り込むよう

働きかけていきます。「企業単独型のＢＣＰ」から「企業

連携型のＢＣＰ」の策定に向け、支援を行っていきま

す。 

 なお、策定されたＢＣＰのうち、緊急事態において、被

災地に対する自社の緊急支援内容については、日頃

から可能な範囲で公開するシステムを構築し、いざとい

う時のために備えます。 

 

５６ 若者の就職応援 

 学生を取り巻く就職環境が最悪期は脱したものの依

然として厳しい状況であることに鑑み、就職活動を頑張

っている若者が前向きになれるよう、将来を見通せる

雇用制度に再整備します。 

 特に、公的機関と大学が連携し、新規学卒就職でき

なかった人を孤立化させない取組みを行います。技能・

技術、実践的知識を身につける職業教育・キャリア教

育の強化、インターンシップの拡充、年長フリーター等

（25 歳～39 歳）を重点とした正規雇用化の支援や産学

官が連携しての人材育成等を活用します。それにより、

後継者不足の業種等、人を必要としている産業への雇

用システム・求職マッチングを円滑かつ強力に支援し、

労働力の流動化など健全な競争を通じて人材が適切

に配置される「適材適所社会」を目指します。10％前後

の若年層の失業率を 4 年で半減させることを目指しま

す。 

 

５７ 女性力の発揮によるいい国づくり 

 女性の潜在的な力を活用することは成長戦略の原

動力です。そのために、日本社会の基盤である伝統的

な家族や地域の絆を大切にしつつ、社会全般の多様

性の実現を目指します。 

 まずは、女性力の発揮による社会経済の発展を加速

させるため、社会のあらゆる分野で 2020 年までに指導

的地位に女性が占める割合を 30％以上とする目標

(“2020 年 30％”(にぃまる・さんまる))の達成に向け努

力します。 

 

５８ 女性の就業環境の整備 

 女性への就労支援、特に子育て中の母親への支援

として、再就職に積極的に取り組む企業に対する支援

制度の創設、マザーズハローワーク事業の拡充等を実

施するとともに、資格取得についても支援し、就業と出

産・育児の両立、つまりは継続して働くことが可能な環

境を整えます。新しい家族像、家族ビジョンを踏まえ、

夫婦が共に働き、共に家事を負担（協働・分担）できる

ワークライフバランスを推進します。大都市部を中心に

保育所の拡充を図るとともに、放課後児童クラブのより

一層の量的・質的向上だけでなく、待機児童が多い地

域における自治体の取組みについても支援します。 

 

 

５９ 高齢者の社会参画、生涯現役社会実現 

 人生 100 年時代を見据え、働く意欲のある高齢者の

方々が個人の能力・経験を活かし、生涯現役として働

きやすい環境を整え、「70 歳現役社会 ― 生涯現役

社会」の実現に向け、65 歳までの雇用の着実な実現

や定年延長等に加え、「70 歳はつらつ現役プラン」とし

て 50 歳代からの定年後のキャリア形成についてカウン

セリング等の支援と職業教育訓練を行います。シルバ

ー人材センターの活用に加え、高齢者の方々の起業

や就職についても後押しします。更に、職域の拡大や

処遇の改善に取り組む事業者に対する支援とともに、

65 歳以上の方を継続して雇い入れる事業者に対する

助成も行います。 
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Ⅲ．教育・人材育成、 
科学技術、文化・スポーツ 
 「人づくりは国づくり」。日本の将来を担う

子供たちは、国の一番の宝です。わが党

は、世界トップレベルの学力と規範意識を

備え、歴史や文化を尊重する態度を育む

ために「教育再生」を実行します。日教組

の影響を受けている民主党には、真の教

育再生はできません。 

 

６０ 世界トップの人間力と学力を実現するための

教育投資の充実 

  『教育基本法』の理念に基づき、「自助自立する国

民」「家族、地域社会、国への帰属意識を持つ国民」

「良き歴史、伝統、文化を大切にする国民」「自ら考え、

判断し、意欲にあふれる国民」を育成します。そのため

の「教育振興基本計画」「新学習指導要領」を確実に

実施するため、恒久的な財源を確保し、ＯＥＣＤ諸国並

み（5％）の公財政教育支出を目指します。第 1 期「教

育振興基本計画」の成果を検証のうえ、教育基本法に

則った第 2 期基本計画を策定し、実行します。 

  全国学力・学習状況調査を全国一斉の学力テスト

（悉皆（しっかい）調査）に戻し、全ての子どもの課題把

握、学校・教職員の指導改善に生かします。さらに土

曜授業を実現します。 

 

６１ わが国を愛する心と規範意識を兼ね備えた

教育 

  国旗・国歌を尊重し、わが国の将来を担う主権者を

育成する教育を推進します。不適切な性教育やジェン

ダーフリー教育、自虐史観偏向教育等は行わせませ

ん。規範意識や社会のルール、マナーなどを学ぶ道徳

教育や消費者教育等の推進を図るため、高校におい

て新科目「公共」を設置します。 

  中学・高校でボランティア活動やインターンシップを

必修化し、公共心や社会性を涵養します。職業教育や

キャリア教育、農山漁村地域での体験学習等を推進し

ます。あわせて「村祭り」など地域に根差した伝統・文

化や、スポーツクラブ、サークル活動などの地域の絆を

守り、コミュニティを支える取り組みを支援（「伝統文化

親子教室」の創設など）します。 

 

６２ 公教育における国の責任体制の確立 

  義務教育については国が責任を果たすとの理念に

立ち、教育の正常化を図ったうえで、教育の地域間格

差が生じないよう、義務教育費国庫負担金については、

国が全額（１００％）負担します。 

  さらに、地方自治の精神を尊重しつつ、いじめの隠

ぺいなど、地方教育行政において、法令に違反してい

る、あるいは児童生徒の「教育を受ける権利」を著しく

侵害するおそれのある場合、公教育の最終責任者た

る国（文部科学大臣）が責任を果たせるよう、『地方教

育行政の組織及び運営に関する法律』を改正します。 

 

６３ 激動の時代に対応する、新たな教育改革

（平成の学制大改革） 

  世界トップの教育立国とするため、幼児教育の無償

化、小学校５・６年生への教科担当制の導入、飛び級

制度、中学・高校において未達成科目の再チャレンジ、

義務教育化を含めた高等学校の理念・あり方等、現行

の６・３・３・４制の是非について検討し、子どもの成長

に応じた柔軟な教育システムとするため、新時代に対

応した「平成の学制大改革」を行います。あわせて、改

正教育基本法に対応した関係法令の見直し・改正を

行います。 

  小・中学校卒業時における学力評価や高校での達

成度試験の実施を図り、確実に学力を身に付けさせま

す。あわせて、高校在学中も何度も挑戦できる達成度

テスト（日本版バカロレア）の創設や、それを前提とした

論文、面接、多様な経験重視で潜在力を評価する入

試改革など、大学全入時代の大学入試のあり方その

ものを検討します。 

  高校授業料無償化については、所得制限を設け、

低所得者のための給付型奨学金の創設や公私間格

差・自治体間格差の解消のための財源とするなど、真

に公助が必要な方々のための制度になるように見直し

ます。 

  大学の９月入学を促進し、高校卒業から入学までの

ギャップターム（半年間）などを活用した大学生の体験

活動（国とふるさと、環境を守る仕事－例えば、海外Ｎ

ＧＯ、農業・福祉体験、自衛隊・消防団体験等）の必修

化や、学生の体験活動の評価・単位化を行い、企業の

採用プロセスに活用します。 

  一度社会に出てからも、学び直しができるよう、社会

人が再び大学で学べるシステムを導入し、キャリアアッ

プの機会保障と再チャレンジを促進します。 

 

６４ 教育委員会の責任体制の確立と教育行政

の権限のあり方の検討 

  地方分権を受けて、自治体の教育政策決定や教育

行政運営において、首長や地方議会の役割が高まっ

ています。いじめ問題でも明らかになった、形骸化・名

誉職化しているなどの批判がある教育委員会の責任
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体制を再確立し、本来の職責を果たせるよう、教育の

政治的中立を確保しつつ、自治体の教育行政に民意

を反映させ、効率的・迅速に運営する必要があります。 

  例えば、首長が議会の同意を得て任命する常勤の

「教育長」を教育委員会の責任者とするなど、国と地方

の間や、地方教育行政における権限と責任のあり方に

ついて、抜本的な改革を行います。 

 

６５ 真に教育基本法・学習指導要領に適った教

科書の作成・採択 

  教育基本法が改正され、新しい学習指導要領が定

められてから、初めての教科書の採択が、小学校と中

学校で行われ、本年は高校の教科書採択が行われま

したが、多くの教科書に、いまだに自虐史観に立つなど、

偏向した記述が存在します。 

  真に教育基本法・学習指導要領に適った、「伝統と

文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を

愛する」ための教科書で、子どもたちが学ぶことができ

るよう、教科書検定制度や、副読本なども含めた教科

書採択の構造について、文部科学大臣が各教科書共

通で記載すべき事項を具体的に定める、複数の説が

ある際は、多数説・少数説を明記し、数値については

根拠を示す等、抜本的に改革し、いわゆる「近隣諸国

条項」に関しては、見直します。 

 

６６ 安心して、夢の持てる教育を受けられる社会

の実現 

  質の高い教育ときめ細かい指導を行うために、わが

党の考えを受け入れて改正された「公立義務教育諸学

校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」

に基づき、教職員定数のあり方全般について検討を行

います。さらに東日本大震災の被災地に対する教職員

の加配やスクールカウンセラーの充実等を引き続き措

置し、あわせて被災地の教職員の心のケアも図りま

す。 

  いじめや不登校の解決のため、スクールカウンセラ

ーの充実等、問題を早期に発見し、適切に対応できる

体制をつくります。小・中・高で 17 万 5 千人を超える不

登校者、5 万 5 千人を超える高校中退者（平成 22 年

度）を減少させるための教育を実現します。 

  真に公助が必要な児童・生徒が安心して学校に通

えるよう、就学援助制度の拡充（援助の対象や国庫補

助など）や、給食費の無償化、給付型奨学金の創設、

特に私学における低所得者の授業料無償化等を行い、

家庭の経済状況に関わらず、志ある子どもたちの夢を

徹底支援します。 

 

 

 

６７ いじめを無くし、一人ひとりを大切に（『いじめ

防止対策基本法』の制定） 

「いじめは絶対に許されない」との意識を日本全体で共

有し、加害者にも、被害者にも、傍観者にもしない教育

を実現します。 

  第一に守るべきは、いじめの被害者です。いじめを

繰り返す児童生徒への出席停止処分や、行為が犯罪

に該当する場合は警察に通報する（いじめと犯罪の明

確な区別）、道徳教育の徹底など、今すぐできる対策を

断行します。 

  『いじめ防止対策基本法』を制定し、全都道府県や

全市区町村において『いじめ防止条例』を制定する、い

じめ対策アドバイザーを設置するなど、統合的ないじめ

対策を行うとともに、いじめ対策に取り組む自治体を、

国が財政面などで強力に支援します。 

 

６８ 公私間格差の是正・私学助成の拡充 

  公教育において私学が果たしてきた重要性に鑑み、

私学の建学の精神を尊重しつつ、『私立学校振興助成

法』の目的の完全実現（教育条件の維持・向上、修学

上の経済的負担の軽減、経営の健全性向上）のため、

公私間格差の解消を図るとともに、私学助成を、2 分

の 1 を目標に、大幅な拡充を目指します。 

 

６９ 教育の政治的中立を確保するための「新教

育三法」 

  教育公務員を「教育専門職」と明確に位置付け、

「教育公務員倫理規程」（仮称）を制定して、職務規律

を確立します。 

  『教育公務員特例法』違反者に罰則規定を設け、教

職員組合（日教組等）の政治的中立確保及び、選挙

活動・強制カンパ等の違法活動を防止します。教職員

組合の収支報告を義務付け、公金を原資とした資金

の透明化を図るとともに、違法活動団体は、 『地方公

務員法』に定める人事委員会の登録団体から除外しま

す。『義務教育諸学校における教育の政治的中立の

確保に関する臨時措置法』の徹底を図り、教育委員会

等に必要な調査を義務付けるための法改正を行いま

す。 

  北海道教職員組合による民主党議員への違法献金

事件では、教育委員会が行った勤務実態調査により、

勤務時間中の組合活動など数多くの違法行為の実態

が明らかになりました。わが党はこれを厳しく追及し、

給与（義務教育費国庫負担金）の不正受給にあたると

して、会計検査院による調査を実施させました。現在、

北海道・札幌市の教育委員会が、全ての教職員を対

象とした再調査を行っています。さらに、わが党の指摘

により発覚したＰＴＡ会費の不正使用について、徹底的

に全国調査を行わせ、再発を防止します。わが党は、
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今後とも、教育の政治的中立・正常化に徹底的に取り

組みます。 

 

７０ 教師力を向上し、適切な教育内容を確保 

  世界のリーダーとなる日本人を育成できる力ある教

師を養成するため、大学・大学院卒業後、准免許を付

与し、インターンシップ（１～２年間）を経て、採用側と本

人が適性を判断し、インターンシップ修了後、認定の上、

本免許を付与して正式採用する、「教師インターンシッ

プ制度」を導入するなど、教師力向上のための改革を

行います。 

  メリハリある給与形態の確立や優秀教員認定及び

教員が子どもたちに没頭できる教育システムを構築し、

真に頑張っている教師を徹底的に応援します。教員の

勤務評価及び、それに基づく処遇が適切に行われるよ

う、教育長及び校長の責務を設けます。 

  教育長、指導主事、校長、主幹、教諭等の役割と責

務を法律上明記し、責任体制を確立します。教員人事

への教職員組合等の介入を排し、教育委員会の責任

のもと、バランスのとれた教員配置を実現します。任意

設置となっている主幹教諭を「必置」とし、一部の地域

で教職員組合に流用されている主任手当、及び主任

制度を廃止します。 

  教職員の資質向上と教育水準の維持・向上のため、

教員免許更新制度の運用面での課題を是正し、実効

ある制度設計を行います。一方、指導力不足教員は

教壇に立たせません。 

  さらに、わが党政権時代の「教員の長期社会体験研

修事業」のように、現職の教員を民間企業や、社会福

祉施設などに派遣して交流を図ることなどにより、教員

の視野の拡大を図るとともに、社会人教員の採用や特

別免許状の発行の拡大などを行い、多様な人材を確

保します。 

 

７１ 安全・安心な学校環境の構築 

  災害からの子ども達の生命・身体の安全の確保に

加え、津波からの避難ビルとなるなど地域の避難所と

して重要な役割を果たしている学校施設について、天

井材などの非構造部材を含めの耐震化・老朽化対策

を加速します。あわせて、災害時においては学校施設

が避難所となることから、独立して域外と連絡可能な

通信設備の設置や、自家発電装置の設置、プロパン

ガス設備、井戸の設置、汚水対策として浄化槽の設置

等、学校施設の防災拠点としての整備を進めます。さ

らに、各自治体が財政上、困窮していることに鑑み、国

からの補助率のかさ上げを含め、追加的な支援のあり

方について、早急に検討します。 

  東日本大震災の教訓を生かし、保護者が帰宅困難

になった際などに、子どもたちを学校に留め置いて安

全を確保するなど、保護者や子どもの立場に立った災

害対応体制を整備します。 

  地震・台風・火災などの災害を身近な危険として認

識し、日頃から備え、災害の被害を防ぐため、地域の

実情に合った「防災教育」を充実します。 

  あわせて、通学路の安全を確保するなど、子どもた

ちが安心して通学できる学校環境を整備します。 

 

７２ 幼児教育の充実・強化と幼児教育の無償化 

  教育基本法の定めの通り、幼児期の教育は、生涯

にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。全て

の子どもに質の高い幼児教育を保障するとともに、国

公私立の幼稚園・保育所・認定こども園を通じ、全ての

3 歳から小学校就学までの幼児教育の無償化に取り

組みます。 

  就学前の多様化する教育・保育ニーズに柔軟に対

応するため、幼稚園・保育所・認定こども園の教育機

能の充実・強化を図ります。 

 

７３ 家庭教育の支援体制強化 

  すべての教育の出発は家庭教育であり、教育基本

法では、保護者が子どもの教育について第一義的責

任を有すること、国や地方公共団体が家庭教育支援

に努めるべき事を定めています。幼児教育の前提とし

て、安定した家庭の存在が不可欠であり、孤立しがち

な若い親に対し、家庭教育を支援する施設をきめ細か

く設置する等の支援体制を強化します。 

 

７４ 読解力を高める国語教育 

  国語科は各教科等の学習の基盤であり、小・中・高

等学校を通じて国語教育の一層の充実を図ること、特

に、読解力、知識・技能の活用等、思考力・判断力・表

現力の育成を重視することが必要です。そのため、国

語科の授業について、「子どもの言語能力を育てる授

業」へと改善し、具体的には、ＯＥＣＤ／ＰＩＳＡ調査の読

解力の育成のため、子どもが「聴いて→考えて→つな

ぐ」学習を展開します。 

 

７５ 英語（外国語）教育の充実 

  「教育振興基本計画」には「小学校段階における外

国語活動を含めた外国語教育の充実」を目指す「新学

習指導要領」の着実な実施が盛り込まれています。国

際的共通語となっている「英語」のコミュニケーション能

力を身に付けることは、子ども達の将来のためにも、わ

が国の一層の発展のためにも、非常に重要な課題で

あり、今後とも外国語教育の充実を図ります。 

 

７６ 理数教育及び才能教育の大幅な充実・強化 

  次世代を担う理数好きな子どもを増やすため、体験

活動や実験教室の充実、理工学部の学生や企業関係
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者等の外部人材の活用、さらには理数教育に携わる

教員の指導力向上等、初等中等教育段階での理数教

育を大幅に充実します。 

  将来、世界のリーダーとなるような明確な目的意識

を持つ子どもの育成に向けて、優れた資質を伸ばし、

育てる才能教育を強化します。「スーパーサイエンスハ

イスクール」を一層拡充するとともに、国際科学オリン

ピックに参加する児童生徒数の大幅な増加を促進し、

国際的な交流機会を拡大します。 

 

７７ 真に外国人との友好を築く日本語教育 

  外国人の子どもが公立学校に通っても、日本語が

分からない等の理由により授業についていけず、不就

学になる者が多いとの指摘があり、日本語指導員の配

置等、学習者の日本語能力に応じたきめ細かな受入

体制を構築します。 

  外国人の大人に対する日本語教育は、体制が十分

に整備されているとは言えません。外国人に対する日

本語教育の質と量を十分に確保するためには、日本

語を学習する機会の拡充が必要であり、『日本語教育

推進法』を制定し、「生活者としての外国人のための日

本語教育事業」等を継続的に実施・充実させるなど、

真に外国人との友好を育むための環境整備を行いま

す。 

 

７８ 一人ひとりを大切にし、充分に力を伸ばす特

別支援教育 

  養護教諭の複数化の充実、特別支援教育コーディ

ネーターの機能強化、高等学校への支援員の配置、

発達障害のある児童生徒の実態調査を検討した個々

の生徒に必要な教育環境の整備、ＩＣＴ等の技術を活

用した教材等の研究、指導内容・方法の工夫改善、障

害のある生徒に配慮した高校入試の実施、中・高連携

による進路指導の充実、特別支援学校等と産業界と

の連携による実践的指導の実施、障害者就労支援コ

ーディネーターの配置、国立大学法人附属学校におけ

る特別支援教育の推進・充実等に重点的に取り組み

ます。 

  すべての小中高教員が特別支援教育の基礎を身に

付けられるようにし、発達障害を含む障害のある子ども

一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な教育を推進

します。 

 

７９ 受験一辺倒でない多様な選択肢を持つ教育 

  人材育成に関する社会の要請に応えるため、普通

高校以外に、最先端の職業教育を行う専門高校を整

備する等、多様性・専門性のある選択ができるようにし

ます。 

  高等教育における産学連携を強化するとともに、専

門学校の果たしてきた実績に基づき、職業教育に特化

した新しい高等教育機関を創設し、『学校教育法』上の

地位についても検討します。現状の専修学校・各種学

校の存在意義を十分認識して、他の学校群との制度

的格差の解消を目指し、財政的支援や教育内容の充

実に向けての公的支援等を図ります。 

  大学等と産業界・地域社会とのより幅広い連携協力

の下で、インターンシップを充実します。地域密着型の

コミュニティカレッジ化により、技能習得と就労を支援し

ます。 

 

８０ 高等教育政策・大学政策の積極的な推進

（大学ビックバン） 

「大学力」は国力そのものであり、質・量両面の充実・

強化が必要です。経営が悪化したり、質が著しく低下し

た大学の改善を促し、成果が認められない時は退場を

促す仕組みの確立や、社会や学生ニーズの観点から

の新規参入認可プロセスの明確化など、大学強化の

ための設置基準の見直しを行います。 

  世界トップレベルの大学は特区化し、諸規制を撤廃

します。オープンラボ、研究サポートスタッフの設置を義

務化します。世界トップレベル大学からの博士号を持

つ若手研究者の大量スカウト、資金支援などを行いま

す。 

  大学教育の質の保証徹底を義務化し、評価に基づ

く資金の重点配分（授業評価、教員の業績評価の厳

格化等）を行います。 

  開かれた教育と研究体制をつくり、学長のリーダー

シップを強化するため、学長と教授会の役割の明確化

や、学長を支えるスタッフ（理事、副学長、財務等の専

門スタッフ）の抜本的強化、学長裁量経費の充実など

を行います。 

  私立大学の収入の約８割は学生納付金であり受益

者負担が重く、国公私立大学の設置形態論・経費の

受益者負担論の見直し等を行い、財政支出の仕組み

を再構築します。地域共創（大学と地方・地域社会、産

業の連携）運動を積極的に推進します。 

 

８１ 国立大学法人運営費交付金等の安定的な

確保 

  わが国の基礎科学の中核を担っているのは、多様

な人材が集い、教育活動や研究活動を行っている大

学ですが、近年、その安定的な教育研究活動を支える

基盤的経費（国立大学法人運営費交付金及び施設整

備費補助金、私学助成）が大幅な減少傾向にありま

す。 

  これにより、教員数の維持や施設・設備の管理・運

用等で、多大な困難が生じていると指摘されていること

から、わが国の基礎科学を強化する観点からも、これ
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らの基盤的経費を安定的に確保します。 

  東日本大震災の被災地にある大学が、被災地復興

の拠点として研究やプロジェクト実践を進められるよう、

重点化して支援を行います。 

 

８２ 大学院教育の抜本改革 

  大学院について、研究活動のみならず教育活動を

一層重視し、文系・理系それぞれの設置目的に応じた

多様性を確保して、体系的かつ集中的な人材育成の

取り組みを強化します。社会の多様な場で活躍する人

材を育成・確保するため、産業界や優れた人材育成の

取り組みを行っている公的研究機関等との密接な連

携・協力を推進し、社会人が学べる環境を整備するな

ど、大学院における教育活動を強化します。 

  世界をリードする大学院の形成を促進するとともに、

世界水準にある大学院の層に厚みを持たせるため、世

界最先端の優れた教育研究活動を行う大学や、特定

分野で質の高い教育研究活動を行う大学等に対する

重点的支援を強化します。教育研究活動の閉鎖性・排

他性を排除するため、学問分野別に細分化されて設け

られている学協会の改革を促進します。 

 

８３ 博士課程学生に対する支援強化及び若手

研究者の活躍促進 

  入学金や授業料免除の対象拡大、給付型奨学金

の創設、ティーチング・アシスタント及びリサーチ・アシス

タントの充実など博士課程学生への経済支援を抜本

的に拡充し、学生全員が安心して学べる環境を整備し

ます。 

  単なる任期付ではない若手研究者のポストを大幅に

増やすとともに、キャリアパスを多様化するため、産業

界の研究職や知的財産管理等の研究支援に携わる

専門職等での活躍を促進します。公的研究機関等に

おける、ポスドク等を対象とした専門人材育成の取り組

みを支援し、活躍機会を拡大します。若手研究者が自

立して研究に専念できるようにするための新たな研究

資金制度として、当該研究者の名前を冠した「冠プロジ

ェクト」を創設します。 

 

８４ 「留学生 30万人計画」と学生・研究者の国際

交流の積極的推進 

  「留学生 30 万人計画」の実現を目指し（当面 20 万

人目標）、国・地域・分野等に留意しつつ、優秀な留学

生を戦略的に獲得します。東日本大震災の影響により、

日本で学ぶ留学生や研究者が減少しないよう、日本の

学校や研究機関の教育研究活動に関する情報発信

の強化、生活支援など在学時の受け入れ環境づくり、

卒業・修了後の就職支援など社会の受け入れの推進

を図ります。 

  わが国の学生や若手の研究者が内向き指向にある

と指摘されており、世界で活躍する優れた人材の育成

を強化するため、高校生を含む学生の留学機会を拡

大するとともに、若手をはじめとする研究者の海外研

鑽の義務づけや機会の大幅拡大を推進します。 

  世界水準の教育研究活動を展開するためには、海

外から優れた研究者を受け入れ、協働で研究活動に

取り組むことが不可欠であり、奨学金の充実や受け入

れ機関の体制整備、周辺の生活環境の整備等を推進

し、優秀な留学生や海外からの研究者の受け入れを

大幅に拡充します。 

 

８５ 「スポーツ基本法」に基づく「スポーツ立国」の

実現 

  スポーツを国家戦略として推進するため、わが党主

導により議員立法で制定した『スポーツ基本法』に基づ

き、「スポーツ立国」を実現するための諸施策を強力に

推進するとともに、スポーツ庁、スポーツ担当大臣を新

設します。 

  スポーツを人間の調和のとれた発育に役立てるため、

文化や教育と一体として捉え、競技的価値のみならず、

教育・健康・国際交流促進などを拡充することにより、

スポーツを国民に浸透させ、その文化的・教育的価値

や社会的責任を高めます。 

  オリンピック等国際大会で日本人選手が活躍できる

よう、ナショナルトレーニングセンターの利用を無料化

する等、国際競技力向上に向けた諸施策を推進すると

ともに、わが国の復興を示す象徴として、2020 年東京

オリンピック・パラリンピックを招致するため、国立霞ヶ

丘競技場を全面改修し、被災地での競技開催とキャン

プ地の全国展開を実現します。あわせて、2019 年ラグ

ビーワールドカップの成功に全力を尽くします。さらに、

各競技の国際大会の誘致に取り組みます。 

  学校における体育や運動部活動の充実、全国体

力・運動能力等調査の結果の活用による子どもの体

力向上の取り組みを推進します。国民体育大会、総合

型地域スポーツクラブ、指導者養成事業など各種スポ

ーツ振興事業の充実を図り、国民各層のスポーツの生

活化を促進します。 

 

８６ スポーツ振興体制の充実・強化 

  スポーツ振興に対する一層の財源を確保するため、

独立行政法人日本スポーツ振興センターの実施する

「スポーツ振興くじ」の拡充を行い、助成対象団体等が

申請しやすいシステム整備を検討します。また、寄付金

の全額が法人税の損金算入の対象となるよう、指定寄

付金のあり方について検討します。 

  生涯スポーツの振興並びに競技力の向上を実現し

ていくため、スポーツ関係団体・組織の一層の充実・活

性化を目指し、プロ、アマチュアを問わないアスリートの
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雇用促進や引退後の選手の生活の保障も合わせたセ

カンドキャリアの活用をはじめ、優れた人材並びに財源

の確保を図り、地域スポーツ社会における人材の好循

環と社会貢献を目指します。そのために、スポーツ立

国戦略にあるワンストップの「セカンドキャリアセンター」

の創設を検討します。 

 

８７ 世界に誇るべき「文化芸術立国」の創出 

  文化が新たな国富を生み出す観点からも、既存施

設の改修や人材の積極的育成など、世界に誇るべき

「文化芸術立国」を目指します。日本文化を戦略的に

海外発信するため、伝統的な文化・芸術の継承・発展

を引き続き推進するとともに、アニメなど新たな日本ブ

ランドとしてのメディア芸術の振興や人材育成、制作者

の待遇改善を図ります。文化交流の相手先と内容の

重点化、優れた芸術の国際交流の推進、海外の日本

語教育拠点の拡充等を行います。 

  文化芸術の創造性が産業や地域の活性化に結び

つく取り組みを行う「文化芸術創造都市」が全国各地

に形成されるよう支援します。また、義務教育期間中に、

全ての子どもが、質の高い文化芸術を最低 2 回（伝統

文化と現代文化を各 1 回）は鑑賞・体験することができ

るようにするとともに、地域に伝わる伝統芸能などを、

親や子ども達にしっかりと伝えるための「伝統文化親子

教室」を創設します。 

  わが国の文化関係予算は高い水準にあると言えず、

「文化芸術立国」の創出に向けて、予算の増額を目指

します。 

 

８８ 文化芸術活動の支援、文化財の後世への継

承 

  文化芸術団体の円滑な活動のため、専門的人材の

育成や意欲的・先進的な活動に対して、手厚い支援を

行います。寄付文化の醸成を図るための税制上の優

遇措置を検討します。東京には伝統寄席演芸の鑑賞

の場（国立演芸場）がありますが、関西にはないため、

関西（大阪）における「国立伝統芸能演技場」（仮称）

の設立について検討します。 

  東日本大震災で被災した文化財の復旧を進めると

ともに、地震や火災等の災害から文化財建造物を護る

ための防災対策を推進します。貴重な民俗文化財につ

いて、後世に確実に引き継いでいくため、映像記録（デ

ジタルデータ）等の作成を推進します。 

 

８９ 世界遺産・無形文化遺産などの保存・活用 

  昨年、小笠原諸島と平泉がユネスコの「世界遺産」

に登録されました。わが国には、12 件の文化遺産、4

件の自然遺産があります。さらに、地域に根付く伝統・

慣習など文化の多様性を象徴する「無形文化遺産」で

は、能楽や人形浄瑠璃文楽、歌舞伎など 20 件が登録

されています。また、国連食糧農業機関の「世界農業

遺産」には、新潟県佐渡市と石川県能登半島が登録さ

れています。 

  これらの世界遺産・無形文化遺産などの保存・活用

を図ることによって、海外への日本文化の発信及び諸

外国との相互理解の増進や、わが国の文化を再認識

し、歴史と文化を尊ぶ心の育成、文化財の次世代への

継承などを積極的に推進します。 

 

９０ 「科学技術・イノベーション推進」の国づくり 

  震災復興の原動力として「科学技術・イノベーション

推進」の国づくりを目指すため、人材・予算・制度や研

究体制の改革など、科学技術基盤を根本から徹底強

化します。安保・外交、経済・財政、規制改革等の総合

戦略として科学技術イノベーション政策を位置づけ、官

邸のリーダーシップを発揮するための司令塔を整備し

ます。特に、福島第一原子力事故対応の教訓を踏ま

え、政治決定と科学的助言の機能強化を図ります。第

４期科学技術基本計画で掲げている２５兆円を上回る

政府研究開発投資総額を目指し、必要な経費の確保

を図ります。 

  「事業仕分け」により停滞してしまった地域発のイノ

ベーション創出を改めて強力に推進し、地域の元気を

科学技術により取り戻します。 

  世界をリードする新たな知の資産を絶え間なく創出

し続けていくためには、研究者の自発性や独創性に基

づいて行われる研究の一層強力な推進が不可欠であ

り、これを支える科学研究費補助金をはじめとする競

争的資金について、その多様性や連続性を確保しつつ、

大幅に拡充します。同時に、全ての競争的資金につい

て、間接経費３０％を確保します。 

 

９１ イノベーションの実現に向けた制度改革 

  新たな産業や雇用を創出するため、企業だけでは実

現できない革新的なイノベーションを産学連携で実現

するとともに、イノベーションを妨げる各種規制を官邸

＝司令塔主導で抜本改革します。 

  研究開発税制やエンジェル税制の対象拡充等の税

制改革や、ベンチャー支援の充実等の制度改革、特

許等の知的財産の迅速な保護及び円滑な利活用を促

進するための知的財産制度の改革、イノベーションの

隘路となっている規制や社会制度等の改革を強力に

推進します。国際標準の獲得を目指す各国の動きが

一層活発化していることから、特に、アジア諸国等との

連携・協力の促進を念頭に置いて、官民協働による戦

略的な国際標準化活動を抜本的に強化します。 

  わが国が優れた先端技術を持つ基幹インフラについ

て、建設から運用、人材養成への寄与までを一体シス

テムとしてとらえ、官民協働による海外輸出・展開活動
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を大幅に強化します。 

 

９２ 世界に冠たる研究開発拠点の形成 

  イノベーションを生み出していくためには、大学や公

的研究機関、産業界等が集い、協働で研究開発に取

り組む「場」の構築が必要です。特に、わが国の強みを

有する分野において、地域資源等も柔軟に活用しつつ、

オープン・イノベーションに対応した「競争」と「協調」に

よる世界最先端の研究開発拠点を形成します。 

  わが国が世界の頭脳の獲得における中核的な地位

を占めていくためには、国内のみならず海外の優れた

研究者を惹きつける国際的な研究ネットワークの拠点

形成が不可欠であり、「世界トップレベル研究拠点（Ｗ

ＰＩ）」の大幅な拡充や、素粒子分野の最先端大型実験

施設「国際リニアコライダー」のわが国への誘致を目指

すなど、世界水準をしのぐ優れた研究活動を行う大学

や公的研究機関などに対する支援を抜本的に強化し

ます。 

 

９３ 科学技術の国際活動の強化 

  わが国の科学技術水準の一層の向上を図り、自然

災害や感染症等、地球規模で発生する深刻な課題の

解決に積極的に貢献するためには、諸外国との連携・

協力を一層強化することが不可欠です。先端分野での

科学技術協力やＯＤＡを活用した科学技術協力等、科

学技術外交を大幅に強化するとともに、新興国の科学

技術力の急伸等に時期を逸せず対応し、国家存立の

ために必要な科学技術を強力に推進します。また、優

れた教育活動や研究活動を行う国内の大学と海外の

大学との連携・協力を進め、外交面からも、これらの教

育研究活動の積極的な活用を促進します。 

  さらに、海外動向の収集・分析体制を確立するととも

に、安全保障に関わる技術等の管理を強化します。一

方で、国際的な核不拡散体制の強化に向けて、わが

国の技術を積極的に活用し、これに貢献していきま

す。 

 

９４ 戦略的宇宙政策の推進 

  国際的なプレゼンスの確保と日本の国益のために、

必要な予算を確保し、宇宙科学の推進と不断の研究

開発に加え、国民生活の質の向上のための利用の促

進、安全保障対応、産業振興等を加速します。 

  宇宙の開発利用体制は、宇宙基本法の理念と、宇

宙基本計画に明記された 5 年間 2 兆 5 千億円の事業

試算に基づき、ロケットなどの輸送系及び衛星システ

ムの開発・整備・運用など宇宙の開発利用を強力に推

進するための重要分野・重点プロジェクトへの資源配

分を行う等、戦略的な宇宙政策を実施していきます。

そのために、予算編成に権限を有する内閣府の宇宙

政策委員会及び、執行機関である独立行政法人宇宙

航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）の理事長及び理事に国家

観をもった人員を配置させ、内閣総理大臣の重要な政

策の一つとして、宇宙科学の振興、宇宙産業基盤の振

興、わが国の安全保障、シーレーン確保、戦略的ＯＤＡ、

資源外交、海洋政策等と宇宙政策等と密接に連携さ

せます。 
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Ⅳ．外交・安全保障  
わが党は、国民の生命・領土・美しい海

を断固として守り抜きます。 

自由・公正・法の支配など世界の普遍

的な価値に基づき、国益を守るため、戦略

的な外交をダイナミックに展開します。また、

自助自立の日本を基本としつつ、国家の

独立と平和を堅守する総合的な安全保障

政策を推進し、危機的状況に陥った外交・

安全保障を立て直します。 

 

１．外交  
 
９５ 強固な日米同盟の再構築 

 わが国の外交の基軸は日米同盟であり、アジア太平

洋地域の平和と安定の礎です。民主党政権による外

交の迷走により、日米の信頼関係が大きく損なわれて

います。これ以上の同盟弱体化を防ぎ、わが国防衛力

の実効性をさらに高める努力を不断に行い、抑止力の

維持・強化を図るとともに、沖縄をはじめとする地元の

切実な声に良く耳を傾けつつ、負担を軽減する在日米

軍再編を着実に進めます。その上で、安全保障、政治、

経済はもちろん、防災、医療・保健、教育、環境問題等、

地球規模の諸課題などの幅広い分野において、協調

と協力を進め、日米同盟の一層の深化を図ります。 

 

９６ 自由で豊かで安定したアジアの実現 

 豊かで安定したアジアの実現に向けて、近隣諸国と

の友好協力関係の増進に努めます。中国・韓国・ロシ

アとの関係を改善するとともに、ＡＳＥＡＮ諸国・インド・

オーストラリアとの安全保障やエネルギー政策での協

力を推進します。また、これらの国々とはそれぞれ二国

間にとどまらず、アジアと世界の平和、安定、発展にと

もに貢献する幅広い協力関係を築いていきます。 

 アジアの経済力を中長期的視点から強化し、その潜

在力を引き出すため、広域開発の推進（ヒト、モノ、カネ

の流れをスムーズにする）やアジア市場の内需化に向

けた施策・貢献策を、着実に実施していきます。 

 

９７ テロとの闘いの継続 

 インド洋における補給支援活動は、アフガン復興支

援とともに、国際社会が一致して取り組む「テロとの闘

い」の車の両輪です。わが国が実施した補給支援活動

は、インド洋における国際的な海上阻止活動の重要な

基盤であり、各国からも高い評価を受けてきました。ま

た、この活動は国際協力というだけではなく、日本と中

東を結ぶ重要なシーレーンの安全確保にも資する、わ

が国の国益そのものにつながる活動でもありました。わ

が党は、お金さえ出せば事足りるという、いわゆる「小

切手外交」に反対します。国際社会の一員として、イン

ド洋上での補給支援活動を早急に再開し、あわせて海

賊対策の艦船にも補給ができる『補給支援特措法』の

成立を目指します。 

 

９８ 海賊対策の強化 

 わが国にとって、航行の安全や海上の安全確保は国

家の存立と繁栄に直結します。日本国民の生命及び

財産の保護の観点から、海賊対策は重要な課題です。

これまでも、沿岸国の海上取締り能力の強化と人材育

成への協力を通じ、海賊対策に取り組んできましたが、

引き続き、国際社会と連携しつつ、ソマリア沖・アデン

湾での海賊対策に積極的に取り組んでいきます。この

ために、前述の『補給支援特措法』を成立させ、海賊

対処のための艦船にも補給支援を行うことを可能とし

ます。さらに、日本籍船へ武装警備員が乗船可能とな

る法整備を推進します。 

 

９９ 海洋資源の開発、海洋権益の確保 

 わが党が策定した『海洋基本法』に基づき、エネルギ

ー資源等の海洋資源の開発・利用促進及び排他的経

済水域の開発や大陸棚の延長など、国の海洋権益を

確保します。また、環境保全と調和を図りつつ、積極的

な開発・利用を進め、真の海洋立国を目指し海洋産業

を振興させます。 

 

１００ 災害時における国際協力の強化 

 東日本大震災に際して、国際社会から受けた支援に

感謝し、災害時における国際的な支援活動に、今後も

積極的に協力します。その際、必要となる装備につい

ても整備を進め病院船等の保有も検討します。また、

防災・減災・避難救援体制等、わが国が震災対応によ

って得た教訓・知見をソフトパワーとして世界に紹介し、

その活用を図ります。 

 

１０１ 北朝鮮の核開発の阻止 

 拉致・核・ミサイル問題の包括的解決が基本です。北

朝鮮による核実験、ミサイル発射はわが国の安全保障

に対する重大な脅威であり、対北朝鮮措置の継続とと

もに、国連安保理決議に基づく行動を関係諸国と一致

して取り組みます。 

 

１０２ 拉致問題の解決 

 拉致は国家による重大犯罪です。昨年、金正日体制
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から金正恩体制に移行しましたが、拉致問題に対する

姿勢の具体的変化がない以上、引き続き拉致被害者

全員の帰国、真相究明、実行犯引渡しを基本方針とし、

一切の経済支援を行いません。また、政府認定以外の

特定失踪者の調査を徹底するとともに、「対話と圧力」

という一貫した考えのもと、国際世論をリードして、必要

に応じて「ヒト」「カネ」の移動をさらに制限していくなど

の制裁強化を行い、北朝鮮に拉致問題の全面的な調

査のやり直しを強く要求します。 

 さらに、北朝鮮による米国人拉致の疑いも濃厚であり、

米国政府の認定への働きかけを強化して、日米連携し

て問題の解決を迫るとともに中国の協力を強く要請し

つつ、国連に拉致問題に関する調査委員会を設立す

る努力などを通じて国際社会と連携しながら、国家の

威信をかけて拉致被害者全員の帰国を実現します。 

 

１０３ 国際社会での貢献と国連安保理の改革 

 時代の変化と共に、国際社会の平和と安全の維持に

主要な役割を果たす意思と能力のある国が常に「安保

理」の意思決定に参加することは、「安保理」の代表性

と実効性を向上させます。わが国の常任理事国入りを

含む「安保理」改革の早期実現に向けて引き続き取り

組みます。また、各種国際機関において制度構築など

の主導的な役割を果たします。 

 

１０４ 核軍縮の推進 

 国際的な軍縮・不拡散体制の強化に向けて主導的

に取り組みます。特に核軍縮分野での現実的かつ具

体的な取り組みを進めます。また、安全保障に懸念を

生じさせないため、わが国の「核抑止政策」について、

根本的な議論を開始し、基本方針を確立します。 

 

１０５ ＯＤＡの充実と、開発途上国の支援 

 政府開発援助（ＯＤＡ）は、外交施策を実現していく上

での必要不可欠な手段です。中長期的な戦略に基づ

き、重点化・効率化を進めつつ、「人間の安全保障」の

考え方のもと、ミレニアム開発目標の達成に向けて課

せられた責任も踏まえて、「質」と「量」の双方でＯＤＡの

拡充を目指します。そのためにＯＤＡの基本理念を定

め、運営の透明化を図るＯＤＡ基本法を制定します。さ

らに、民間経済界やＮＧＯとの連携強化に引き続き取

り組み、ＪＩＣＡの投融資機能の本格再開や円借款の迅

速化を図ります。また、わが国企業の海外進出の後押

しも行うなど、海外進出する日本企業の支援を在外公

館の本来業務として位置づけ、人脈形成・情報提供な

ど、最大限の支援を行います。 

 

１０６ 資源外交の強化 

 ＯＤＡを含む外交ツールを活用し、主要な資源供給国

との関係強化に努め、供給源の多様化を図るなどの

「資源外交」に力を入れます。特にアフリカについては、

対アフリカＯＤＡの倍増、民間投資の倍増支援という国

際的な約束を着実に実行に移しつつ、この地域の経済

成長、人間の安全保障の確立、環境問題といった課

題にリーダーシップを発揮します。 

 

１０７ 対外発信の強化 

 ＯＤＡ卒業国との円滑な関係が維持される仕組みを

構築します。イスラム圏やアフリカ等との相互交流を深

め、わが国の独自の役割を果たします。 

 わが国の優れた法制度や保健医療システムなどの

対外発信を高めるとともに、各国の法整備支援、戦略

的な日本語普及、知的交流、科学技術外交を推進し、

日本のソフトパワーを強化します。併せて、外交政策の

対外発信及び国民に対する情報発信を抜本的に強化

し、シンクタンク等との人的ネットワークの強化を行うな

ど、知的交流を強力に推進します。 

 

１０８ 地球規模の課題への取り組み強化 

 気候変動・地球温暖化や新型インフルエンザ対策・

保健システム強化をはじめとする保健分野、水・衛生、

国民の生活にも直結する資源・食料問題といった、地

球規模の諸課題への取り組みを強化します。 

 

１０９ 自由貿易への取り組み 

 自由貿易の推進は、わが国の対外通商政策の柱で

す。ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉の早期妥結に向け、引き

続き取り組んでいきます。その際、農業交渉等につい

ては、各国の持つ多様な農業の共存や林・水産資源

の持続的利用が可能となるルールの確立を目指しま

す。 

 また、ＥＰＡ/ＦＴＡ・地域協定等の経済連携に関して

は、国益に即して、メリットの大きなものについては積

極的に推進するとともに、これによって打撃を受ける分

野については必要な国境措置を維持し、かつ万全な国

内経済・地域対策を講じます。 

 ＴＰＰに関しては、政府が国民の知らないところで、交

渉参加の条件に関する安易な妥協を繰り返さぬよう、

わが党として判断基準を政府に示しています。 

 ①政府が、「聖域なき関税撤廃」を前提にする限り、 

  交渉参加に反対する。 

 ②自由貿易の理念に反する自動車等の工業製品の 

  数値目標は受け入れない。 

 ③国民皆保険制度を守る。 

 ④食の安全安心の基準を守る。 

 ⑤国の主権を損なうようなＩＳＤ条項は合意しない。 

 ⑥政府調達・金融サービス等は、わが国の特性を踏 

  まえる。 
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１１０ 外交の体制強化 

 刻々と変化する国際社会において、わが国の国益を

踏まえつつ、平和と繁栄を確保するためには、総合的

な外交力を一層強化することが必要です。そのため、

わが党で取りまとめた「総合的な外交力強化へのアク

ション・プラン 10」（外交の礎となる人材の育成、150 大

使館体制の実現等）、「5 つの重点分野への具体的な

取り組み」（中型の政府専用機導入の検討、在外公館

の施設整備と現地職員の確保、在外公館と海外公的

拠点（ＪＩＣＡ、ＪＢＩＣ、ＪＥＴＲＯ、国際交流基金等）の施

設統廃合や調達共用化によるコスト削減等）を実施し

ます。また、引き続き邦人保護の強化を図ります。 

 

１１１ 議員外交の積極展開 

 議員外交を積極展開し、大臣経験者等も活用するな

ど、わが国の国際関係に幅と厚みを持たせます。 

 

２．安全保障  
 
１１２ 変化する安全保障環境に適応する人員・

予算の強化 

 北朝鮮の核実験・ミサイル発射、中国の軍事力増強、

ロシアの軍事的復調など、わが国を取り巻く安全保障

環境は大きく変化しています。このような環境に適応さ

せるため、防衛力を「質」「量」ともに見直し、予備自衛

官を含む人員と予算の強化を図るべく、民主党政権で

策定された防衛計画の大綱、中期防衛計画を見直し

ます。特に総人件費改革等により、充足率が約 90％

前後に抑制され、部隊での「実員」不足が常態化して

いることを踏まえて、行政改革推進法の自衛官への適

用を見直します。また、退職自衛官の転職支援を充実

強化し、自衛官の年齢構成の適正化を図ります。自衛

官の処遇等を改善し、震災対応などにおける献身的な

働きに報います。 

 

１１３ 米国の新国防戦略と連動した自衛隊の役

割強化 

 米国の新国防戦略に対応し、抑止力を高めるため、

日米防衛協力ガイドラインなどを見直します。また、共

同訓練を活性化し、物品・役務の融通や情報保全のた

めの協定締結を進めるなど、同盟国・友好国との防衛

協力を進め、アジア太平洋地域全体の抑止力を高め

ます。 

 

１１４ 国家安全保障基本法の制定 

 政府において、わが国の安全を守る必要最小限度の

自衛権行使（集団的自衛権を含む）を明確化し、その

上で『国家安全保障基本法』を制定します。また、その

法律において、内政上の施策に関する安全保障上の

必要な配慮など国・地方公共団体・国民の責務を始め、

自衛隊の保有と文民統制、国際社会の平和と安定の

ための施策、防衛産業の保持育成と武器輸出などを

規定して、安全保障政策を総合的に推進します。 

 

１１５ 国家安全保障会議の設置 

 外交と安全保障に関する官邸の司令塔機能を強化

するため、「国家安全保障会議」を内閣に設置します。

国家の情報収集・分析能力の強化及び情報保全に関

する法整備による態勢の強化を図り、的確な情報を活

用して国民の安全を守ります。 

 

１１６ 防衛省改革の推進 

 民主党政権で停滞している防衛省改革を加速させま

す。特に統合運用、内部部局と各幕僚幹部との関係

の見直し、専門性に応じた自衛官と文官の適切配置

（ＵＣ混合組織への改編）、部隊運用組織の統合など

を進め、より積極的・効率的に機能する防衛省・自衛

隊にします。 

 

１１７ 国際平和協力法の制定 

 世界の平和構築に資する自衛隊の国際平和協力活

動の推進のため、補給支援特措法やイラク人道復興

支援特措法といった、その都度定める特措法ではなく、

自衛隊の海外派遣が迅速に対応可能となるような一

般法としての『国際平和協力法』の制定を目指します。   

 また、災害時などの国際緊急援助隊の活動の経験と

教訓を踏まえ、より迅速で実効性のある派遣が可能と

なるように、関係法を整理します。国連のＰＫＯ、ソマリ

ア沖・アデン湾での海賊対策等、自衛隊の海外派遣は、

今後とも国益と国際協調のために積極的に実施しま

す。 

 

１１８ 危機管理体制の強化 

 非常事態（武力攻撃事態も含む）に際して、国として

迅速な対応が可能となるよう、関係省庁の連携を強化

し、憲法に緊急事態に関する規定を設けるなど、法制

度や組織を整備します。 

 

１１９ 在外邦人の避難措置に関する自衛隊法の

改正 

 外国における緊急事態に際して、在外邦人等の避難

や輸送を迅速かつ効果的に行えるように、『自衛隊法』

を改正します。 

 

１２０ 新たな脅威からの日本防衛 

 必要な水準の防衛力を基盤として、即応性や実効性

の高い弾道ミサイル防衛システムの配備を進め、大規

模なテロ・ゲリラへの対策、ＮＢＣ（核、生物・化学）兵器
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などの対策を講じます。特に安全保障に資する宇宙利

用の推進とサイバー空間における対応能力を早急に

高めるため、国を挙げて取り組みます。 

 

１２１ 原発等の重要施設の警備 

 テロ等の不測の事態から、原子力発電所を始めとし

た重要施設を守るため、警察・海上保安庁・自衛隊の

連携を強化し、必要な人員・組織・装備を充実させます。

その際、自衛隊が原発施設等の重要施設を警護でき

るような法的措置を行います。特に福島第一原発の警

備は喫緊の課題であり、作業員の入退出の管理を厳

格化するとともに、緊急措置として自衛隊を中心とした

万全な警備体制を確立します。 

 

１２２ 大規模災害時等に対する訓練の充実 

 自らの危険を顧みず、東日本大震災の被災者の救

援、復旧・復興に全力を傾けた自衛隊・警察・消防・海

上保安庁等の活動に感謝しつつ、日頃から地方自治

体等との合同訓練を充実させる等、今後も大規模災害

等に連携して対処できる体制を整えます。 

 

１２３ 防衛を支える地域との連携 

 防衛施設は、自衛隊及び在日米軍の各種活動の拠

点であり、自衛隊と日米安保体制を支える基盤として

必要不可欠なものです。これらの施設がその機能を十

分発揮するため、国民の国を守る意識を涵養するとと

もに、基地周辺対策を推進し、関係地方自治体や住

民、支援組織との連携を重視します。 

 

１２４ 基地周辺住民への負担軽減の推進 

 基地周辺住民の方々に様々な負担をかけていること

を踏まえつつ、沖縄における米軍基地の整理・統合・

縮小をはじめ、基地周辺住民の方々の負担軽減や生

活環境の整備、雇用の創出などの諸施策を推進しま

す。特に普天間飛行場の固定化に対する沖縄の懸念

を払しょくするとともに、新たな負担を被る関係自治体

には特別な配慮・施策を講じます。 

 

１２５ 技術立国日本の未来のための防衛技術、

生産基盤の維持・強化 

 国の防衛政策上の観点から国内の防衛産業の技術、

生産基盤を維持・強化するため、自主的な技術研究・

開発や日米共同開発・生産を推進します。わが国の卓

越した技術・製品の国際社会での活用、防衛省が開

発した装備品等の民間・他省庁への転用など、抜本的

改革を進めます。 

 その中で、武器及びその技術の輸出に関しては、わ

が国及び国際社会の平和と安全の確保の目的に資す

るため、テロ支援国、国連決議対象国、国際紛争当事

国、輸出貿易管理の不十分な国を輸出禁止対象国と

し、それ以外の国・地域を対象とする武器輸出につい

て、許可に係る判断基準「武器及び武器関連技術に

関する輸出管理の指針」を定めて、厳正に武器等の輸

出を管理し、個別に輸出の可否を決定する仕組みを構

築します。 

 

１２６ サイバーセキュリティの対策強化 

 わが国の情報セキュリティ技術は未だ世界最高峰に

はほど遠く、現行目標（2020 年）では足下の有事に対

処できません。国家安全保障、外交、国民の安心・安

全等の観点から、外国からのサイバー攻撃を有事と定

義し、情報セキュリティの抜本的強化を図ります。具体

的には、今後 5 年程度に目標を短縮し、官民の設備投

資、情報システム担当者等の集中的な訓練や人材育

成、啓発活動、研究開発等の総合的な対策を推進す

るための基金の創設や予算措置を行うと同時に、有事

関連法令や秘密保護関連法令の法的整備や情報セ

キュリティ関連組織の増強を行います。 

 特に、警察庁や防衛省、海上保安庁においては、米

国並みの動的防御システムやバックアップシステムを

早急に構築します。また、政府機関の全ての情報機器

や複合機を厳密なセキュリティ監視下におくための措

置を早急に整備します。 

 

１２７ Ｇ空間（地理空間情報）プロジェクトによる

社会基盤インフラの構築 

 地理情報と衛星測位情報を電子国土基盤情報とし

て統合活用したＧ空間情報（地理空間情報）は領土、

領海、領空統治の基本情報となります。この様な情報

を国として担保し、発信するための社会基盤インフラを

構築することでわが国の外交、経済、防衛上の安全保

障の確保、国土の強靭化に努めます。 

 

１２８ 日本の外交、防衛の向上に直結する宇宙

システムの構築 

  宇宙覇権各国の動向に注視しつつ、日本の国益に

直結するグローバル・コモンズにおける宇宙空間を国

家領域として捉え活用します。具体的には、わが国のミ

サイル防衛に必要な高分解能かつ高頻度の偵察衛星

と早期警戒衛星に必要な開発を加速し、自衛隊が利

用する通信、気象衛星、偵察等、様々な用途の衛星シ

ステムを開発・構築します。これらの運用を支える輸送

系、新射場の新設・整備を含む地上系、技術基盤の維

持・向上を図るため、デュアルユースの観点からの宇

宙システムの開発を推進し、その保全策を立案します。

また、準天頂衛星「きずな」を 7 基打ち上げ、アジア・オ

セアニア地域の情勢安定の観点からも、測位政策を推

進させ日本の国際的プレゼンスを高めていきます。 
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３．領土・主権  
 
１２９ 領土・主権問題を担当する政府組織の設

置 

 民主党政権発足後、わが国の領土・主権問題に関

わる周辺国の挑発行動が相次いでいます。この流れに

歯止めをかけるべく領土政策の立て直しが急務です。

そのため、国家として取り組みを強化するために、内閣

府設置法を改正し「領土・主権問題対策本部（仮称）」

を政府に設置します。不法占拠の続く北方領土と竹島

の問題については、交渉を再活性化してわが国の強い

意志を示します。 

 

１３０ 領土・主権・歴史問題に関する研究機関の

新設 

 領土問題に関する歴史的・学術的な調査・研究を行

う機関を新設します。新機関は研究成果を活用し、国

内及び国際社会に対し、法と歴史に基づく日本の主張

について普及・啓発、広報活動を行います。また、各種

の戦後補償裁判やいわゆる慰安婦問題の言説などに

おいて、歴史的事実に反する不当な主張が公然となさ

れ、わが国の名誉が著しく損なわれています。これらに

対しても新機関の研究を活用し、的確な反論・反証を

行います。 

 

１３１ 国境離島の保全・振興等に関連する法整

備 

 国境離島の適切な振興・管理に資する『特定国境離

島保全・振興法』、『無人国境離島管理法』を制定し、

『領海警備法』の検討を進めます。 

 

１３２ 尖閣諸島の実効支配強化と安定的な維持

管理 

 わが国の領土でありながら無人島政策を続ける尖閣

諸島について政策を見直し、実効支配を強化します。

島を守るための公務員の常駐や、周辺漁業環境の整

備や支援策を検討し、島及び海域の安定的な維持管

理に努めます。 

 

１３３ 領域警備の強化 

 世界第 6 位の排他的経済水域と 6852 もの島々の安

全を確保するため、海上保安庁等の人員・装備・予算

を拡充し、領海・領域を護る体制を整えます。特に南西

諸島においては、警察、海上保安庁、自衛隊を重点配

備するとともに、海上輸送能力の向上を図るなどの対

応能力を高めます。 
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Ⅴ．社会保障・財政 
 社会保障は、経済を成長させ雇用を確

保する中で、納税し、社会保険料を負担す

る者があってはじめて成り立つものです。 

 わが党は、「自助」、「自立」を第一に、

「共助」、「公助」を組み合わせ、受益と負

担の均衡がとれた持続可能な社会保障制

度を目指します。 

消費税は、全額、社会保障に使います。 

 

１．社会保障制度 
 
１３４ 妊娠から子育てまで切れ目のない家族支

援 

・特定不妊治療に要する費用の助成の充実 

・妊婦健診費用の公費負担の継続、出産一時金の充  

 実 

・妊娠中から出産・子育てを通して利用できる公的な相 

 談窓口の整備 

・居住地域で出産できるよう産科医療機関の開業を支 

 援し、周産期医療ネットワークを整備・充実するなど  

 出産環境の整備 

・産後ママ検診など産後の母親に対するケア体制の整 

 備拡充や、新生児から 3 歳まで発達段階に応じた訪 

 問育児支援の充実 

・3 歳から小学校就学までの国公私立すべての保育 

 料・幼稚園費の無償化に向けた施策の推進 

・病児・病後児保育や一時預かり保育、地域子育支援 

 センター・ファミリーサポートセンターなどの保育メニュ 

 ーが利用したい時に利用できる体制整備への支援 

・感染症の拡大防止システム構築や小児医療の充実 

 など乳幼児の命を守る仕組みの構築 

・5 歳児検診の実施など、乳幼児健診を充実し、発達 

 障害などを早期に発見できる体制の整備 

・子どもの医療費無料化を検討 

・小学校給食の無償化など小・中学生の子どものいる 

 家庭への支援への推進 

・放課後子ども教室を活かした補習支援への推進 

 など 

 上記の子育て支援サービスの一部については、自民

党が修正した「子ども・子育て支援法」を更に一歩進め、

各自治体において、地域の実情に合わせ、親・保育関

係者・地域住民・行政の協議に基づき事業が実施でき

るようにします。そのため子育て交付金創設などを検

討します。  

 その他にも、 

・パパママ教室を充実し、出産前に命の大切さや成長 

 発達を学ぶ機会の提供 

・父親の産休・育休取得のための環境整備（8819 運 

 動）をはじめ、父母ともに育休をとりやすい、育休をと 

 ることが不利にならない環境の整備などでゼロ歳児 

 に親が寄り添って育てることができる社会の推進 

・母子家庭及び父子家庭が子育てと就業の両立がで 

 きるよう環境整備の充実 

・祖父母などの子育て経験者が子育て家族を支える制 

 度の整備 

・多世代同居の促進 

・仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の推進 

 などにより子育て環境の整備を図ります。 

 また、保育に関しては、児童福祉としての現行保育

制度の改善・拡充を思いきってすすめることにより、子

どもの健やかな成長と安心・安全な保育を保障すると

ともに、子育て家庭の支援を積極的かつ大胆に行いま

す。 

 さらに、保育を必要とする全ての子どもたちが質の高

い保育を受けられるよう、 

・保育所施設基準の維持・改善、保育士配置基準の 

 改善、保育士等の処遇改善及び人員の確保や保育 

 士等の研修時間を確保する仕組みとキャリアアップ 

 制度の創設 

・待機児童の解消と、質の高い保育施設整備の同時 

 推進 

・地方における保育所の定員割れ対策 

・親の働き方等の如何によらず、子どもの生活及び教 

 育の観点からの適切な保育時間の確保 

 などの実現を図ります。 

 また、民間保育所運営費については、児童福祉法第

24 条に基づき市町村の保育の実施義務を堅持すると

ともに、国庫補助を守ります。 

・放課後児童クラブについて、既設の小学校施設の活 

 用などにより全ての小学校区での設置と全学年での  

 利用促進、その規模の適正化や指導員の増員・処 

 遇改善などによる質の確保、「公的責任」や「最低基  

 準」などの法的根拠の明確化などにより、公的支援 

 の充実を図ります。 

 「子ども手当」に関しては平成 24年度より廃止し、「児

童手当」を復活させ、その内容を拡充しました。 

 所得制限を設けることで、子育て支援がより必要な

世帯へ重点配分されるとともに、「子どもは社会が育て

る」との民主党の誤った政策を撤回させ、第一義的に

は子どもは家庭が育て、足らざる部分を社会が支援す

るというわが党の主張が実現しました。社会の基本は

「自助」にあり、家族の助け合いの役割も正しく評価さ

れなければならないとの観点から、児童手当との関係

を整理した上で年少扶養控除を復活します。 
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１３５ 児童虐待の早期発見のため、地域や社会

による取り組みを加速化 

 児童虐待専門のホットラインを設け、適切な担当者を

確保することを義務付けるとともに、要保護児童対策

地域協議会が有効に機能するよう、医療機関や警察

が連携して取り組む仕組みを作ります。また、子どもた

ちを取り巻く医療職を対象に、早期発見のための研修

を実施するほか、児童虐待の実態をより正確に把握し、

解決に向けて必要な法整備を積極的に進めます。さら

に子どもの虐待を防ぐための啓蒙活動を、積極的に展

開します。 

 

１３６ 虐待された子どもたちに笑顔を 

 児童養護施設等で育った子どもたちの自立を可能に

するために、18 歳以降の就業や生活支援の制度を充

実させるとともに、子どもたちが家庭的な雰囲気の中で

生活し、多世代間の交流や地域交流ができるよう児童

相談所や児童養護施設などの機能を拡充し、必要な

法整備を進めます。また、グループホームや里親制度

を推進するなど、虐待した親や虐待された子どもたちが

再び笑顔を取り戻せるよう支援策を拡充します。 

 

１３７ 若者も高齢者も安心できる年金制度の確立 

 年金保険料率の上昇を抑制するため、消費税を中

心に所要の財源を確保した上で、基礎年金国庫負担

割合を二分の一へ恒久的に引き上げます。 

 無年金者対策として、年金の受給資格要件の期間を

２５年から１０年に短縮するとともに、低年金者対策とし

て、年金制度とは別途に、福祉的給付などの対策を実

施します。 

 高齢者の方々の働く力や意欲を生かせるように、働

き方等人生設計に合わせて年金の受給時期や受給額

を弾力的に選択できるように、給与に応じて年金受給

額が減少する現行の在職老齢年金制度をはじめ制度

の見直しを行います。 

 パート等非正規雇用者への被用者保険（医療、介護

を含む）の対象拡大については、今次の法改正におい

て実現しましたが、今後とも雇用や経営に対する影響

を踏まえつつ検討します。 

 年金記録問題の早急な解明と迅速な救済により、年

金への信頼を取り戻します。 

 社会保障番号制度を早期に導入し、年金をはじめ社

会保障サービスの信頼性と透明性、さらには効率性を

向上させます。 

 今後の年金制度については、現行の年金制度を基

本としつつ、社会保障制度改革推進法に則り、社会保

障制度改革国民会議での審議結果を踏まえ、必要な

見直しを行います。 

 

１３８ 国民が安心できる持続可能な医療の実現   

 国民が必要な時に質の高い医療が受けられるように、

次の施策を実施し、地域において必要な医療を確保し

ます。 

・医師の科目別、地域別偏在を是正するとともに、必 

 要な医学部定員の確保 

・臨床研修医制度の見直し 

・勤務医の処遇改善 

・女性医師の働きやすい環境の整備 

・有床診療所をはじめ診療所の機能の強化・充実  

・地域の医療の必要性の調査などに基づく、診療科目 

 ごとの診療所数や病床数、及び高度医療機器等の  

 適正配置、医療機関の連携体制の充実 

・総合診療医の育成とかかりつけ医の導入 

・救急医療機関の機能充実 

・かかりつけ薬局の充実・強化 

・医療人材を活用したチーム医療の推進   

・産業医と精神科医等との連携を含め地域産業保健 

 センター事業の充実・強化    等 

  

 人間としての尊厳が守られ、人生の最終段階を穏や

かに過ごせるように、終末期医療をはじめ医療のあり

方を患者の意思がより尊重され得る方向で見直すとと

もに、看取りのための施設整備や在宅サービスの提供

など、そのための環境を整備します。 

 予防医療総合プログラムの策定や、検診を定期的に

受診した場合に医療費の自己負担を軽減するなどの

誘導策の導入等により、健康の維持増進、疾病の予

防及び早期発見等を積極的に促進するとともに、後発

医薬品の使用拡大、二重診療（過剰投与）の抑制、さ

らには給食給付（医療上必要なものは除く）の原則自

己負担化など保険給付の対象となる療養範囲の適正

化を図り、保険料負担をはじめ国民負担の増大を抑制

します。 

 国民健康保険の運営の安定化、保険者機能の強化

を図るため、徴収事務の執行体制などを整理したうえ

で、運営単位を市町村単位から都道府単位に広域化

します。また、官民格差を是正する観点からも、共済健

康保険と協会けんぽの統合を進めるとともに、保険者

機能を維持しつつ被用者保険の料率の平準化を図り

ます。 

 「現行の高額療養費の限度額は高い」との声に応え、

誰でも安心して医療が受けられるように高額療養費の

限度額を引き下げるとともに、社会保障番号の導入に

合わせて医療と介護の総合合算制度を創設します。さ

らに、被用者保険の標準報酬月額の上限の引き上げ、

市町村毎にばらばらで、また、同じ市町村内の資産だ

けに着目した資産割のように負担能力に応じていると

は必ずしも言い難い国民健康保険の算定方式の見直
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しなどを目指します。 

 高齢者医療制度は現行制度を基本としつつ、消費税

を中心に所要の財源確保を前提に長寿医療制度に対

する公費負担の増加等、高齢者医療制度への支援の

増大に伴う国民健康保険、協会けんぽ、組合健保など

の保険料率の上昇を抑制するなどにより、国民皆保険

制度を守ります。  

 患者の利益に適う最先端の医薬品、医療機器等が

一日も早く使用できるように、現行の保険外併用療養

費制度（評価療養）を積極的に活用し、保険収載され

ていない医薬品等をより使用され易くするとともに、審

査手続きや体制の整備等を進め、海外で使用されて

いる医薬品等が日本で使用できない状態の解消、さら

には日本人により適した医療機器等の開発と迅速な

導入を図ります。 

 サービスを利用する高齢者の立場に立って、年金、

医療、介護などのサービスを自らの状況に応じて適宜

組み合わせ、総合的に利用できるように検討します。 

医療に対する消費税の課税のあり方については、医療

機関、薬局の税負担の検証を行い、引き続き検討を行

います。  

 地域医療の中核的な役割を担う公立病院は、全国

に 883 ありますが、約 5 割が赤字決算となるなど、極め

て厳しい経営状況にあります。過疎地や産科、小児科、

救急部門における医療などを中心に、地域の民間医

療体制の状況も踏まえつつ、公立病院の経営効率化

等を進めるとともに、地方交付税などによる適切な財

政支援を行い、経営健全化と地域医療の充実に努め

ます。 

 全国どこでも救急患者が医療機関に確実に受け入

れられる救急医療体制づくりや夜間も含めて全国でド

クター・ヘリコプターの運用が行えるよう、体制の整備を

行い、救命率の向上を目指します。 

 

１３９ がん対策の充実   

 がんや心疾患など、専門医療に対する国民のニーズ

に応えるために、地域が求める医療機能や施設・病院

の整備（ブロックごとの地域がんセンター、リハビリセン

ターなど）を緊急かつ集中的に行います。 

 「がんによる死亡者数の減少」、「すべてのがん患者

及び家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上」

を目指し、がん検診の充実、医療機関の整備によるが

ん医療の均てん化、専門医の育成、粒子線治療への

支援を含めた放射線療法及び化学療法の推進、治療

の早期段階からの緩和ケアの推進、がんに関する相

談支援及び情報提供体制の整備、がん登録の推進、

がん研究、就労支援など患者・国民の立場に立って、

がん対策を総合的かつ計画的に推進します。女性特

有のがん対策として、子宮頸がん、乳がんの早期検診

を促進するとともに、成年男子の前立腺がんの早期検

診も促進します。 

 

１４０ ワクチン施策の推進    

 わが国はワクチン後進国と言われており、ワクチンの

一層の活用を図るため、ワクチンで防げる病気はワク

チンで積極的に対応するとの方針の下、健康安全保

障の観点に立って、ワクチンの研究開発の促進と供給

体制の整備、充実等を図ります。併せて、現在、任意

接種となっている子宮頸がん予防ワクチン、肺炎球菌

ワクチン、ヒブワクチン、おたふくかぜワクチン、水痘ワ

クチンの定期接種化も含め感染症予防を促進するなど、

新たなワクチン政策の確立と推進体制を構築します。 

 新たな脅威に備えて、新型インフルエンザ等対策特

別措置法に則り、新型インフルエンザ（高病原性鳥イン

フルエンザ等）が発生した場合、全ての行政機関・地方

自治体・各企業・全国民が一体となった国民保護のた

めの体制を整備します。 

 

１４１ 医療安全の確保に資する死因究明制度の

検討   

 患者にとって安全・安心な医療の確保や不幸な事故

の再発防止に資するために、医療事故による死亡を含

む死因究明のための制度のあり方について検討を進

めるとともに、死亡時画像診断システム整備事業の推

進等、必要な財政支援についても検討します。 

 

１４２ 精神保健医療福祉の推進   

 精神疾患が医療計画における五疾患の一つとして位

置づけられたことを踏まえ、国民の精神保健福祉医療

に貢献するために、精神科医療の一層の推進と質の

向上を推進します。 

 特に精神科救急医療、自殺、うつ病、身体合併症、

児童思春期、認知症など精神科医療に対する新たな

社会的ニーズの広がりと深刻化に対応して、精神科医

療への適切な評価、精神科疾患に対する正しい知識

の普及や早期発見・早期治療の促進を図るための啓

発運動、児童や職場などにおけるメンタルヘルス教育、

診断法・治療法等に関する研究の推進を支援します。 

 また、地域社会において障害があっても安定した生

活を営むことのできる共生社会の実現を目指し、障害

者の自立及び社会参加の支援等を促進します。 

 さらに、長期在院者対策として、地域生活をサポート

するサービスの提供や受け皿の整備のため、地域での

住居の確保や介護精神型老人保健施設等により精神

科病床の適切な機能分化等による精神科医療福祉の

効率化と質の向上を図るために努力します。 

 

１４３ 認知症対策の推進   

 認知症対策としては、認知症の早期診断、鑑別診断
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とともに、身体合併症、精神症状と問題行動、認知症

終末期医療などあらゆる病態に機能分化して対応可

能な適切な精神科医療を充実し、地域での生活を継

続するための地域ケアと施設ケアを統合した医療介護

総合モデルの体制の確立を目指します。また、かかり

つけ医が中心となり、他職種と連携して高齢者や家族

の相談等に応じる体制の整備を検討します。 

 

１４４ 看護職の処遇改善の推進     

 看護職の不足対策を推進し、看護職が働き続けられ

るよう労働環境を充実し、処遇を改善します。在宅医

療・介護の充実の必要性を鑑み、介護保険施設や訪

問看護に従事する看護職を確保し処遇を改善します。

また、看護職（助産師・保健師含む）の更なる能力の向

上、役割の拡大を支援するとともに、その専門能力を

保健医療現場でより活用できる環境を整備します。看

護職の養成所等に対する支援を推進し、看護職を志

す人を支援します。 

 

１４５ 国民歯科医療の充実・発展 

 国民の生涯を通じた切れ目のない歯科口腔保健や

歯科医療を推進し、生活の基盤となる「食」を支えま

す。 

 特定健診（メタボリック・シンドローム対策）に歯科健

診を導入し、８０２０運動を促進します。 

 労働者の一般健診に歯科健診を導入し、産業歯科

医の役割を明確化することを目指します。 

 また、要支援・要介護者を含めた高齢者に対する在

宅歯科医療を充実させます。 

 

１４６ Ｂ型・Ｃ型肝炎対策の推進   

 B 型・C 型肝炎対策は各々の和解に則り、更に完全

解決に向け努力します。また、肝炎全体への一般対策

の充実を図ります。 

 

１４７ ヒトＴ細胞白血病ウイルス・難病・結核・腎

疾患対策の推進   

 ヒトＴ細胞白血病ウイルスについて、全国一律の妊婦

健診での抗体検査実施により母子感染を予防します。

難病の診断・治療方法の研究開発を進めるための難

病研究拡充等、難病対策を充実します。成人Ｔ細胞白

血病、ＨＡＭの感染者・患者に対する診療体制の整備

等とともに、難病の方々の医療費負担を軽減するため、

助成の対象疾患を増やすよう努めます。難病患者の

方々や家族の方々のご負担を軽減するために、治療

法の早期確立・普及を図るとともに、相談支援や療育

環境の整備、就労支援等に努めます。 

 結核は年間約 2 万 3 千人の新規患者が発生するな

ど、依然としてわが国の主要な感染症であり、確実な

治療の実施等、総合的な結核対策を推進します。腎臓

病、糖尿病性腎症の予防対策と腎不全・透析治療に

移行しないための啓発活動を促進し、腎臓病の原因究

明の研究を推進します。また、透析患者が安心して治

療を受け生活できる環境及び体制の整備に努めます。 

 糖尿病等の生活習慣病対策、慢性閉塞性肺疾患（Ｃ

ＯＰＤ）診療、リウマチ・アレルギー疾患対策及び、慢性

腎臓病（ＣＫＤ）研究事業を推進します。 

 

１４８ 薬局・医療機関の薬剤師の機能、役割の

拡充と積極的活用  

 国民医療の向上とセルフメディケーション（自己健康

管理）普及のため、医薬分業の一層の推進と地域の

薬局（全国に約 54,000 軒）・薬剤師の積極的活用を図

ります。医薬安全対策強化の一環としてチーム医療に

おける薬剤師の業務の拡充と医療機関における薬剤

師配置を推進します。 薬剤師の卒後研修の制度化を

検討します。更に安全優先の観点から医薬品のネット

販売の安易な規制緩和は行わず、スイッチＯＴＣの推

進など、一般用医薬品の拡充を図ります。 

 

１４９ 薬物の乱用防止の総合的推進   

 薬物乱用防止については、薬物の種類ごとの取り締

まり法規や複数の規制当局による対応がなされていま

すが、啓発、取り締まり、薬物依存者の治療・社会復

帰の支援など薬物乱用防止対策を総合的かつ有機的

に推進し、乱用防止対策を一層効果的に実施できるよ

う、総合法規としての基本法の策定を図ります。また、

いわゆる脱法ハーブの使用による健康被害が増加して

いることに鑑み、指定薬物の包括的指定、麻薬取締官

（員）への取り締まり権限の付与などを検討し、所要の

制度改正を行うことにより、薬物乱用のない健全な社

会を構築します。 

 

１５０ 製薬産業に係る成長戦略推進と国民医療、

健康への貢献施策の展開  

 製薬産業がイノベーションを通じて付加価値のある薬

剤の創造力を強化し、国民医療へ更に貢献していくた

め、研究開発減税の拡充、新薬創出・適応外薬解消

等促進加算制度の恒久化を図るとともに、基礎的医薬

品の安定供給に資する措置を行います。また、先発品

と後発品の役割が適正に反映された市場実勢価格主

義に基づく透明性の高い薬価制度を堅持します。さら

に、医療の効率化や国民の健康維持の観点から、後

発品の普及を図るとともにセルフメディケーションを推

進します。 

 

１５１ 医薬品の流通体制の充実   

 安全・安心・信頼の医薬品流通を確立するため、医
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薬品のトレーサビリティの確立、新型インフルエンザ・パ

ンデミック対策の推進をするとともに、災害時のガソリ

ン・電力確保等の危機管理体制を充実します。また、

医療保険制度の円滑な運営を図るため、医薬品流通

のあり方を改善します。 

 

１５２ リハビリテーションの提供体制強化 

 誰もが安心し生き生きと生活できる社会を実現する

ため、リハビリテーション提供体制を強化し、医療と介

護で切れ目のない相互連携のあるチーム医療を推進

します。老人保健施設の在宅復帰機能の強化・在宅

支援の強化を図ります。 

 

１５３ 漢方医学の推進   

 日本の伝統医学である漢方医学について、指導者・

臨床医の教育・研修、科学的根拠確立のための研究

を推進します。漢方医学を支える漢方製剤の安定供給

が可能となる環境を整備します。 

 

１５４ 再生医療を国民が迅速かつ安全に受ける

ための総合的施策の推進  

 再生医療の研究開発から実用化までの施策を世界

に先駆けて総合的に推進し、国民が受ける医療の質

及び保健衛生の向上を図ります。すでに党の部会で了

承された議員立法の「再生医療を国民が迅速かつ安

全に受けるための総合的施策の推進に関する法律

案」を通常国会に提出し成立を目指します。 

 

１５５ 生活の質（ＱＯＬ）を高める統合医療の推進  

 統合医療は、現代西洋医学に伝統医療や各種健康

法を組み合わせることで、より効果的で安全性が高く、

心のケアにも重点を置いた患者中心の医療を目ざして

います。 

厚生労働省に統合医療の研究機関を設置し、各種健

康法の安全性と有効性の調査・研究を推進し、その情

報を公開します。 

 また、統合医療のための教育、人材育成、実践のた

めの環境整備や心身医学的なアプローチの普及など

に取り組みます。 

 

１５６ 健康で質の高い生活をめざすまちづくりの

推進   

 地域住民が直面する健康課題には、一人ひとりの

「心や身体の健康」のみならず、社会や文化、都市整

備など住民を取り巻く多岐にわたる要因があります。そ

の有効な包括的まちづくりとして、ＷＨＯが提唱する「健

康都市プロジェクト」に参加する自治体を支援するなど、

個人から家庭、そして地域へと拡がる健康づくりを積極

的に推進します。 

      

１５７ 財政の安定化を図り、介護保険サービスの

充実と保険料の抑制   

 高齢化の進展により、増大が予想される介護保険料

の上昇を抑制します。そのために、介護保険の保険給

付の対象となる介護サービスの範囲の適正化等による

介護サービスの効率化、重点化を図るとともに、公費

負担の増加などを行い、持続可能な介護保険制度を

堅持します。併せて必要な介護報酬を確保等により介

護従事者の一層の処遇改善等を図り、質が高く、必要

な介護が行われ得る体制を整備します。 

 また、特養の待機者をはじめ、要介護者が安心して

介護を受けられる居場所の整備を行うために、特養・

老健をはじめ、特定施設やグループホーム、サービス

付き高齢者住宅などの整備を進めます。 

 住民や自治体のニーズに応え、間仕切り等の工夫に

よってプライバシーの保護に配慮した上で、高齢者が

適正な負担で必要な介護を受けられるよう、「多床室

特養」の整備を進めます。 

 同時に、地域の高齢者が満足できる介護サービスを

受け、安心して暮らせるよう、特養・老健などの介護施

設の活用などによる在宅サービスの強化、２４時間型

の訪問介護や訪問看護、訪問診療の整備等により地

域の高齢者が満足でき、安心して暮らせる介護サービ

ス体系を推進します。併せて、家族介護者の精神的等

負担の軽減のための施策を進めます。 

 介護保険法改正により平成 30 年まで延長となった介

護型療養施設のあり方に関しては、同施設の必要性

を重視し、見直しを行います。 

 大災害時において、被災した介護や支援が必要な

方々を支えるため、支援チームの創設、他の施設等で

の受入れ等の仕組みづくりを推進します。 

 

１５８ 介護支援専門員の積極的活用   

 医療・介護・福祉サービスを必要とする人が過不足の

ないサービスを受けて、住み慣れた地域で自立した生

活を営むためには、介護支援専門員（ケアマネジャー）

による適正なケアマネジメントが必要です。そのため、

居宅介護支援事業所の経営の独立性・中立性の推進

を図るとともに、特養・老健などの「介護保険施設」にお

いて介護支援専門員の専従化を進め、自立支援や在

宅復帰に向けた施設機能の強化と活性化を図り、高

品質な介護サービスを提供できるシステムをつくります。

また、それらを促進するため、社会保障制度において

重責を担う介護支援専門員の国家資格化を目指しま

す。居宅介護支援費に関しては、誰でも公平にケアマ

ネジメントが受けられるように、介護保険制度で全額を

賄う現行制度を堅持します。 
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１５９ 在宅介護の支援   

 地域で多様な質の高い在宅介護サービスが提供でき

るよう、事業者の創造性と自律性が発揮できる環境を

整えるための法令基準等を見直します。 

 

１６０ 運動器リハビリテーションの充実とロコモテ

ィブシンドローム（運動器症候群）の早期発見 

 運動器の衰えにより、要支援・要介護となることを予

防するため、医療における運動器リハビリテーションの

充実を図ります。また、転倒・骨折・寝たきりのリスクが

高くなるロコモティブシンドローム（ロコモ 運動器症候

群）該当者（予備軍を含め全国で推定 4700 万人）を早

期に発見し、リハビリテーションを指導することができる

よう、運動器健診事業の導入を推進します。 

 

１６１ 障害者の方への施策の推進 

 障害者自立支援法については、応益負担から応能

負担に改めるとともに、知的障害、発達障害、精神障

害のある人に対して、自民党が障害程度区分から障

害支援区分に修正した上で、障害の多様な特性その

他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援

の度合いがわかるような形に法改正を行いました。 

今後は、障害者総合支援法を着実に推進し、国と地方

の適切な役割分担の下、地域の実情を踏まえながら、

計画的なサービスの基盤整備を図ります。また、障害

者に対する福祉的な給付を着実に実行するとともに、

自民党が主導した障害者優先調達推進法（ハート購

入法）を着実に実施する等雇用の促進に努めます。ま

た、精神障害のある人が地域で安心して暮らすことが

できるよう、精神保健医療福祉施策の改革に取り組む

とともに、障害福祉サービスの利用の観点から、成年

後見制度の活用を更に進めます。さらに、障害の有無

にかかわらず、国民の誰もが相互に人格と個性を尊重

し支えあう「共生社会」を実現するため、幅広い国民の

共感と理解を得ながら、「障害者虐待防止法」を着実

に実施するとともに、障害のある人の自立と社会参加

のための施策を着実に推進します。 

 

１６２ 生活に困窮している世帯の生活支援の拡

充   

 若年者を中心に就労可能な者については、仕事へ就

くよう促すため、求職者支援制度の活用等により就労

を促進します。 

 生活に困窮している低所得高齢者等に対して、その

実態に即した生活支援を的確に行うため、生活に困窮

している方々の支援に精通したＮＰＯ等の活用を図ると

ともに、福祉的給付などの低所得者対策を実施します。

また、単身高齢者や老々介護の増大などに対応する

ため、高齢者の生活の場となる養護老人ホーム、グル

ープホームや特定施設などの整備を進めます。 

 契約を前提する社会において、判断能力が不十分な

ことによって不利益を被ったり、人間としての尊厳が損

なわれることがないように、成年後見制度を充実させま

す。 

 

１６３ 生活保護制度について  

 生活保護制度については、真に必要な人に生活保

護が行きわたるとともに、納税者の理解の得られる公

正な制度に改善し、国民の信頼と安心感を取り戻しま

す。 

 そのため、自助努力による生計の維持ができない者

に対する措置ということを原点に、不正受給への厳格

な対処とともに、生活保護水準や医療費扶助の適正

化、自治体における現金給付と現物給付の選択的実

施、自立や就労の促進など必要な見直しを早急に実

施します。生活保護水準については、勤労者の所得水

準、物価、年金とのバランスを踏まえ、生活保護の給

付水準を 10％引き下げます。ジェネリック薬の使用義

務化やレセプトの電子化によるチェック機能の強化等

により医療費扶助の抑制・適正化を推進します。 

 また、不安定な家庭環境等にいる子供たちへのセー

フティーネットの確立、教育の提供体制の整備などによ

り世代間の貧困連鎖を防止するとともに、高齢者、障

害者等の就労不可能者と就労可能者とに制度を二分

し、就労可能者を対象に、就職斡旋を断った場合の給

付の減額・停止の仕組みや有期制の導入などを検討

します。 

 ケースワーカーの民間委託の推進や成功報酬制の

導入等により、ケースワーカーのマンパワーを拡充しま

す。稼働層の自立を促進するため生活保護卒業時の

自立資金に充てる「凍結貯蓄」を制度化します。 

 

１６４ 原爆被害者への支援   

 人類唯一の被爆国であることを踏まえ、被爆者の

方々への支援策を推進します。 

 

１６５ 中国残留邦人への支援   

 中国残留邦人の方々のための生活支援をはじめとし

た抜本的な支援策を講じましたが、今後さらに帰ってき

て良かったと思えるような、きめ細かい対策を推進しま

す。 

 

１６６ さらなる国民の負託に応えられる「社会保

険労務士法改正」の推進   

 社会保険労務士が、国民の利便性の向上とさらなる

負託に応えられるよう、個別労働紛争について未然防

止から解決まで一貫して関与できるようにすることや一

人法人制度の導入等が可能となるよう、社会保険労
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務士法の改正を推進します。 

 

１６７ 生活衛生サービスの安全・安心の推進   

 生活衛生サービスが、安全・安心に提供されるよう、

生活衛生営業指導センター、生活衛生同業組合の活

性化を図ります。また、建築物の衛生環境・日本政策

金融公庫の融資等の充実を図ります。 

 

１６８ 柔道整復師の活動の支援   

 柔道整復療養費の適正な見直しと卒後臨床研修の

制度化を目指します。柔道整復師の業務に関して算定

基準の明確化と法整備等に努めます。 

 

１６９ 鍼、灸、あん摩・マッサージ・指圧治療の充実 

 国民が鍼、灸、あん摩・マッサージ・指圧治療を身近

な治療法として、介護分野を含め更に利用できるよう

に、制度の整備に努めます。また、専門性と更なる技

術の向上を積極的に支援します。 

 

１７０ 管理栄養士の積極的活用   

 今後、増加が想定される在宅療養者や高齢者に対し

て適切な栄養管理を提供できる体制を構築し、安心し

た生活を過ごせるよう、管理栄養士の積極的活用を進

めます。 

 

１７１ 心理職の国家資格化を実現します  

 複雑化する現代の日本社会において、国民のこころ

の問題や、発達・健康上の問題は、ますます増大し､こ

れらに対する心理的な対応のための専門的人材育成

は急務となっています。こうした国民的ニーズの高まり

に対応するために、先進諸国と同様に、心理職の国家

資格化の実現を目指します。 

 

１７２ 一人ひとりの状況に応じた就労支援と労働

環境の整備 

 ハローワークの機能強化等により、若者、女性、高齢

者など一人ひとりの状況に応じた就労支援を積極的に

進めます。 

 また、産・育休の取得範囲の拡大などによる子育てと

仕事の両立など頑張る個人を支援し、経済のグローバ

ル化や活力ある社会に対応した労働環境の整備を進

めます。 

 

１７３ 就職、転職をしやすい環境の整備  

 職能別検定制度の充実とジョブカードの円滑な活用

を通じ、職業訓練や職業能力開発などを活かし、就業

につながるマッチングシステムを確立します。 

 また、労働者派遣制度の活用によるスキルアップや

キャリア形成を行うなど再就職、転職支援の制度や仕

組みを設けることにより、再チャレンジや成長産業への

円滑な人材シフトを促進し、正規雇用の維持、拡大を

図ります。  

 同一価値労働・同一賃金を前提に均衡待遇を目指し、

非正規労働者の処遇を改善します。 

 

１７４ 新卒者就職対策の実施など若者の雇用対

策の推進 

 新卒者の就職状況の厳しさが続く中、100％就職を

目指して、トライアル雇用する企業へ３年間補助金を

支給する制度など新卒者の雇用の受け皿の整備を促

進し、若者の雇用対策を強力に進めます。 

 

１７５ アスベスト対策 

 総合的なアスベスト対策を早急に図ります。すでに、

わが党主導で被害者救済のための法律改正を行いま

したが、今後も引き続き、国と企業の責任で、すべての

被害者救済のための基金のあり方を検討します。 

 

１７６ 恩給の適正な水準を確保 

 国家・国民のために身命を賭して忠誠を尽くされた方

及びそのご家族の生活を支えるための恩給は、国家

補償として適正な水準を確保します。 

 併せて、戦没者遺骨収集と慰霊巡拝を推進します。 

 

２．財政健全化  
 
１７７ 次代を見据えた財政構造改革 

 民主党政権のバラマキ施策で水膨れした歳出につい

て徹底した削減を行うとともに、国・地方の公務員人件

費の削減、生活保護の見直し等、さらなる削減を断行

します。 

 また、財政による機動的対応が可能となる中で、成

長戦略や事前防災等の分野に資金を重点的に配分す

ることなど、わが国経済の成長に向けた施策を実施す

ることで税収増を目指します。 

 こうした施策の実行により、まずは平成 27 年度（2015

年度）には国・地方のプライマリー・バランス赤字の対Ｇ

ＤＰ比の半減（平成 22 年度の水準比）を実現し、平成

32 年度（2020 年度）までを目途に国・地方のプライマリ

ー・バランスを黒字化するとの目標を堅持します。そし

て、国・地方の債務残高対ＧＤＰ比を 2020 年代初めに

は安定的に引き下げます。 

 そのため、財政健全化に向けた中長期的な方針の

下、5 年を一期とする財政健全化中期計画を策定しま

す。また、目標の実現と新たな施策実施の両立を図る

ため、新たな施策には、将来の成長に与える影響を考

慮しつつそのための恒久的な財源を確保する原則を

確立します。 
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 上記の方針を明記した「財政健全化責任法」と「財政

再建のための公務員人件費等の歳出の削減等に係る

緊急措置に関する法律案」（仮称）をともに早期に成立

させます。 

 なお、欧州債務危機問題等、国際経済情勢の動向

によっては、国民生活等に重大な影響が及ばないよう、

弾力的に対応します。 

 

１７８ 国・地方の公務員総人件費を 2 兆円削減 

 わが国の厳しい財政状況に鑑み、5 年間の「集中財

政再建期間」において、将来の国家像を見据え、計画

性を持ちつつ、国・地方を含め幅広に公務員等の給与

を削減すること等により、公務員総人件費を国・地方

合わせて年間 2 兆円削減します。 

 

１７９ 国債市場の安定を確保 

 国債に対する信認を確保していくことは極めて重要で

あり、財政健全化に向けて節度ある国債発行に努めま

す。また、適切な国債管理政策を実行するとともに、あ

らゆるリスクを想定し、国債価格が暴落する「Ｘ－ｄａｙ」

を防止するための処方箋を用意します。 

 

１８０ 安心社会実現に向けた税制抜本改革 

 わが党は、消費税の引上げを含む税制抜本改革に

ついての考え方を既に前回の総選挙における政権公

約、一昨年 7月の参議院選挙公約、累次の「税制改正

についての基本的考え方」において、明らかにしてきま

した。 

 財政状況の危機的な悪化により、近年、財政はその

対応力を著しく欠いており、社会保障、安全保障への

対応、国際競争力強化、人材育成、地域格差是正な

ど、必要な分野への資源配分が進まず、日本の現在と

将来に支障をきたしています。 

 一方、急速に進む少子高齢化の中で、持続可能な社

会保障制度を確立するには、税金や社会保険料を納

付する者の立場に立って、負担を抑制しつつ必要な社

会保障が行える制度を構築しなければなりません。 

 こうした点を踏まえ、日本の将来、次の世代、現在の

国民生活を第一に考え、責任政党としてわが党が主導

して、前回総選挙のマニフェストで国民に約束をしてい

なかった民主党を巻き込みながら、公明党とともに社

会保障と税一体改革に関する三党合意を結びました。 

 その結果、社会保障制度改革国民会議における今

後の議論を踏まえ、安定した財源を前提とした、受益と

負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の成案

が消費税率引上げまでに国民にお示しできることとなり

ました。 

 また、消費税の引上げにより、財政による機動的対

応が可能となる中で、成長戦略や事前防災等の分野

に資金を重点的に配分することなどにより、わが国経

済の成長等に向けた施策が実施できることとなります。 

 

（税率及び引上げ時期、使途） 

 消費税については、今回成立した「社会保障の安定

財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため

の消費税法の一部を改正する等の法律」により、2014

年 4 月に 5％から 8％、2015 年 10 月に 8％から 10％

へと 2 回に分けて引上げることが決まっています。 

 引上げに当たっては実施時期の半年前に、社会保

障制度改革国民会議の結論を踏まえつつ、経済状況

を確認の上、予定通り実施するかの判断を内閣が行う

ことになりますので、この総選挙は「約束は守る」わが

党内閣を立ち上げるための大切な民意表現の場となり

ます。 

 特に、2014 年以降に財政の機動的対応が可能とな

る中で、成長戦略や事前防災等の分野に資金を重点

的に配分することなどにより、わが国経済の成長を実

現します。 

 なお、消費税の使途については、基礎年金の国庫負

担割合の 2 分の 1 への引き上げに要する費用を賄うと

ともに、これからも増加が見込まれる年金、医療及び

介護の社会保障給付と少子化対策の費用に全額を充

当することは当然のことです。 

 

 （低所得者、中小・小規模事業者への配慮） 

 消費税引上げが低所得者に与える影響を緩和する

ため、今後、食料品等に対する複数税率の導入を検

討し、関係者の理解を得た上で実施します。簡素な給

付措置については、低所得者に配慮した所得の再分

配に関する総合的な施策の実現までの間の暫定的及

び臨時的な措置として実施します。 

 独占禁止法等の必要な法制上の措置を徹底的に講

ずること等により中小・小規模事業者の消費税の円滑

かつ適正な転嫁に万全を期します。 

 

 （国民生活全般への配慮） 

 医療については、医療提供者の高額の投資に係る

消費税負担について、医療保険制度において他の診

療行為と区分して適切な手当を行う具体的な手法につ

いて消費税率の 8％への引上げ時までに検討し、結論

を出します。また、医療行為全般についての税制上の

配慮等についても幅広く検討を行います。 

 住宅の取得については、取引価額が高額であること

等から、消費税率の引上げの前後における駆け込み

需要及びその反動等による影響が大きいので、平成

25 年度以降の税制改正及び予算編成の過程で総合

的に検討し、消費税率 8％への引上げ時及び 10％へ

の引上げ時にそれぞれ十分な対策を実施します。 

 

 個人所得課税については、各種控除や税率構造を



－ 31 － 

一体として見直すことが必要です。所得税については、

今回成立した税法に従い、具体的な措置について検

討を加え、その結果に基づき、平成 24 年度中に必要

な法制上の措置を講じます。さらに、社会の基本は「自

助」にありますから、家族の助け合いの役割も正しく評

価されなければなりません。その観点から、配偶者控

除は維持し、児童手当との関係を整理した上で年少扶

養控除を復活します。 

 資源・エネルギーの制約、急速な少子高齢化の進展、

激動する国際経済・金融環境の下、特に、長引くデフ

レと急激な円高の中で、日本経済の成長を促進するた

め、研究開発税制及び投資促進税制を大幅に拡充し

ます。 

 資産課税については、今回成立した税法に従い、相

続税、贈与税の見直しについて検討を加え、平成 24

年度中に必要な法制上の措置を講じます。 

 自動車関係諸税については、国及び地方を通じた関

連税制のあり方を総合的に見直します。安定的な財源

の確保、地方財政への配慮の上に、簡素化、負担の

軽減及びグリーン化の観点から、税制のあり方及び暫

定税率を含む税率のあり方を総合的に見直し、自動車

取得税及び自動車重量税について廃止を含め、負担

軽減の方向で検討し、消費税率の8％への引上げ時ま

でに結論を出します。 

 地方税制については、地方分権を推進するためにも、

税収が景気変動による影響を受けにくく安定的で、か

つ、税源の偏在性が小さい仕組みとします。具体的に

は、消費税を含む税制抜本改革の一環として、地方消

費税の充実を検討するとともに、地方法人 2 税の在り

方を見直します。 

 たばこ税については、たばこと健康に関するあらゆる

総合的な検討を行うとともに、葉たばこ農家、たばこ小

売店等への影響について検討します。 

酒税のあり方については、税制の中立性・公平性・国

際性の観点や財政状況等を踏まえ、酒類間の税率格

差を縮小する方向で検討します。 

 低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン

化を推進します。 

 平成 24 年度税制改正で導入された地球温暖化対策

のための税については、その使途について森林吸収源

対策を含めた地球温暖化対策のための諸施策の推進

に配慮します。 

 また、環境税については、税制全体のグリーン化を図

る観点から、様々な政策的手法全体の中での位置づ

け、課税の効果、国民経済や産業の国際競争力に与

える影響、既存の税制との関係等に考慮を払いながら、

納税者の理解と協力を得つつ、総合的に検討します。 

 納税環境の整備を図るため、国民の理解を得ながら、

個人番号法案に基づき、個人番号制度の早期導入を

進めます。行政サービスの信頼性、透明性、効率性を

高めるとともに、国民の利便、特に年金を始めとする社

会保障サービスの向上や所得課税の更なる適正化を

図ります。プライバシーに配慮したセキュリティ対策は

当然のことですが、費用対効果を十分に検討した上で、

徹底した国民視点に立って、国民にとって利便性の高

い個人番号制度を構築します。 

 番号制度に関する情報システムについては、新設す

る政府ＣＩＯ（最高情報責任者）など責任の所在を明確

にすると同時に、適切な推進体制を整備し、審査のた

めの第三者機関は天下りのない公平な機関とします。

また、スマートフォンの利用や生体認証の技術を取り

入れるなど、民間事業者にも活用可能な将来性・拡張

性に富んだ制度とします。 

 民間人となった日本年金機構の職員が行っている年

金保険料の徴収業務を公務員である国税庁の職員が

行う、いわゆる歳入庁構想は反対です。 
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Ⅵ．消費者、生活安全、
法務 
日々の暮らしを守るため、自民党は生

活者・消費者の視点に立った施策を実行

するとともに、治安対策を充実し、家族の

絆を深める取リ組みを行います。法令を遵

守した企業統治改革を推進し、公平・公

正・透明な市場を形成します。 

 
１８１ 消費者保護・育成施策の充実 

 消費者庁創設時の理念に立ち返り、真に消費者目

線に立った行政機能の強化を図ります。 

 司令塔としての消費者庁、監視機能としての消費者

委員会、センターオブセンターとしての国民生活センタ

ーの、それぞれの機能を充実させます。 

 食の安全・安心を図るための「食品表示の一元化」や

少額多数被害者の救済策として「集団的被害者救済

制度」を整備します。 

 「消費者教育」を推進することで、だまされない消費

者のみならず、社会的な役割を負っている主体的に自

立した消費者を育成し、公正で持続可能な社会環境を

つくります。 

 

１８２ 適正な規模の小口金融市場の実現と真の

返済困難者の救済 

 2006 年 12 月の改正貸金業法の成立、2010 年 6 月

の同法の完全施行という一連の流れの中で、市場の

収縮・マクロ経済への悪影響、新種のヤミ金の暗躍、

返済困難者の放置といった様々な影響が顕在化して

います。そのため、上限金利規制、総量規制といった

小口金融市場に対する過剰な規制を見直すことによっ

て利用者の利便性を確保します。同時に、多重債務者

に対する支援体制を強化するとともに、ヤミ金融業者

の摘発強化、適正業者の育成を図り、健全な借り手と

健全な貸し手による適正な規模の小口金融市場の実

現と真の返済困難者の救済を目指します。 

 

１８３ 総合的な治安対策の強化 

 平成 20 年に策定した「世界一安全な国をつくる 8 つ

の宣言」により、犯罪に強いまちづくりの推進、振り込

め詐欺の撲滅、犯罪被害者の支援、生活の安全・安

心を脅かす事案への対処、凶悪犯罪への対処、インタ

ーネット利用を含めたサイバー空間の安全確保、組織

犯罪対策、銃器・薬物対策、客観的証拠の収集方法

の整備、さらに死因究明体制の強化等を一層推進しま

す。 

 そして、国際的なテロなどに対処するために必要な資

機材を整備し、情報収集・分析の為の体制を強化・拡

充します。 

 

１８４ 「第 2 次犯罪被害者等基本計画」の着実な

推進と新たな犯罪被害者補償制度の確立 

 平成 23 年度から計画期間 5 カ年の「第 2 次犯罪被

害者等基本計画」の着実な推進を図りつつ、犯罪被害

者が、被害を受ける前の平穏な生活を取り戻すことが

できるよう、新たな犯罪被害者補償制度の確立を目指

します。 

 

１８５ 矯正教育の充実 

 刑務所等での矯正教育の充実を図る観点から、介助

犬や盲導犬育成プログラムを導入し、再犯防止を図る

とともに、刑務所等出所者の社会復帰を支援します。 

 

１８６ 交通事故死者数を半減 

 現在、年間 5 千人弱の交通事故死者数を半減させる

よう飲酒運転の根絶、高齢者の交通事故対策、高度

道路交通システム(ＩＴＳ）の推進により安全性を高める

ための安全運転支援システムの実現など、総合的な

交通安全対策を推進します。 

 

１８７ 自殺対策の強化 

 わが国における自殺死亡者数は、平成 10 年以降 3

万人を超える高い水準で推移しています。自殺者の減

少を図るため産業医・専門医、心理職への紹介や、健

康診断で精神患者チェックを盛り込む等、うつ病の早

期発見に向けた社会としての対策を図ります。うつ病

対応力を持つ精神科医師、精神保健福祉士等の活用

を検討します。 

 さらに、一人でも多くの命を救うため、まず都市部に

おける駅のホームドアの設置を義務付けるなど、目に

見える対策を推進します。 

 

１８８ 家族の絆を深め、家庭基盤を充実させ、全

員参加型社会の実現へ 

 社会の基礎単位である家族を大切にするという視点

に立ち、家族の絆を深め、家庭基盤の充実を図ります。

また、家庭や地域社会の機能を引き出し、老若男女が

生きがいを持って働き続けられる社会整備を進めます。

特に、家庭資産の形成がはかれるような税制の改正、

三世代同居・近居の優遇、質の高い持家・借家制度等

を進めます。 

 地域、職場、家庭などあらゆる場面で、年齢や性別、

障害の有無に関わらず活躍できる社会環境づくりを推

進します。 



－ 33 － 

 そして、配偶者からの暴力の根絶に向けた取り組み

を図るため、ＤＶ被害者に対する相談体制の強化や、

婦人相談所等での夜間・土日対応の強化について推

進します。 

 また、青少年の健全な成長に資する「青少年健全育

成基本法案」の法整備など総合的な施策を推進しま

す。 

 

１８９ 保護司公務災害補償制度の導入 

 無償で犯罪者の改善・更生を助ける保護司が保護

観察対象者から被害を受けた場合、人的被害しか補

償されません。保護司が安心、安全に業務遂行できる

よう人的被害だけでなく、物的被害及び保護司の家族

に対する被害についても対象となる保護司公務災害補

償制度導入のための保護司法の改正を行います。 

 

１９０ 成年後見制度の改正 

 遺体の引き取りや葬儀、永代供養、遺品処分等の死

後事務委任契約は、現行法では本人に判断能力があ

ることが要件のため、任意後見人のみが締結すること

ができ、法定後見人はできません。しかし、独居老人の

問題が社会現象化する中で、法定後見人が増加傾向

にあるため、後見制度の更なる拡充のための成年後

見制度の改正を行います。 

 

１９１ 電子記録債権法施行に伴う民法改正   

 現行民法上、根抵当権者が債務者との間の取引に

よらないで取得した手形上若しくは小切手上の債権に

ついては、これが根抵当権の被担保債権となることに

つき明文上規定されていますが（民法 398 条の 2 第 3

項）、電子記録債権については規定されていません。こ

うした現状を改め、法的安定性の付与を通じた電子記

録債権に係る業務の普及さらには金融の円滑化を図

る観点から、同条同項に、「手形上若しくは小切手上

の請求権」に加えて「電子記録債権」（電子記録保証

に係る請求権を含む。）を追加します。 

 

１９２ 企業統治改革の推進  

 社外取締役の要件厳格化、上場会社における複数

独立取締役選任義務の明確化、会計監査人選任にお

ける監査役・独立取締役のあり方の見直し、公益通報

制度の実効化、親子会社等に関する規律の法制化、

監査法人・公認会計士制度の見直し、違法行為につ

いての刑罰厳格化と「過去は問わない」一定期の自首

による免責などを検討し、企業統治改革を推進しま

す。 

 

１９３ 公平・公正・透明な金融市場への適正化 

 昨今、ＡＩＪ事件や増資インサイダー問題といった金融

商品取引をめぐる事案が多発し、信頼回復は至上命

題です。公平・公正・透明な金融市場への適正化を図

るべく、インサイダー規制の強化、金融検査官の任期

付き外部登用（金融業経験者等）の増強や海外当局と

の捜査共助の強化等、金融検査・監督体制を強化しま

す。 
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Ⅶ．エネルギー  
 いかなる事態においても国民生活や経

済活動に支障がないよう、エネルギー需給

の安定に万全を期します。 

 当面は、再生可能エネルギーの最大限

の導入と省エネの最大限の推進を図り、

原発については、福島原発事故の反省を

踏まえ、「安全第一主義」をもって対処し、

３年以内に再稼働の結論を出すことを目

指します。 

 中長期的には、１０年以内に新たなエネ

ルギーの安定供給構造を確立します。 

 

 
１９４ エネルギー政策の“安全第一主義”の徹底 

 東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電

所の事故は、その甚大な被害によってわが国だけでは

なく、全世界に放射能の脅威を示すこととなりました。

これまで原子力政策を推進してきたわが党は、このよう

な事故を引き起こしたことに対してお詫びするとともに、

今なお被災されている方々に対して心よりお見舞いを

申し上げます。 

今後のエネルギー政策の根本に「安全第一主義」（テ

ロ対策を含む）を据え、特に原子力政策に関しては、権

限、人事、予算面で独立した規制委員会による専門的

判断をいかなる事情よりも優先します。 

 

１９５ 当面のエネルギー政策 

 全てのエネルギーの可能性を徹底的に掘り起こし、

社会・経済活動を維持するための電力を確実に確保

するとともに、原子力に依存しなくても良い経済・社会

構造の確立を目指します。 

 そのため、当面の最優先課題として、3 年間、再生可

能エネルギーの最大限の導入、省エネの最大限の推

進を図ります。 

 原子力発電所の再稼働の可否については、順次判

断し、全ての原発について 3 年以内の結論を目指しま

す。安全性については、原子力規制委員会の専門的

判断に委ねます。 

 なお、規制委員会により安全でないと判断された原

発分については、太陽光や風力等の再生可能エネル

ギーの徹底的導入、省エネルギーの徹底的推進、環

境負荷の少ないＬＮＧ火力発電所の立地推進、高効率

石炭火力発電所の活用推進、産出国との交渉方法見

直し等による化石燃料の調達コスト低減、電力会社間

の電力融通、既存石油火力の活用などによって当面

必要なエネルギーを確保します。 

 

１９６ 現在及び将来に責任の持てるエネルギー

戦略の確立 

 中長期的エネルギー政策として、将来の国民生活に

責任の持てるエネルギー戦略の確立に向け、判断の

先送りは避けつつ、遅くとも 10 年以内には将来にわた

って持続可能な「電源構成のベストミックス」を確立しま

す。その判断に当たっては、規制委員会が安全だと判

断する新たな技術的対応が可能か否かを見極めるこ

とを基本にします。 

 いかなる事態・状況においても社会・経済活動を維持

するための電力が不足することのないよう、多少の時

間は要しても将来の技術動向等を見極めた「責任ある

戦略」を立案します。 

 

１９７ エネルギー供給の確保    

 わが国で消費されるエネルギーは、ほとんどが輸入

に依存しており、わが国経済は、原油価格等、世界の

エネルギー動向に大きな影響を受けます。先の世界的

な原油価格の高騰はわが国経済に暗い影を落とした

ことも記憶に新しいところです。資源小国の日本にとっ

て、エネルギーセキュリティ（安全保障）は大きな課題

の一つであり、資源外交や代替エネルギーの推進等に

よりエネルギーの確保に努めます。 

 特に、石油をはじめとした石炭、天然ガス等基幹的な

化石燃料を安定的に確保するため、わが国の先端技

術を通じた支援等により戦略的な資源外交を展開する

とともに、資源の乱高下に対応できる体制を早期に整

備します。 

 また、化石燃料の確保に戦略的に取り組むだけでな

く、わが国の卓越した先端的環境エネルギー技術を発

揮して産業部門や運輸部門、民生部門等でのエネル

ギー需給の効率化と燃料転換を図ります。天然ガスと

ともにＣＯ2 排出量の少ないガス体エネルギーとして低

炭素社会の実現に貢献できるＬＰガスについては、そ

の普及・促進を図るため、高効率ガス機器やＬＰＧ車の

導入・普及の後押しと燃料転換を進めます。 

 

１９８ 再生可能エネルギー供給の引き上げ 

 風力、水力、太陽光、地熱（ヒートポンプ等）、バイオ

マス等の再生可能エネルギーの供給を引き上げます。 

 このため、①再生可能エネルギーの固定価格買取制

度拡充、②様々なタイプの風力発電や小水力発電の

開発・普及、③世界一の太陽光発電技術の蓄積を活

かした、公共施設や住宅への太陽光パネルの設置促
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進及びメガソーラーの設置拡大、④電力系統の安定化

の促進、⑤電気事業者による再生可能エネルギーの

利用促進等に取り組みます。 

 さらに廃棄物等を有効活用するようなバイオマスエネ

ルギーの拡大を図り、地熱発電所建設促進のために、

自然環境・景観に十分に配慮しつつ国立公園内等に

地熱発電所を設置可能とする等の規制緩和に取り組

みます。 

 このような再生可能エネルギー産業は雇用創出力が

高く、わが国の機械組立産業等の裾野の広さを活かし

た、国際競争力が期待できます。エネルギー安全保障

の確保の観点を踏まえ、再生可能エネルギー産業を、

新しい文明社会である低炭素社会のリーディング産業

に育てます。 

 

１９９ 適正な電気料金体系の構築 

 電気料金のあり方については、事業者が発電施設の

安全確保と安定した電力供給を行うための費用を確

保する一方、国民生活や中小・零細企業等の経営に

影響を与えない配慮が両立可能となるような適正な料

金体系を構築し、国民の誰もが納得できるものとします。

電力卸市場への事業者の新規参入を促進し、競争的

環境の中で消費者が電気料金を選択できるようにしま

す。 

 なお、現行の総括原価方式についてはその問題点を

明らかにしながら、料金体系のあり方と併せて、その見

直しも含めて検討します。 

 

２００ 節電・省エネの徹底 

 国民全体で「節電・省エネ」意識を向上させるとともに、

「技術による省エネルギー」の目標を設定していくことと

し、省エネ商品（特に、まずは白熱灯の全ＬＥＤ化に向

けた導入支援策）、石油の高効率利用機器の導入支

援制度の創設、スマートグリッドの導入、火力発電所

の高効率化等の政策を強力に推進します。 

 

２０１ 国家プロジェクトによる独自資源の開発協

力の推進と産業化に向けた取組み促進 

 石油・天然ガス等のエネルギー資源が乏しいわが国

にとって、国民生活の安定や経済成長のため、その持

続的な確保は不可欠であり、国家の安全保障にもつな

がる重要な課題です。そのため、今後、早急に産官学

による協力体制を構築し、海洋探査・採掘技術の向上

など、国内のエネルギー・鉱物資源の自主開発促進を

着実に進めます。 

 特に、わが国がものづくり、特に、国際競争力を持っ

たハイテク製品を開発する上でレアアース・レアメタル

は不可欠であり、わが党は、一部の国による独占を防

ぐ観点からも、産出国との連携等によって、その着実な

確保を国家戦略として官民一体で強力に進め、世界

的な争奪戦を勝ち抜きます。同時に、国内に廃棄され

た精密機械等に眠っているレアメタル（いわゆる都市鉱

山）を効率的かつ低費用で回収できる「レサイクル事業

（レアメタルのリサイクル）」を行い、わが国の独自資源

として位置付けます。 

 さらに、小笠原や南鳥島等、わが国周辺にも多くもレ

アアース・レアメタルの存在が確認されており、その開

発を強力に支援します。 

 一方、福島第一原発の事故によって火力発電の比

率が増し、国民生活や経済活動に原油や天然ガスへ

の依存が高まる中、「化石燃料の持続的な確保」はこ

れまでにも増して重要な国家的課題です。まずは、これ

まで以上に「産出国との外交展開（共同資源探査・技

術的支援等）」を行います。 

 また、わが国周辺の海洋にも天然ガスやメタンハイド

レート（シェールオイル）が埋蔵されているとの報告があ

り、コスト高の問題などを克服し、その開発を加速しま

す。特に、将来の「資源大国・日本」を目指し、メタンハ

イドレートへの開発に期待が高まっていますが、太平洋

側においては「砂層型」、日本海側においては「表層

型」と埋蔵形態が異なっているとの学術的な意見も出

されています。そこで、実用化に向けた定量的な分析

を行うべく、その調査・研究を加速化し、ポテンシャルを

徹底追求します。加えて、調査・開発時に用いる機材

や部材・工具等、わが国が持つ高度な技術を活かした

裾野の広い分野を産業に結び付けていくことを国家的

なプロジェクトとして取組みます。 

 

２０２ 原子力立地地域における地域振興に関す

る研究体制の整備 

 原子力立地地域の経済が原子力発電所等に雇用の

面を含め経済的に大きく依存している状況に鑑み、今

後のわが国のエネルギー政策における原子力の位置

付けが同地域の将来に大きな影響を与えることは間違

いありません。地域の「あり方」を早期に模索し、あらゆ

るエネルギー政策にも対応できるよう地域振興のあり

方を検討する必要があります。 

 そこで、今後の「あるべき原発立地」や「地域振興の

あり方」等を模索するため、産学官の連携の下、研究

体制を整備する一環として、「原発立地地域振興研究

センター」（仮称）を設立します。 
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Ⅷ．環境 
美しい地球を次世代の子供たちに残す

ことは、今を生きる私たちの責任です。日

本の優れた環境技術を活かして、地球環

境保全に貢献しつつ、新産業として経済成

長の原動力とします。低炭素社会づくり・

生物多様性の保全などにわが国が主導力

を発揮し、緑の地球と豊かな自然を守りま

す。 

 
２０３ 環境分野における新ターゲティング・ポリシ

ーの展開 

 蓄電池・燃料電池、次世代自動車、スマートグリッド

など、開発が先行した場合に莫大な需要が見込まれる

技術開発分野をナショナルプロジェクトとして選定しま

す。 

 また、日本の強みである省エネルギー技術等をより

普及させます。例えば、鉄鋼をはじめとするわが国製

造業の卓越したエネルギー効率、最高の水準を示す

石炭火力発電の熱効率、ヒートポンプ、電気自動車、

蓄電池などの先進技術の普及を図るとともに、ＣＣＳ

（二酸化炭素回収・貯留）やスマートグリッド等の新技

術を開発して、世界の二酸化炭素削減に貢献します。 

 

２０４ エコカー世界最速普及とモーダルシフト 

 環境にやさしいエコカーについて、補助制度により買

い換えを進めます。自動車グリーン税制と併せ、1 年間

で 100 万台程の需要を増やし、2020 年までに新車販

売のうち 2 台に 1 台の割合で普及を図ります。  

 さらに、開発競争をリードし、電気自動車の量販・量

産を開始するなど、地球温暖化対策に貢献するととも

に、わが国経済の発展につなげることを目指し、電気

自動車やハイブリッドカーなどのエコカーの世界最速普

及を進めます。 

 また、鉄道、船舶等による物資の流通の促進、公共

交通機関の利用者の利便性の増進、歩道及び自転車

道の整備等により、モーダルシフト（自動車から温室効

果ガス排出量がより少ない交通手段への転換）を促進

します。 

 

２０５ エコハウス化の加速  

 2030 年までに新築公共建築物でのエコハウス化を大

きく進め、建築物のゼロ・エミッション化を加速するとと

もに、断熱住宅を新築住宅の 80％にするなど住宅等

の省エネ化（エコハウス化）を加速します。 

 

２０６ 環境ビジネスの推進 

 優れた環境技術・ビジネスを、地球環境保全に貢献

しつつ、わが国の経済成長の原動力とするため、新技

術の開発支援と海外も視野に入れた普及、環境ビジネ

スへの投融資等を通じた「環境金融」の普及を積極的

に推進します。特に温室効果ガス排出量削減等に役

立つ新事業の創出を促進します。 

 さらに、マーケットにおいて環境性能に高い価値が与

えられるよう、エコポイントの一層の普及や製品・サー

ビスごとの環境情報の「見える化」を進めます。 

 また、新しい環境ビジネスモデルとして、国民や事業

者が自らのＣＯ2 排出をクレジットの購入により相殺す

る「カーボン・オフセット」制度の普及を図ります。 

 

２０７ 低炭素社会づくり推進基本法の成立 

 すべての主要排出国の参加による衡平で実効的な

ポスト京都の国際枠組み作りを主導し、主要経済国の

参加の下に 2050 年までの長期目標として温室効果ガ

ス排出量を2005年比 80％削減することは堅持します。 

 しかしながら、民主党政権が約束した 1990 年比 25%

削減はもちろん、2020 年までの中期目標としてわが党

が掲げた 2005 年比 15％削減も、原発事故を踏まえ見

直さざるを得ません。このため自民党は、広く開かれた

議論を行い、国民が納得できかつ頑張れば実行可能

な目標を設定し、現実的で実効性のある政策を実施し

ます。 

 その上で、わが国として地球温暖化対策に真摯に取

り組み、環境と経済が互いに刺激し合いながら成長し

ていける社会を実現します。また、低炭素化を促進す

る観点から、国民経済及び産業の国際競争力に与え

る影響等を踏まえつつ、経済社会及び国民の生活行

動の変化を促し、あらゆる部門の排出削減を進めるた

め、経済的支援や規制的措置を講じるほか、より包括

的な環境税の検討を含め税制全般を横断的に見直し、

税制全体の一層のグリーン化を推進します。 

 

２０８ 温室効果ガス削減のための全く新しい国際

的枠組みを提唱 

 気候変動枠組条約についての国際交渉のこう着状

態を打開するため、日本発で新たな温室効果ガス削減

の世界的な枠組みづくりを提唱します。 

 開発途上の国や地域にまで最先端の温室効果ガス

削減技術を普及させるため、自然体で導入される技術

が導入された場合のコストと、最先端の技術を導入し

たコストの差額を、新たに世界レベルで設置される地

球救済基金（仮称）から補填します。 

 基金の財源は、各国間の競争条件に大きな変化を
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与えない共通炭素税や国際連帯税といった、新たなグ

ローバルな負担システムを構築することで賄います。こ

れにより、途上国等には、最先端技術を導入する強い

インセンティブが働くと同時に、技術を出す先進国側に

も負担がありません。 

 

２０９ 地球温暖化に対する適応策の推進 

 地球温暖化に対する適応策を推進するため、生物の

多様性の保全、国民の生命及び健康の保持、生活環

境の保全、農林漁業の生産力の維持、社会資本の整

備、災害による被害の防止、その他の必要な措置を総

合的かつ計画的に講じます。   

 特に、地球温暖化の影響に関する観測及び監視の

体制を強化するとともに、感染症等の予防、農作物の

品種改良、洪水、高潮、渇水、干ばつ、土砂災害等に

よる被害防止等を積極的に推進します。 

 

２１０ 温室効果ガス排出量等の情報開示の促進 

 温室効果ガスの排出及び吸収量の状況、低炭素社

会づくりのために必要な措置の進捗状況等に関する統

計の整備充実、集計及びその結果の迅速な公表、そ

の他の必要な措置を講じます。                    

 また、低炭素社会づくりに配慮した事業活動が経済

社会の幅広い主体から評価されるよう、温室効果ガス

の排出量、その他の事業活動に伴って排出する温室

効果ガスの情報開示を促進します。 

 

２１１ グリーンＩＣＴの利用促進 

 情報通信システムの利用により、温室効果ガスの排

出量削減を促進するとともに、エネルギーの使用、人

の往来及び物資の流通・生産及び消費の合理化等を

促進します。 

 

２１２ 国民運動の推進 

 事業者、国民等の間で、低炭素社会づくりについて

の関心と理解を深めます。さらに、国民一人ひとりの自

主的な行動による低炭素社会の構築に向けた国民運

動を盛り上げ、毎年 7 月 7 日の「クールアース・デー」な

どを活用した様々な広報・イベント等により、ライフスタ

イル・ビジネススタイルの転換を訴えていきます。 

 

２１３ 低炭素社会を進める人づくりと環境教育の

推進 

 環境教育・環境保全活動の推進の基盤的制度であ

る環境教育・環境保全活動推進法をわが党主導で改

正したことを踏まえ、環境教育を推進します。 

 持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の 10 年の取り

組み等を推進することで、低炭素社会を主役となって

支える人づくりを進めます。また、アジアにおける人づく

りにも貢献します。 

 さらに、環境の保全に関する教育及び学習（環境教

育）の振興、広報活動の充実等を図るとともに、草の

根からの取り組みを支援します。特に、家庭、学校、職

場、地域その他のあらゆる場における環境教育の充実

を図るため、教材の開発、人材の育成、環境に配慮し

た学校施設及び学習環境の整備等を促進します。 

 

２１４ ＣＯＰ10 を踏まえた国際的リーダーシップの

発揮 

 2010 年に愛知県名古屋市で開催されたＣＯＰ10（生

物多様性条約第 10 回締約国会議）の結果を踏まえて、

国際的なリーダーシップを発揮するとともに、生物多様

性確保先進国を目指します。 

 

２１５ 豊かな自然環境を取り戻す仕組みづくり 

 時代の流れを先取りし、戦後の開発推進の過程で失

われた鎮守の森や里山の復活、生物多様性の確保な

ど、人口減少の状況を踏まえつつ、豊かな自然環境を

取り戻していく壮大な仕組みづくりに挑戦します。今後

のわが国の街づくり・インフラ整備・地域開発において

は、より環境に配慮した取り組みが求められます。コン

パクトで人や環境に優しいまちづくり、地域づくりを進め

ます。これらにより、都市機能と豊かな自然環境が共

存する 21 世紀型の持続可能な都市・生活空間をつくり

ます。 

 

２１６ 生物多様性の恵みを実感できる国立公園

等の実現 

 美しい国・日本を代表する自然を有する国立公園等

をより魅力あるものとするため、平成 21 年 5 月に成立

した改正自然公園法等を踏まえ、国立公園や離島等

における生態系の維持回復や海域保全等を推進しま

す。 

 また、自然とのふれあいの場の整備、エコツーリズム

の推進、温泉資源の保護等を通じ、自然環境を守りな

がらその活用を図るとともに、レンジャー（自然保護官）

の活動や自然を守るＮＰＯ活動を支援します。 

 

２１７ 地球温暖化等に伴う生物の生息域の変化

への対応 

 地球温暖化等の環境の変化による昆虫等の生息域

の変化等に伴い昆虫等の防除の機会が増大すること

により、殺虫剤等の使用による人の健康及び環境への

影響が拡大するおそれがあります。 

 このため、『昆虫等の防除の適正化に関する法律案

（仮称）』を制定し、昆虫等の適正な防除の推進に関し

必要な事項を定め、人の健康の保護及び環境の保全

を図ります。 
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２１８ 希少な動植物の保護と管理 

 絶滅のおそれのある希少種動植物の保護・管理のた

め、生息・生育環境の調査・改善や繁殖の促進を図る

とともに、野生順化訓練を通じ、トキやツシマヤマネコな

ど希少動物の野生復帰を促します。また、外来生物に

よる生態系への被害の防止を図ります。 

 

２１９ 愛護動物と共生する社会の実現 

 改正した『動物愛護管理法』により、「犬猫の大量殺

処分」を無くすとともに、ドッグラン施設等の整備に力を

入れ、愛護動物と共生できる社会をつくります。 

 また、ペットの命を守るとの観点から、マイクロチップ

による情報管理制度の導入について検討を進めます。 

 

２２０ 民有地の緑化推進と「緑化版エコポイント

制度」の創設 

 都市公園に加えて民有地等の緑化（民有地等におけ

る植栽、芝生化、屋上・壁面緑化等）を推進するため、

植栽樹木の種類、樹齢、樹形等の条件に応じてエコポ

イントを付与するとともに、植栽後においても緑被率に

応じて毎年ポイントを付与または電気等の公共料金を

ポイント分減免するなどの「緑化版エコポイント制度」を

創設します。  

 

２２１ 国立公園等の民有地売却において公的機

関が優先的に取得できる制度確立   

 尾瀬国立公園は、その敷地のうち 4 割強が企業の所

有地です。その土地を資産売却の対象とすれば、尾瀬

の貴重な自然が脅かされる事態にもなりかねません。 

 同様に、地方自治体が管理する国定公園以下の公

園についてもその敷地を民間が所有しているケースは

多く、自然公園法の目的の一つである「自然の風景地

の保護」のためには、民間所有者が敷地の売却をする

場合に公的機関が優先的に取得できる制度が必要で

す。 

 このため、国立公園・国定公園・都道府県立自然公

園内の民有地売却の際に、公的機関が優先的に取得

できる制度を確立します。 

 

２２２ 自然環境保全基礎調査の拡充 

 わが国の「自然環境保全基礎調査」と生態系マップ

は世界トップクラスの精度を誇ります。世界に誇る自然

生態系・生物資源を有するわが国にとって、生態系の

調査と適正管理は国益に資するものであり、こうした事

業の拡充を図ります。 

 

２２３ フロン類対策の推進 

 地球温暖化の原因ともなるフロン類の適正かつ確実

な回収・破壊、生産・使用の抑制に資する代替物質の

開発並びに使用可能な代替物質を用いた製品の普及

により、その排出量削減を促進します。 

 

２２４ 地域の特性を活かした循環型社会づくり 

 わが国において先進的な循環型社会の構築を一層

進めるため、「もったいない」の心を活かし、廃棄物の

発生抑制（リデュース）・再使用（リユース）・再生利用

（リサイクル）の「3Ｒ」の取り組みを広げていくほか、国

と市町村等が協力して、廃棄物エネルギー利用やバイ

オマス利活用を進めるとともに、地域内外のネットワー

クによる連携を後押しすることなどを通じ、地域の特性

に即した低炭素の循環型社会づくりを加速します。 

 

２２５ 廃棄物のリサイクル促進 

 衣料品、電子機器、書籍、リユースペットボトルなどを

回収・再販業者に持ち込みすることでエコポイントの付

与が受けることができるようにします。また、中古市場、

再生化業の産業醸成を奨励します。 

 

２２６ 生活排水対策の推進と不法投棄の撲滅 

 効率的な生活排水対策を進めるため、市町村等や

国民の理解を得つつ、合併浄化槽の普及促進と管理

の適正化に向けた体制整備を進めます。 

 また、産業廃棄物の適正処理を確保するとともに、わ

が国の美しい国土を守るためにも、ごみ不法投棄撲滅

に向けた未然防止・早期対応の取り組みを推進してい

きます。 

 

２２７ 子どもの健康と環境 

 国民が安心して暮らせる安全で豊かな環境を保全す

ることは、政府としての基本的な務めです。そのため、

次世代を担う子どもたちが健やかに育つ環境の実現に

向け、環境中の化学物質や放射性物質が子どもの発

育に与える影響の解明に取り組みます。また、国際潮

流を踏まえつつ、すべての化学物質・放射性物質を視

野に入れた安全性評価・管理等を推進します。 

 

２２８ 大気・水・土壌等の安全・安心な環境の保

全 

 水や大気などの環境保全については、新たな課題で

ある微小粒子状物質（ＰＭ2.5）や漸増・広域化の傾向

にある光化学オキシダント、湖沼及び内湾の底層の貧

酸素化などへの対応が求められており、これらの課題

に取り組みます。特に自然の恵み豊かな沿岸域（いわ

ゆる「里海」）の創生やそれぞれの湖沼の特色に応じた

豊かな湖沼環境の再生を図ります。また、「海岸漂着

物処理推進法」に基づく取り組みを推進するとともに、

重点的な地区における対策を進め、海洋環境の保全

を図ります。さらに、工場跡地等の土壌汚染について、
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「改正土壌汚染対策法」に基づき対策を着実に進めま

す。 

 

２２９ 公害健康被害対策等の着実な実施 

 水俣病問題の解決、アスベスト被害者の救済やアス

ベスト対策に取り組むなど、公害健康被害対策を着実

に実施します。 

 また、国内における毒ガス弾問題について、環境調

査など必要な対策を引き続き推進します。 
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Ⅸ．地方の重視・地域の
再生 
 

地方・地域の元気なくして国の元気はあ

りません。自民党は、自らの発想で特色を

持った地方・地域つくりができるよう地方分

権を推進します。地域経済を支える中小

企業・地場産業を支援し、地域の経済・雇

用・生活を守ります。 

 
１．地方行財政・地方分権 
 
２３０ 地方分権の推進策 

 地方分権改革の当面の推進策として、①地方分権

改革推進委員会の第 3 次勧告を踏まえ、義務付け・枠

付けの見直しを実施、②地方公共団体の安定的な財

政運営に不可欠な地方税、地方交付税等の一般財源

を確保、③直轄事業を基幹的・広域的な事業に限定す

るとともに自治体との事前協議・情報開示の徹底など

を基本として、直轄事業負担金制度を抜本的に見直し

ます。 

 

２３１ 分権の推進に伴う地方の機能強化 

 国と地方の徹底的な議論が行えるよう、全国知事会

など地方六団体の法的位置づけの明確化を図ります。

また、地方分権の推進に伴い役割が拡大する地方議

会の諸機能を充実・強化するとともに、政治活動との

区別を踏まえたうえで、住民意思の把握などを含めた

地方議会議員の職責・職務の範囲を法制化し、明確

化することを目指します。 

 

２３２ 地方税財政の充実 

 地方財政の厳しい状況に鑑み、地方一般財源の充

実・強化を図るため、税制の抜本改革に取り組む際に

は、地方消費税の充実、地方交付税の法定率の見直

し、地方法人課税による地域間税源の偏在是正などを

検討します。 

 これらにより、臨時財政対策債の増大を抑制し、財政

の健全化を目指します。 

 

２３３ 地方への交付金拡充 

 「日本再生のカギは地方経済にあり」との観点に立っ

て、十分な資金を確保し、地方の活性化を大胆に推進

します。 

 まず、使い勝手が悪く、地方自治体からの評判も悪

い｢地域自主戦略交付金」（一括交付金）は廃止し、各

府省に戻した上で大型の地域振興事業を継続できる

交付金事業に充てます。 

 また、地方自治体が特色ある政策を実施できるよう、

経済対策や雇用創出事業に活用できる交付金制度の

創設を検討します。 

 

２３４ 大都市制度の見直し 

 都道府県と政令市などの二重行政による無駄、行政

の肥大化による住民サービスの低下への懸念、基礎

自治体のあり方など、大都市行政のあり方について、

地方からの問題提起に真摯に対応するため、道府県

において特別区制度を導入するなど、多様な新しい大

都市制度を検討します。 

 

２３５ 小規模町村のあり方の見直し 

 人口の減少が続く中山間地の小規模基礎自治体に

おいては、過疎対策などを充実させ、でき得る限りの支

援策を取るとともに、支援のための新たな仕組みにつ

いて議論を進めます。 

 

２．中小企業対策・地域活性化 
 
２３６ 中小企業基本法の改正と小規模企業基本

法の制定 

 現在、中小企業基本法の定める線引きにより、各種

施策の対象外となったり、逆に規模拡大の壁となる等、

法制度が産業構造の変化に対応できていません。そ

のため、中小企業基本法を改正し、伸びる力のある企

業が成長にメリットを感じ、伸びようとするベンチャーを

含めた中小・小規模企業や分野に資金・人材が集まり

やすくします。 

 また、地域経済の担い手である小規模企業は、資金

繰り、海外展開、新規開業など様々な面で弱い立場に

置かれていることから、小規模企業などに特化した支

援が着実に実行されるよう「小規模企業基本法」を制

定し、地域社会に活力を取り戻します。 

 

２３７ 新地方成長モデルの確立 

 地域がそれぞれの特色を持って経済成長を遂げるこ

とが日本全体の経済底上げにつながります。そのため、

都道府県レベルでそれぞれ成長戦略を打ち立て、それ

に基づいて地域で新たな産業を創出し、雇用の拡大に

つながる「地域」「中小企業・農業」「事業革新」をキー

ワードにした新しい地方成長モデルを確立します。 

 そこで、時代のトレンド（グローバル、ＩＣＴ、長寿、環境

等）を取り込むため、都道府県で産学官の協議会を立

ち上げ、決定された事業分野については当面 5 年間は

人材召致等を含め国が支援を行います。 
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２３８ 企業活動を支援し、地域に「雇用」を創出 

 地域の活力と独自性、そして「絆」を生む取り組みを

進めるべく、『地域（中小・小規模企業）購入＆再投資

法』（仮称）の制定を目指します。具体的には、地域の

預金を地域に還元するとの地域金融機関の基本的使

命を踏まえ、地域への還元について一定の指標を設

定します。 

 また、国及び国の出先機関、地方公共団体が公共

事業の発注や物品及びサービスの調達等を行う際に

は、地元の中小企業の受注機会に最大限の配慮を求

めるとともに、価格だけではなく「品質」に重点を置く契

約の適正化を図ります。さらに、近年進出が著しい大

規模小売事業者についても、地域からの購入と地場産

品の後押しを定着させます。 

 

２３９ 資金繰りの確保・充実 

 東日本大震災の影響で景気の急速な落ち込みによ

り非常に厳しい状況にある中小・小規模企業に対して、

その不況から脱出できる環境を整備し、更に、将来展

望につながる資金を確保するため、「緊急保証」、「セ

ーフティーネット貸付」などを大幅に充実・強化していき

ます。 

 特に、中小企業金融円滑化法の施行期限が到来す

る来年度以降も金融支援と経営支援を一体的に実施

するなど、セーフティーネット機能を強力かつ実効的に

果たす施策によって中小企業の資金繰りを徹底サポ

ートします。 

 また、金融機関による「貸し渋り」、「貸しはがし」の実

態と併せて中小企業金融の現状を把握し、求められる

資金需要に的確に応えていきます。 

 

２４０ 公平・公正な取引環境の実現 

 頑張る中小企業が、大企業との取引において、不当

な発注・値引き、契約を余儀なくされることのないよう、

公平・公正な取引環境を実現します。「下請け代金支

払遅延等防止法」・「適正取引推進のためのガイドライ

ン」の運用強化、「下請け駆け込み寺」等の相談体制

の強化を行います。 

 一方、大型店による地元小売業への影響（不当廉売

や優越的地位の濫用）に鑑み、適正なガイドラインの

運用を行います。 

 

２４１ 中小企業における技術開発及び「売れる商

品」開発の支援 

 技術の進歩なくして企業の発展はありません。一方、

中小企業単独での研究開発は、人材や資金面におい

ても経営に大きな負担をかけてしまいます。そのため、

ものづくりを支援する補助金を復活させるとともに、県

などが持っている研究所や地域にある大学が中小企

業と連携、研究・開発ができる体制整備を支援します。 

 中小企業が大きく羽ばたくには、「売れる商品」と「商

品が売れる」ことが不可欠です。「売れる商品」を開発

するには、「アイデア」とそれを生み出す「人材」は言う

までもなく、「売れる！」という「目利き」ができる人が必

要です。したがって、「売れる商品」を発掘できる人材と

「売りたい側」がマッチングできる環境を整備します。 

 

２４２ 地域から「日本全国」、「世界」への販促強

化・支援 

 「売れそうなモノ」から消費者が求める「売れるモノ」の

発掘・開発にチャレンジする地元企業や生産者等を官

民あげて後押しし、各々の地域で全国的、世界的にも

通じる産品作りに安心して専念できるよう応援します。  

 その際、地理的な側面を背景とした域外・海外からの

ビジネス・チャレンジに柔軟に対応できるよう、規制等

の壁を除去していきます。それらに加え、地方から都会、

地方から世界へと飛躍する販促強化のため、ワールド

ワイドなＢｔｏＣ、ＢｔｏＢマッチングサイトなどのＩＣＴ技術

の活用による実務のサポートや金融支援、販路・拠点

等の早期整備を行います。 

 地域資源の発掘から試作品開発、商品化、販売まで

の一貫した支援体制により経済発展著しいアジアの需

要を取り込むような、効率的かつ効果的な流通ルート

を確立します。 

 

２４３ 中小企業の活性化、地域経済の発展につ

ながる人材の育成・確保 

 地域経済の発展には、中小企業の発展は不可欠で

す。一方、中小企業の発展には、新しい製品や商品を

開発し、さらに、その製品・商品を国内外に売り込んで

いく環境を整備しなければなりません。特に、これらの

研究開発や「セールス」を行う人材が重要であり、その

育成・確保が企業経営の運命を担っていると言っても

過言でありません。 

 我々は、こうした人材を育成する観点から、地域にあ

る大学等の教育研究機関と中小企業との連携強化や

中小企業が独自に人材の育成・確保を行える「人材育

成研究会」（仮称）を設置し、人材育成の専門家が行

政や教育機関と連携が取れる体制を整備します。 

 

２４４ 地方大学等と地域産業とのマッチング強化 

 地方大学や地域の工業高校等で学んだ卒業生を地

元発のオリジナル人材として地域でその能力を十二分

に発揮できるよう、商工会議所・商工会等の組織機能

強化に向けた抜本的な対策を講じ、「地域のヒトは地

域で育てる」体制を早急に整備します。これにより、学

生・企業・地域の三者が共にＷＩＮＷＩＮの関係となれる
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よう、産学官民が連携して中小企業向け新卒者支援

制度の創設等の支援を行い、高度な専門人材と地域

産業とのマッチングを強化します。同時に、地元からの

投資を促進させることで地方の研究機関と地元企業に

よる技術革新や研究開発等の支援を強化し、地域独

自で培った技術やノウハウを地域に還元できるサイク

ル作りを進めます。 

 

２４５ 商店街の活性化 

 「買い物難民」問題等を背景に、地域住民から商店

街に寄せられる「地域コミュニティの担い手」としての期

待はこれまで以上に高まっています。駅前や中心市街

地等の賑わいを取り戻すことによって、地域経済の再

生だけでなく、高齢化社会が進展する中で高齢者の

方々にとって安心して生活できる地域のつながりが実

感できる商店街の活性化等を目指します。 

 経営指導や商店街で起業・新業態開発への研修等

とエンジェル税制を活用しての空き店舗の有効利用や

公共交通機関と連結したアーケードや駐車場・駐輪場

の整備、省エネ型街路灯の設置等、商店街の再生や

中心市街地の活性化に向けた意欲的な取組みに対す

るソフト・ハード両面での支援を行います。高齢化や安

全安心、環境等の社会課題へ配慮した街づくり（コン

パクトシティ）と一体となった“身近で快適な”商店街づ

くりを進めます。 

 

２４６ 地域コミュニティの再生 

 地域の「きずな」を再生するため、町内会や自治会な

ど地域に根ざした活動を行う団体等を支援します。各

集落、小学校校区単位のコミュニティ活動や自治会ま

たＮＰＯなどの身近な団体活動を支援する『コミュニティ

活動基本法』を制定し、地域内の活性化を図ります。 

 また、地方における人口定住を図るために、地域の

様々な政策課題について、｢集約とネットワーク」の考え

方により、中心市と周辺市町村の相互連携を強化し、

圏域全体を活性化します。 

 さらに、個性豊かで誇りある地域づくりに向けて、民

間アドバイザー派遣等の人材支援を推進するとともに、

地域の人材力の向上を支援します。 

 

２４７ 過疎地域対策の充実 

 わが党の主導により、『過疎地域自立促進特別措置

法』が大幅に拡充強化されました。改正法には、過疎

地域の方々から要望が大きかったソフト事業への過疎

債の活用を盛り込み、医師確保やコミュニティバスの活

用など過疎地の実情に即した対策ができるようにして

います。 

 わが党は、過疎法を平成 32 年度末まで 5 年延長し、

今後とも過疎対策に全力を尽くします。 

 

２４８ 郵政事業の新たな展開とユニバーサルサ

ービスの確保 

 郵政民営化改正法に基づき、民営化の成果を国民

が実感できる新たな事業の展開及び郵政三事業のユ

ニバーサルサービスの確保を図ります。 

 

２４９ ＩＴ遷都で地方経済活性化 

 中央官庁の人事、給与、会計など間接部門の業務シ

ステムを統合・一元化した上で、ＩＣＴの利活用による地

方移転や業務自体の民間委託を進めます。業務シス

テムの効率化と地方移転によって、中央官庁の人件

費を削減する一方、地域ＩＣＴ産業の振興を図ります。 

 中央官庁が率先して地方移転に取り組むことで、東

京に一極集中している民間企業の業務システムが地

方に移転されることを後押しします。 

 

２５０ 総合的な交通体系の整備 

 「生活の足」となる地域公共交通の確保と利便性を

向上するため、適確かつ計画的に推進する枠組みを

作るとともに、交通事業者や地方自治体など関係者の

取り組みへの支援など財政上、法制上の措置等の施

策を実施するとともに、羽田-東京-成田間を結ぶ環状

リニア等、横田の空域返還等、空港・港湾や高速道路

等の基幹ネットワーク作りを着実に進め、国際競争力

に資する総合的な交通体系を整備します。整備新幹

線は、既着工区間について早期完成に万全を期すると

ともに、工事実施計画の認可が行われた新函館―札

幌間、金沢―敦賀間、武雄温泉―長崎間については、

工期の短縮を図るとともに、並行在来線に関わる地方

負担の軽減を図ります。また、北陸新幹線については、

大阪までの延伸を検討します。超電導リニア（超電導

磁気浮上式鉄道）については、整備計画の決定を受け、

東京―名古屋間の着工に向けた環境影響評価の手

続きを早急に終え、平成 26 年からの着工を目指します。

建設にあたっては、「地産地消」の考え方の下、地元事

業者が主体的に参画できるような環境を整備します。

また、東京―大阪間の早期全線開通を目指して、あら

ゆる手段を講じ推進します。さらに、リニアを効果的に

活用するためのアクセス整備や企業誘致のための優

遇制度等を創設するとともに、超電導リニア技術の輸

出を支援します。フリーゲージトレイン（軌間可変電車）

についても、その実現を目指します。 

 モーダルシフトの推進やＣＯ2 削減の観点から、交通

体系全般を見直します。 

 

２５１ 世界と競争できる航空・空港環境及び港湾

機能の整備 

 航空自由化（オープンスカイ）を戦略的に進めるととも

に、アジア諸国など世界と競争できる環境を整備する
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ため、航燃税の更なる引き下げ、着陸料・航行援助施

設利用料の低減、規制改革等、諸外国とのイコールフ

ッティングを目指します。さらに、国民生活に必要な路

線ネットワーク網を維持します。また、地域の経済・産

業を支える港湾において、世界標準の大型船舶に対

応した港湾機能の確保、アクセスの向上、港湾運営の

効率化、サービス水準の向上、産業の立地環境の整

備等や国管理への移行などを図り、国際競争力の強

化を目指すとともに、わが国産業のライフラインとして

の港湾の災害対応力の強化を目指します。 

 

２５２ 観光産業の再建・強化 

 東日本大震災以後、風評被害や訪日外国人の激減

等により大打撃を受けた被災地を中心とする日本全国

の観光地やわが国の観光産業を再建・強化するため

に官民を挙げて国が主導的に全力で取り組みます。官

民協働して国内旅行の気運醸成に取り組むとともに、

ビジット・ジャパン・キャンペーンの高度化や査証（ビザ）

発給手続きの円滑化・入国審査の迅速化、双方向の

国際観光交流の促進、国際会議等の誘致・開催の推

進により「観光立国」を実現します。また、休暇を取得し

やすくするとともに、無電柱化の集中実施や景観に配

慮したまちづくりなどによる魅力ある観光地の整備と観

光産業の育成により、観光を通じた地域活性化を進め

ます。また、高速ツアーバスに係る事故の再発防止・利

用者の信頼回復に努めます。旅館・ホテル等のＮＨＫ

受信料の大口契約について検討を進めます。 

 

２５３ 地方の良質な建設産業を守り「未来への投

資」を実施 

 地域の発展と安全を支える良質な建設業を守り、将

来のために必要な成長基盤や安全・安心基盤である

社会資本の前倒し整備を進め、地域の特色を最大限

に活かす国土の均衡ある発展を目指します。また、国

土の管理上必要な土地は、国有地や公共団体用地と

して取得できるようにするとともに、日本の水源林を守

るための法整備を図ります。さらに、公共分野における

民間の力をさらに活用し、地域の活性化を図ります。

わが国の優れた土木・建築技術と交通システムや水ビ

ジネス等を海外に輸出し、世界に貢献します。  

 

２５４ 公共工事現場における適正な賃金等を確

保 

 地域の発展と安全を支える良質な建設産業の健全

な発展のため、公共工事現場において適正な資材・賃

金の確保を図り、建設労働者、建築職人の生活を守り

ます。そのためにも、入札制度や最低制限価格の見直

し・改善を図り、不当なダンピングによる弊害、不良・不

適格業者を排除出来るよう公共調達の抜本的な改善

を図ります。災害対応や冬期の除雪作業など、建設業

が地域に果たしている公益的役割を正しく評価し、地

域建設産業の健全な発展を目指します。 

 

２５５ 住宅の資産価値を高め、ライフステージに

応じた住まい方を推進 

 あらゆる産業に経済波及効果のある住宅を重要な国

富として位置づけ、総合的な住宅税制・融資等支援制

度、規制緩和等を通じ、住宅を資産として残せる「スト

ック社会」を実現します。負担力の低い若年者を含め

たライフステージの各段階や多様な働き方・暮らし方に

応じたゆとりある住環境を獲得できるよう、長期優良住

宅（200 年住宅等）の供給、既存ストックの資産価値を

維持増大させる耐震・省エネ・バリアフリー化などのリフ

ォーム、住宅団地へのエレベーターの設置の推進、住

み替え・中古流通のための市場環境整備を進めます。

エネルギーの効率化やＣＯ２の削減を図るスマートハウ

スの普及に努めます。また、少子・高齢社会に対応し、

子育て世帯や高齢者等が安心して生活できるよう、都

市再生を進めつつ、子育て施設やケア施設と住宅の

併設・近接を推進するとともに、安心して生活できる賃

貸住宅や 2 世帯・3 世帯住宅の供給を推進します。ま

た、国産材の活用を通して、地域の環境整備や経済の

活性化を図るとともに、中小工務店の技術力向上の支

援や過度な負担を軽減するため各種制度における書

類・手続きの簡素化を徹底します。 

 

２５６ 抜本改正した離島振興法に基づく対策の

充実 

 ソフト事業交付金の創設など、わが党の主張を十分

に反映させた『改正離島振興法』に基づき、離島振興

の取り組みの充実・強化を図ります。 

 離島航路が本土における国道と同じ役割を果たして

いることを踏まえ、『離島航路航空路整備法』の制定に

より離島住民の交通手段（航路・空路）を確保するため

の国の役割を明確にし、人流・物流面での格差是正を

実現します。また、高校の無い島から本土や他の島の

高校に進学せざるを得ない場合に、居住費、通学費に

対する財政支援を実現します。さらに、妊産婦支援な

どの離島医療対策、漂流・漂着ゴミ対策を行うとともに、

情報格差の是正に取り組みます。  

 奄美、小笠原や一般離島について、補助率のかさ上

げや本土と離島間の石油輸送コストの支援措置を講じ

ます。 

 また、国境離島は、外洋に面しわが国の領域、排他

的経済水域等の保全、国防上重要な役割を果たして

いることを踏まえ、『特定国境離島保全・振興法』の制

定により、港湾・空港の十分な整備等による安全・治

安の確保、定住促進のための産業振興などの支援を
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強化し国境離島地域の保全と活性化を図ります。 

 

２５７ 新たな沖縄振興 2 法に基づく“強く自立した

沖縄”の実現 

 『沖縄振興特別措置法』及び『沖縄県における駐留

軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律』の沖縄

振興 2 法の改正法案が、一括交付金の拡充・使途弾

力化・一部基金化、基地地主の土地譲渡所得の 5,000

万円控除等、わが党の主張を十分に反映するかたち

で修正・成立しました。 

 今後、2 法に盛り込まれた、国際物流拠点産業集積

策や観光産業・文化等の振興策等を十分に活用して、

沖縄がわが国 21 世紀の成長モデルとなるように“強く

自立した沖縄”の実現に取り組みます。 

 また、当初の“ベスト・イン・ザ・ワールド”との理念に

沿って開学した、沖縄科学技術大学院大学を国際水

準の研究・教育拠点にします。さらに、那覇国際空港

の第二滑走路建設の重要性に鑑み、早期実現を目指

します。 
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Ⅹ．農林水産業 
農林水産業が果たしている役割は、食

料生産のみならず国土保全や集落機能の

維持など極めて多面的です。自民党は、

地域社会の核である農山漁村を守るため

に、構造改革を進めながら、農林水産業

の高付加価値化及び農商工連携を図り、

競争力ある「攻めの農林水産業」を展開し

ます。 

 
２５８ 農林水産業の多面的機能を評価した「日

本型直接支払い」の創設   

 『多面的機能新法』の制定により、国土保全や集落

機能の維持など農林水産業や農山漁村のコミュニティ

が果たしている多面的機能を正当に評価し、水田のみ

ならず、畑地も含め、農地を農地として維持することに

対価を支払う日本型直接支払いの仕組みを法制化し

ます。更に、農業における中山間地域直接支払いや農

地・水管理支払、林業における森林整備地域活動支

援、水産業における離島漁業再生支援などの仕組み

を抜本的に充実・強化します。 

 

２５９ 『担い手総合支援新法』の制定で夢と希望

と誇りを持てる農業を実現  

 農家が望んでいるのは「戸別所得補償」という名の一

過性のバラマキではなく、「再生産可能な適正価格」と

「安定した所得」の両方です。米価を引き下げる戸別所

得補償を全面的に見直し、全国一律ではなく、名称も

変え、地域の自主的な努力を踏まえ、コメに加えて麦・

大豆、畜産、野菜・果樹など複合的に取り組む農家や

法人、集落営農など地域の実情に応じた多様な担い

手の経営全体を支えます。このため、新規就農支援、

経営移譲の円滑化や流した汗が所得増大につながる

新たな「経営所得安定制度」を中心とする「担い手総合

支援」を構築します。 

 

２６０ 東日本大震災及び福島原発事故の農林

業補償救済等に全力 

 東日本大震災及び福島原発事故の農林業補償救

済等に全力を挙げます。国の責任を前提として、除塩、

ヘドロの除去、農地の再生、施設園芸、合板工場等の

復活に補正予算を含め万全の体制を組みます。原発

事故の東電による賠償については仮払い法に基づき

速やかに国による仮払いを進めます。また、基金を設

置して県・市町村の独自の支援上乗せ対策を実現しま

す。コメ、畜産、野菜・果樹等についての放射性物質の

検査体制及び除染を徹底し、風評被害を防止し、消費

者へ安全な食料の提供に万全を期します。放射性物

質の食品安全基準値の見直しにも伴う対策について

万全を期します。 

 

２６１ 「平成の農地改革」で攻めの農業を実現 

 利用重視へと抜本改正した農地法による「平成の農

地改革」を強力に実行し、担い手への農地集積を加速

化するため、耕作放棄地の解消に努め、農地をフル活

用するとともに、水田汎用化など土地改良事業費の復

活等により生産効率を高め競争力ある“攻めの農業”

を実現します。 

 

２６２ 国産農林水産物の消費と輸出を倍増 

 食料安全保障や食の安全・安心、循環型社会実現

のため、「売り手によし、買い手によし、世間によし」の

地産地消、農林水産業の高付加価値化や農商工連

携を強力に推進し、国産の消費を拡大し、輸出を倍増

します。そのための予算を戦略的に拡充するとともに、

コメ、肉、果実、水産物等を海外へ積極的に売り込む

ため、全国的な品目別の輸出振興組織を設立します。 

 

２６３ 都市農業の保全と振興 

 子どもからお年寄りまで、都市に住む人々に新鮮な

食料と災害時の避難場所となる安全で快適な生活環

境を提供している都市農業の継続と農地保全が図ら

れるよう、今後の都市計画制度見直しの中で法律、税

制などの整備と振興施策を充実します。 

 

２６４ 大豆・麦対策の充実・強化 

 みそ・しょうゆ・とうふの材料となる大豆、めん用小麦

などは日本人の食生活に欠かせない食料でありながら、

その大半を輸入に頼っています。使い勝手がよく地域

の自主性を生かした「産地づくり交付金」の復活強化な

ど、畑作、水田転作の両方で政策を総動員し、大豆等

の増産に向けた取り組みを強力に推進します。また、

需要が高まっている国産そばの生産振興に取り組みま

す。 

 

２６５ 野菜の経営安定対策の充実・強化 

 安全・安心で多様な国産野菜を消費者に届けるため

の生産・加工・流通・販売・消費のシステムをつくります。

そのために、現行の価格安定制度の見直しを行い、需

給と価格の安定を図り、多様な野菜農家の経営を支え

る経営安定制度をつくります。さらに、規模拡大した産

地や専業的な経営体については、それぞれの作物の
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特性を踏まえた所得安定対策を講じます。 

 

２６６ 果樹の経営安定対策の充実・強化 

 高品質な果実の生産に向けた基盤整備や収入補て

んを含めた改植対策を強化するとともに、果汁等加工

仕向けの制度を充実し、需給と価格の安定対策を強

化します。また、加入率の低い共済制度を加入しやすく

充実したものにし、多様な果樹農家の経営を支える経

営安定対策をつくります。 

 

２６７ てん菜、サトウキビ等甘味資源対策の充

実・強化 

 てん菜による輪作体系の推進や離島における基幹

作物であるサトウキビの増産対策、でんぷん原料用か

んしょ・ばれいしょについて、経営と所得を確保する甘

味資源制度の充実・強化を図ります。 

 

２６８ お茶、花き対策の充実・強化 

 わが党が主導して成立させた『お茶の振興法』により、

生産基盤の整備、需要に応じた生産の振興、加工流

通販売体制の整備、消費の拡大、輸出の促進に取り

組みます。また、放射性セシウムの除染、風評被害の

一掃に万全を期します。需要の増加が見込まれる花き

の新品種開発や生産・流通・消費の振興を図ります。 

 

２６９ 畜産・酪農経営安定化対策の充実 

 畜産・酪農の経営安定を図るため、畜種別・地域別・

経営体ごとの特性に対応した、畜産・酪農生産者補給

金制度の充実、国産食肉及び乳製品等の消費拡大等

に取り組むとともに、経営安定資金の充実強化を進め、

現場の声に即した畜産・酪農対策を確立します。 

 

２７０ 飼料対策 

 世界的な需給ひっ迫で高止まりしている飼料穀物に

ついて、積極的な備蓄を行い配合飼料価格安定制度

を抜本的に見直します。あわせて、飼料自給率の向上

のため、飼料国産化のためのコントラクターへの助成、

廃棄される食品の再利用による「都市農場」の実現を

図ります。 

 

２７１ 家畜防疫対策 

 わが党が主導して改正した「家畜伝染病予防法」に

基づき、口蹄疫、鳥インフルエンザ、ＢＳＥ、豚コレラな

どの対策に全力を尽くします。 

 

２７２ 再生可能エネルギーの大々的な展開 

 原発依存を見直し、中山間地域における小水力発電

や間伐材等を活用したバイオマス発電など再生可能エ

ネルギーの取り組みのための固定価格買取制度も活

用した発電施設整備等を推進します。 

 

２７３ 食の安全・安心、食育の推進、 都市と農

山漁村の共生・対流 

 生産履歴の確認が可能なトレーサビリティーの対象

を拡大するとともに、食品表示の義務づけの拡大と厳

格化を進めます。食に対する感謝の念を育み、自ら食

を選択できる能力を身につけるための食育を国民運動

として展開します。また、都市と農山漁村の住民が共

に行き交う共生・対流を強力に推進します。 

 

２７４ 鳥獣被害対策の強化 

 全国で拡大している鳥獣被害に対し、わが党が主導

して成立させた『改正鳥獣被害防止特別措置法』によ

り、鳥獣の種類や地域の特性に応じて自治体が行う有

効な駆除対策を強力に支援します。また、有害鳥獣に

関する知識や捕獲方法などの普及に努め、猟友会を

中心とする実施隊の設置を促進します。 

 

２７５ 森林整備体制の抜本改正 

 切捨間伐を一部しか認めない現行の森林経営計画

による全国画一的な森林管理方式を抜本的に見直し、

造林・間伐や路網整備における森林所有者の負担を

軽減します。緑の雇用や森林組合の充実強化、外国

資本等などによる森林買収を防止するための森林所

有者の明確化を図ります。特に、木材需要拡大のため

にも森林整備加速化・林業再生基金を拡充します。ま

た、森林経営計画の申請事務手続きの簡素化を図る

とともに、路網整備は地域の実態に応じて対応するよ

う推し進めます。 

 

２７６ 山村振興対策の抜本的強化 

 山村地帯は、人口減少と高齢化の進展に歯止めが

かからず、耕作放棄地の増大、森林の荒廃、鳥獣被

害の増加、集落としての機能低下に加えて、住む人々

の医療、買い物などの生活環境も危機に瀕しています。

そうした状況を十分踏まえ、山村振興法を抜本的に改

正し、「山村地域をとことん守る」方策を強力に進めま

す。 

 また、水源のかん養等森林の多面的機能の維持増

進の観点から、森林経営意欲を失った森林所有者の

森林を公的に管理するための施策を進めます。 

 

２７７ 森林吸収源対策のための安定財源確保 

 国土保全や地球温暖化防止に大きく貢献する森林・

林業を国家戦略として位置づけ、ＣＯ２吸収源対策とし

て造林・間伐等の森林整備を推進するとともに、これに

必要な国及び地方の財源を確保します。また、森林環

境税の創設、地球温暖化対策税の森林吸収源政策
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への活用のため、全力で取り組みます。 

 

２７８ 森林・山村維持の直接支払い制度の創設 

 「森は国民全体で守る」ことを基本に、山村地域の活

性化を図り、厳しい環境下におかれている森林の経営

と維持を将来にわたり持続可能なものとするために、

森林・林業の多面的機能を評価した山村・環境・水資

源保全のための直接支払い制度を創設します。 

 

２７９ 木材価格安定対策の強化 

 木材価格を安定させるための新たな制度や木材需

要拡大のための新たな制度を総合的に検討します。ま

た、条件不利地域での切捨間伐や路網整備の先行実

施など雇用にも配慮した供給調整を行います。 

 

２８０ 国産木材の利用促進と木の文化の普及 

 国産木材の自給率を大幅に向上させるため、『木材

利用促進法』により公共建築物や公共土木分野にお

いて国産材の利用を積極的に促進するとともに、木造

建築基準の見直しを図ります。また、震災復興住宅や

災害公営住宅への国産材の積極的な利用を進めます。

さらに現行の省エネ住宅エコポイントに加え、国産材利

用エコポイントを創設します。 

 わが国が誇る木の文化の価値の幅広い発信や木育

の推進、瓦やイ草などの国産材料を使った安らぎのあ

る和風住宅の普及推進を図ります。 

 

２８１ 木質バイオマスの利用促進 

 山村地域の雇用拡大、エネルギーの安定供給をはじ

め、山村地域の活性化を図るために、木質バイオマス

利活用施設を整備し、木質バイオマスの利用を推進し

ます。 

２８２ 災害に強い森づくり 

 地滑り、山崩れなどの自然災害から国民の生命と暮

らしを守るため、災害に強い森林づくりを目指します。 

 

２８３ 違法伐採対策の強力な取組み 

 グリーン購入法による合法木材の使用を徹底するな

ど、違法伐採対策の取り組みを強力に推進します。ま

た、国内林業を圧迫する高水準の円高を是正し、木

材・木製品関税率を現行堅持します。 

 

２８４ 放射性物質に汚染された森林における林

業対策 

 放射性物質に汚染された森林の今後の経営・施業に

しっかりとした支援・補償を進めます。 

 

 

２８５ 東日本大震災及び福島原発事故からの水

産業再生の加速に全力 

 東日本大震災及び福島原発事故からの水産業再生

の加速に向け、全力で取り組みます。漁船・漁港・養殖

施設など漁業生産基盤はもとより、水産加工施設や冷

蔵施設・製氷施設等、関連産業施設の復旧・復興を、

国がしっかりと支援するための予算措置を講ずるととも

に、地域の実態に応じた対策を講じられるよう基金を

設置します。併せて原発事故による出漁自粛などの直

接被害や風評被害に対する賠償を速やかに実施する

とともに、二重ローン対策など水産業の経営再建を全

力で支援します。 

 また、太平洋や海底土の放射線モニタリングを徹底し

ます。 

 

２８６ 漁業者の所得を確保 

 漁業者の経営・所得安定をはかるため「漁業共済制

度」、「積立ぷらす制度」をさらに拡充するとともに、意

欲ある漁業者は誰でも加入できるよう加入要件を抜本

的に見直します。併せて持続的発展のできる質の高い

漁業となるよう日本版水産エコラベルの普及と水産物

のブランド化を支援し、誇りと意欲をもって漁業経営を

継続できる浜値となるよう、漁業者が魚の値決めに関

与できる仕組みを工夫します。   

 また、漁業経営の一層の健全化に向けて取り組む漁

業者が、必要とする資金を迅速かつ円滑に融通できる

よう融資制度を改正するとともに、保証制度についても

無担保・無保証人でも活用できる制度を拡充し、漁業

者のセーフティーネットを構築します。 

 

２８７ 漁師になろう！漁業・水産業への新規就業

者を支援 

 地方の基幹産業である漁業・水産業に新しい力を注

入し、漁村を活性化します。このため、新規就業希望

者への細やかな情報発信を行える体制の構築を支援

します。また、現場研修及び講習を行う漁業協同組合

などや水産関係団体・企業など受け入れ機関の体制

強化に向け国による支援の拡充・強化を図ります。具

体的には、研修期間を実質 2 年間とし、希望者へはさ

らに 1 年間延ばし、その間、家族も安心して暮らせるよ

う、住居・生活費に見合う給付を行います。 

 

２８８ 燃油等高騰対策の推進 

 価格変動する燃油、養殖餌料の価格高騰に脅かさ

れることのない安定した漁業経営の確立をはかるため

国による助成を拡充し、異常高騰時にも速やかに漁業

経営コストの上昇を抑制できるよう、「漁業経営セーフ

ティ―ネット制度」を柔軟に発動できる仕組みに抜本的

に見直します。また、漁業経営の安定のための漁業用

Ａ重油・軽油の免税・還付措置は今後も継続します。 
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２８９ 漁船漁業の再編と規制の緩和 

 漁船漁業の生産構造を資源管理と経営が整合する

よう再編を行い、老朽化した漁船には省力・省エネなど

エコにも配慮した代船建造ができる新たな支援策を講

じます。また、漁船の規格や従事者の資格などの規制

については、安全な航行、操業が可能となっている現

状を踏まえた見直しを行い、現在の技術水準に見合っ

た規制緩和を積極的に進めます。 

 

２９０ 水産物の消費拡大と地産地消の推進 

 学校給食などへの水産物の供給をはじめとした地産

地消の取り組みを一層充実強化するとともに、教育現

場での体験漁業の導入など、子ども時代から魚に親し

む食生活へ向けた取り組みを進めます。水産物供給

の橋渡し役となるコーディネーター制度の確立を目指し

ます。併せて、未利用魚の活用や水産物消費拡大に

取り組む水産加工業者に対しても原料確保、加工技

術開発、販路の拡大・促進など意欲的な経営ができる

よう支援します。 

 

２９１ 水産物流通の重要な拠点である卸売市場

等の機能強化 

 生産者と消費者を結ぶ重要な拠点である卸売市場

の機能強化を図り、消費者との直接対面による最前線

での販売を営む水産物小売商等に今後も安定した経

営環境の下で水産物消費拡大に取り組んでいただくよ

う、一貫流通経路(サプライチェーン) 構築にあたって

は、物流、情報流に関わる施設整備、高度衛生管理

基盤の整備、安定経営対策などへの支援を強化しま

す。 

 

２９２ 衛生管理の行き届いた水産業の構築で水

産物輸出の促進 

 生産から加工・流通に至るまでＥＵなど輸入に高い安

全性を求めている国等への輸出にも応えるため、ＨＡＣ

ＣＰシステムの導入・普及や当該システムに応じた加

工・流通施設整備を積極的に支援するとともに、輸出

に伴う検査・手続きを簡素化し、地域と水産業の振興、

魚価の安定にも資する水産物輸出を促進します。 

 

２９３ 広域的資源管理による安定した水産物の

供給体制の整備 

 漁場整備と栽培漁業を食料安定供給のための社会

的インフラ事業として位置づけ、国直轄のフロンティア

漁場整備事業と種苗放流事業などを地域の実情に応

じて積極的に進め、広域的に資源管理計画を着実に

推進し低位水準の水産資源を回復させ、安心して漁業

経営ができるよう支援します。 

 加えて、きれいな海から水産資源も豊富な豊かな海

への「里海」づくりも推進します。 

 また、新しい技術の導入を含め、環境に配慮しつつ

収益性も重視した多様な養殖漁業経営の展開を支援

し、わが国固有の急峻な地形と豊かな河川・湖沼での

漁場環境の改善や稚魚放流を行うなど、内水面漁業

振興対策を進めます。 

 

２９４ 国民の安全と国益を守る毅然とした水産外

交の実行 

 公海などでの過激な環境保護団体等の人命にも関

わる不当な妨害活動、不当な圧力による漁獲制限に

対して、独立国家として断固とした対応を行います。カ

ツオ・マグロ・鯨など回遊性水産資源の持続的利用を

効果的に図れるよう、わが国がリーダーシップをとって

科学的調査に基づいた国際的な資源管理や捕鯨問題

にも取り組むなど、国民の安全と国益を守る毅然とした

外交交渉を行うとともに、ＯＤＡなど国際協力を通じた

海外漁場開発も進めます。 

 特に調査捕鯨については国家事業として実施する体

制を整えます。 

 ＷＴＯ交渉やＥＰＡ・ＦＴＡ交渉など貿易交渉において

は、国益を第一に先達が築き上げてきた実績と誇りを

守る国際ルール作りに尽力し、地域において重要な基

幹産業である水産業の国際競争力強化に努めます。 

 

２９５ 漁業者に責任のない経営難には国が責任 

 国際条約等による規制に応じた資源管理のための

漁獲制限等には、知事許可漁業等を問わず、可能な

限り漁業経営への影響が最小となるような配慮を行い、

漁業所得が減少する漁業者へは経営安定支援を「国

際減船」への支援並みに行います。 

 食料自給率の向上と消費者へ良質な水産物を安定

供給することを求められている漁業・水産業の重要性

を踏まえ、漁業者の責任でない国際的な景気変動など

に伴う漁業・水産業をめぐる経営環境の悪化による過

去の債務処理と健全な経営が行える財務体質へ改善

する施策について、引き続き検討を進めます。 

 

２９６ 漁港などの強靭化、安全で豊かな漁村づく

りの促進 

 漁港の衛生管理対策、エコ化を推進するとともに、地

震、津波、台風などの自然災害に強く、安全・安心に

配慮した漁港の整備や施設の老朽化対策を積極的に

進めます。  

 小規模漁港の切り捨ては許しません。 

 併せて整備の遅れている生活排水の処理など生活

環境の整った豊かで安全な漁村づくりを進めます。 
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２９７ 水産の有する多面的機能を増進する「漁村

地域直接支払制度」の創設 

 わが国の領土や国境の「防人（さきもり）」としての重

要な役割や水産物の安定供給ならびに環境生態系の

保全など、漁業や漁村のもつ多面的機能を増進するた

め、「離島漁業再生支援交付金」による支援が行われ

ている離島なみの条件不利地域にある漁村へは、「漁

村地域直接支払制度」を創設し、漁業集落の活性化

を図ります。 

 

２９８ 有害生物の駆除と被害対策の確立 

 大型クラゲ、トド、アザラシ、ザラボヤ、グミ、カワウな

ど、想像を超える漁業被害を及ぼす有害生物や赤潮

被害などについて、各種研究機関、わが国周辺の関

係国とも密接な連携を行い、有害生物の発生メカニズ

ムの早期解明を行います。早期の有害生物の撲滅な

ど根本的な漁業被害発生の防止と軽減対策、有害生

物発生や駆除作業に係る情報の関係漁業者への速

やかな提供を行うなどの体制を整備します。 

 

 

※ＴＰＰについては、Ｐ．１９  １０９を参照 
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Ⅺ．政治・行政・党改革 
 自民党は、定数削減など国民の求める

政治改革に前向きに取り組みます。 

限られた人的・物的資源を有効に活用し、

行政機能や政策効果を最大限向上させる

真に国民のためになる行政改革を進めま

す。 

政官の役割分担を明確にし、相互の信頼

関係に基づく真の政治主導を実現します。 

 
２９９ 国会議員定数の削減 

 衆議院議員の定数削減については、三党合意に基

づき、選挙制度の抜本的な見直しについて検討を行い、

次期通常国会終了までに結論を得た上で必要な法改

正を行います。 

 

３００ ネット選挙の解禁 

 フェイスブック、ツイッター、ブログなどの普及にかん

がみ、有権者への候補者情報の提供、国民の政治へ

の参加意識向上等を図るため、インターネット等を利用

した選挙運動を解禁します。 

 

３０１ 二院制のあり方の検討 

 憲法改正を前提に、わが国の二院制のあり方につい

て検討を行います。 

 

３０２ 国会における秘密会の設置   

 国会において、外交・安全保障など機密保持が必要

な案件の審議においては、国会議員に罰則付きの機

密保持を義務付けて議論を行えるよう制度を整えま

す。 

 

３０３ 国会事務局の効率化・スリム化の実現 

 国会事務局の改革として、部局の再編などの組織改

革や国会の施設・資産の売却を含む見直しを行い、無

駄を徹底的になくし、効率化・スリム化を実現します。 

 

３０４ 政治資金の透明性の確保 

 政治資金のより一層の透明性を確保します。労働組

合等の政治活動の収支の透明化を図ります。また、幅

広く国民の支援を求めるため、税制上の優遇措置を拡

充するなど、個人献金等の促進を図ります。 

  

 

３０５ 「真の行政改革」の推進 

 これからの時代にふさわしい行政の在り方を希求し、

その実現に努めます。バラマキ政策の尻拭いのための

財源の捻出や増税の言い訳の道具にしか過ぎない見

せかけの「行政改革」は、むしろ行政をイビツにします。

限られた人的・物的資源を最も効率的、機動的に活用

し、行政機能や政策効果を向上させるという本来の目

的に沿った行政改革を断行します。 

 また、政官の役割分担を明確にし、相互の信頼の上

に立った本当の意味での政治主導を目指します。行政

が民間の感覚や常識から遊離しないようにしっかり監

督すると同時に、行政の能力を最大限に発揮させるこ

とも政治の責任です。 

 

３０６ 中央省庁改革 

 平成 13 年の省庁再編の主な目標は、官邸機能の強

化と縦割り行政の弊害除去でした。10 年余りを経過し

た現在、この目標が達成できているのかを検証します。

さらに、この間の行政需要の変化や今後の動向を踏ま

えながら、国家統治の観点から国と地方が果たすべき

役割の見直し、効率的で機動性、柔軟性ある行政機

構を目指し、行政機能の地方移転を含む省庁再々編

といった“これからの「この国のかたち」”をつくる中央省

庁改革を政治主導で実行します。こうした行政を効率

化・最適化するための改革の計画立案、実行、さらに

改革進行の監視と定期的な機構や制度の点検をする

ため、現在、政府内で多くの組織に分かれている行政

改革機能を集約した「行政改革推進会議」を重要政策

会議として内閣府に設置します。改革計画は、会議発

足から 1年以内に総合的、戦略的なものとして立案し、

3 年以内に立法措置を行います。 

 

３０７ ムダ撲滅の推進  

 政治や行政に対する国民の信頼を取り戻すため、政

府の不要不急・無駄遣いを一掃すべく、あらゆる角度

から制度や事業の意義や効果を不断に総点検し、歳

出改革をゆるぎなく進めます。 

 

３０８ 公務員制度改革  

 国家公務員制度については、「国家公務員改革基本

法」を踏まえて、国民の要請に応え得るという視点、優

秀な人材が国民のために働くことに意義を感じられると

いう視点から、能力・実績主義に基づいた評価による

信賞必罰の処遇と人事を厳格に実行し、真に頑張る

者が報われる制度を確立します。そのため、幹部職へ

の抜擢など、能力・実績主義に基づいた評価を厳格に

人事に反映させ、昇任・昇給、降任・降給を厳正に実

施し、連続 3 年間「不良」の評価の場合には、分限免

職処分とするほか、人事評価の公平、公正性の担保
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のために評価者の責任・役割を明確化し、評価者訓練

の実施などを進め、不公正評価の際の処分について

明確にします。 

 また、年金の支給開始年齢の引き上げに伴い定年

退職者が無収入となることがないよう再任用制度の拡

充を当面の対応措置とし、将来的には 65 歳まで定年

を延長します。 

 退職手当を含む給与体系については、全体を抜本的

に見直します。特に、幹部公務員の給与を本俸と役職

手当に区分することで、役職定年後の異動や降任・降

給をスムーズにさせます。 

 採用制度については、中途採用や官民交流の促進

を含め、少子世代の中での人材確保難を踏まえた抜

本的見直しを検討します。 

 幹部候補を育成するシステム等の検討を進め、幹部

人事制度を創設し、幹部人事を一元的に行う「内閣人

事局」を設置します。地方公務員についても、再就職

規制の強化、能力・実績主義による人事評価の導入

など、国家公務員の制度改革と同様の改革を実施しま

す。とくに、給与については民間準拠を徹底します。 

 

３０９ 国家公務員の年齢構成の是正 

 公務員の年齢構成は、「天下り」禁止による定年まで

の勤務化や定員の純減、新規採用の抑制が続いたこ

と等によって、高齢化が進み逆三角形化しています。

今後、雇用と年金の接続等による高齢層の増加が顕

著になると、高齢化は益々進みます。したがって、組織

の活力を維持・向上させるには、将来の国家像を見据

えた計画性を持った施策が必要です。 

 そのためにポストごとの役職定年制や早期希望退職

優遇制度等を導入します。 

 民主党政権の無定見な新規採用の大幅抑制は、到

底容認できません。 

 

３１０ 会計検査院改革 

 公金の不正使用や無駄遣いを防止し、公務員の責

任を明らかにします。このため、「会計検査院法等の一

部改正法」を成立させ、会計検査院の事務・権限を拡

充し、不当事項の是正等の促進を図り、予算執行職

員の責任のあり方を明確にします。同時に裏金作りを

防止するための罰則を整備し、公務員による不正な資

金の保管を防止する「国家公務員等による不正資金

保管を防止するための虚偽行為処罰法案」の成立を

目指します。また、会計検査院が独立性を持ち、しっか

りとチェックできるよう推進していきます。 

 

３１１ 独立行政法人改革 

 独立行政法人制度は、行政内の企画立案部門と執

行部門を分離し、行政の中枢に企画立案部門を集中

させることでその能力を向上させ、執行部門を独立行

政法人化することで業務の効率性と質の向上を図ると

いう目的で設計されたものであり、その本来の趣旨に

則り、さらなる制度改革を行ったうえで維持します。 

 基本的には、国が独立行政法人に対して求める使命

を明確かつ具体的に示し、厳しい財政事情を踏まえた

支出の最小限化の中で、法人の工夫と努力による業

務の選択と集中、内部組織や給与水準の見直しなど

を進めるとともに、その効率化努力によってもたらされ

た資金を法人本来の使命のために活用することなどを

確保します。 

 独立行政法人は行政の執行部門といっても、多種多

様な業務が存在するため、業務の性格や性質に合わ

せた制度にする必要があり、特に研究開発関係は、総

合科学技術会議を活用して省庁の縦割りにとらわれな

い整理・統合を目指します。 

 評価については、評価項目の必要性を精査して「評

価疲れ」を防止するとともに、業務の達成度合いと効率

化度合いに分離します。さらに、それぞれの業務は、政

策との関連が強いことから、総務省の「評価・監視」の

対象とします。 

 また、行政の企画立案機能を一層向上させるため、

いまだ国に残存する執行部門の独立行政法人化をさ

らに進めます。 

 

３１２ 公益法人の新制度への移行 

 平成 20 年 12 月よりスタートした新たな公益法人制度

については、移行期間の 5 年間でスムースに移行でき

るよう引き続ききめ細かな対応を行います。また、公益

法人への委託等は廃止することとし、その中で必要不

可欠な業務についてのみ、低コスト、高水準を追求しつ

つ、国または独立行政法人において行うこととします。 

 

３１３ 「天下り」の根絶 

 「天下り」を排するには、そもそも「天下り」が必要ない

公務員制度を構築し、国家公務員が、国民全体の奉

仕者として真に公務に気概を持つことができる仕組み

が必要です。 

 そのために、定年まで意欲的に勤務できる環境整備

として、役職定年制の導入や専門スタッフ職の拡充の

ほか、６０歳定年から年金支給開始までの収入の空白

期間を回避するため、再任用制度の原則化を進めま

す。そのうえで、現行の再就職規制について、渡り・裏

下りも含め厳格に運用し、再就職に関する国民の疑念

を払拭します。 

 さらに、「各府省による再就職あっせん禁止」と「元公

務員による働きかけ禁止」の違反については、再就職

先の団体や企業等も対象とする両罰規定を新たに導

入します。また、違反者については、氏名、所属先、違

反内容等を公表します。 
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３１４ 地方行革の推進 

 地方公務員の地域における民間賃金と同水準となる

ような給与の適正化、市場化テストの積極的な活用に

よる公共サービス改革の推進及びそれに伴う組織改

廃時の分限免職等による定員削減など、地方行革を

推進し、総人件費を削減します。 

 一方で、成長分野の産業への転職のための職業訓

練・再就職支援を強化します。 

 

３１５ 地方公務員の政治的行為の規制 

 地方分権の推進にあたっては、行政の担い手である

地方公務員が住民全体の奉仕者であることを自覚し、

政治的中立性を保持していくことが不可欠です。その

ため、地方公務員にも、国家公務員と同様に罰則を附

し、一定の政治活動を規制する地方公務員法の改正

を行います。 

 

３１６ 人事院勧告制度の尊重   

 人事院勧告は、国家公務員において憲法上の人権

である労働基本権が制約されていることの代償措置と

して、国家公務員に対し、適正な給与を確保するという

重要な機能を有するものであり、政府として人事院 勧

告を尊重すべきことは当然のことです。 

 しかし民主党内閣は、公務員の労働組合に団体交

渉権、団体協約の 締結権を付与しようとして、人事院

勧告を尊重していません。これはまさに民主党内閣の

責務遂行の停滞及び労働組合至上主義の一例といえ

ます。 

 平成 23年度は、復興財源の確保として、人事院勧告

分 0.23%を含む平均 7.8％の引き下げを行いましたが、

これはわが党の提案  により実施したものです。 

 平成 24 年度の人事院勧告についても、民主党内閣

は再び先送りを決めたため、わが党は、勧告を実施す

るための議員立法をまとめ決定 しました。 

 わが党は、国家公務員と民間企業の給与の格差解

消を図り、社会一般の情勢に適応した適正な給与を確

保するとともに地方公務員にも関連する人事院勧告を

尊重します。 

 

３１７ 政党基本法の制定   

 政党の定義、機能、綱領、資金等についての原則を

定める政党基本法を制定し、透明性の高い政党運営

を国民に約束します。 

 

３１８ 公募制度の充実、特別職員制度の導入に

よる最良の候補者の選定 

 候補者選定にあたり、常に最良の候補者が選定でき

る仕組みを整えます。公募制を原則とするとともに、予

備選（予備選規定の検証・検討）の積極活用により、

候補者選定に党員及び有権者の公平公正な意思を反

映させます。さらに、世襲候補の制限を厳格化するとと

もに小選挙区候補者の年齢制限を引き下げます。 

 また、幅広く将来性のある人材を求め、人材を公募

するだけでなく、候補者になり得る人材を育てる「特別

職員制度」を導入します。国及び地域の将来を担う人

材を発掘・育成する中央政治大学院と地方政治学校

が連携し、各級選挙候補者の発掘・育成を行います。 

 選挙に立候補する場合の休暇、議員活動中の休職

及び議員任期終了後の復職を可能にする労働法制等

を整備し、国民の積極的な政治参加を容易にします。 

 

３１９ 国民本位の政治を実現 

 前回の総選挙後、「ふるさと対話」や「青年・女性局

全国キャラバン」、「ネットサポーターズクラブ」など国民

の皆様と意見交換する機会を大幅に増やし、党運営

や政策づくりに反映してきました。 

 また、中央政治大学院や地方政治学校の開催を通

じ、幅広い分野の人々との交流にも努めています。 

 さらに、全国でオピニオン・リーダーとして活躍する１

万人を超えるわが党系の各級議員との連携をさらに強

化し、民意を尊重する国民本位の政治を実行します。 
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Ⅻ．憲法・国のかたち 
 
 日本人の手で、「日本の誇り、日本人らし

さ」を示す新しい憲法をつくります。民主党

の進める「夫婦別姓」・「人権委員会設置

法案」・「外国人地方参政権」に反対し、地

域社会と家族の絆、わが国のかたちを守り

ます。 

 
３２０ 憲法改正国民投票法の施行 

 わが党は、結党以来、自主憲法制定を党是としてい

ます。占領体制から脱却し、日本を主権国家にふさわ

しい国にするため、憲法改正に向けて多くの提言を行

ってきました。 

 この間、わが党は、平成 13 年に衆参両院に憲法調

査会の設置、平成 19 年には憲法改正国民投票法を

成立、併せて衆参両院に憲法審査会を設置するなど、

憲法改正のための法整備などを実現してきました。 

 平成 22 年 5 月 18 日には国民投票法が施行され、

憲法改正への道が大きく開かれました。   

  

３２１ 憲法改正草案を提唱 

 わが党は、サンフランシスコ平和条約発効（昭和 27

年 4 月 28 日）から 60 周年となる平成 24 年 4月 28 日、

すなわち主権を回復した日に合わせ、「日本国憲法改

正草案」を発表しました。  

 前文で、主権在民、平和主義、基本的人権の尊重の

三つの基本原則を継承しつつ、日本国の歴史や文化、

国や郷土を自ら守る気概、和を尊び家族や社会が互

いに助け合って国家を形成していることなどを表明して

います。 

 天皇の章では、元首の規定、国旗・国歌の規定、元

号の規定、天皇の公的行為の規定などを加えていま

す。 

 安全保障の章では、自衛権を明定し、国防軍の設置

を規定し、あわせて、領土の保全等の規定を新設しま

した。 

 国民の権利及び義務の章では、国の環境保全、在

外国民の保護、犯罪被害者への配慮、教育環境の整

備の義務などの規定を加えました。 

 地方自治の章では、地方自治体間の協力などを規

定しました。 

 緊急事態の章を新設し、有事や大災害の時には、緊

急事態の宣言を発することができることとし、その場合

には、内閣総理大臣が法律に基づいて一定の権限を

行使できるようにするとともに、国等の指示に対する国

民の遵守義務を規定しました。あわせて、国会議員の

任期の特例などを定めることができるよう規定しまし

た。 

 改正の章では、憲法改正の発議要件について、これ

まで、両院で3分の2以上の賛成を必要とされていたも

のを、過半数と改め、緩和しています。 

 

      「日本国憲法改正草案」の主な内容 
【前文】 

・主権在民、平和主義、基本的人権の尊重の三つの

基本原則を継承しつつ、日本国の歴史や文化、国や

郷土を自ら守る気概、和を尊び家族や社会が互いに

助け合って国家が成り立っていることなどを表明。 

【第 1 章天皇】 

・天皇は元首であり、日本国及び日本国民統合の象

徴。 

・国旗は日章旗、国歌は君が代とし、元号の規定も新

設。 

【第 2 章安全保障】 

・平和主義を継承するとともに、自衛権を明記し、国防

軍の保持を規定。 

・領土の保全等の規定を新設。 

【第 3 章国民の権利及び義務】 

・家族の尊重、家族は互いに助け合うことを規定。 

・環境保全の責務、在外国民の保護、犯罪被害者等

への配慮を新たに規定。 

【第 4 章国会】 

・選挙区は人口を基本とし、行政区画等を総合的に勘

案して定める。 

・政党に関する規定を新設。 

【第 5 章内閣】 

・内閣総理大臣が欠けた場合の権限代行を規定。 

・内閣総理大臣の権限として、衆議院の解散決定権

（国会の章に規定）、行政各部の指揮監督権、国防軍

の指揮権を規定。 

【第 6 章司法】 

・裁判官の報酬を減額できる条項を規定。 

【第 7 章財政】 

・財政の健全性の確保を規定。 

【第 8 章地方自治】 

・地方自治の本旨を明らかにするとともに、国及び地方

自治体の協力関係を規定。 

・地方選挙権について国籍要件を規定。 

【第 9 章緊急事態】 

・外部からの武力攻撃、大規模な自然災害などの法律

で定める緊急事態において、内閣総理大臣が緊急事

態を宣言し、これに伴う措置を法律に基づいて行えるこ

とを規定。 

【第 10 章改正】 

・憲法改正の提案要件を衆参それぞれの過半数に緩

和。 

【第 11 章最高法規】 

・国民の憲法尊重義務を規定。 
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３２２ 「憲法改正原案」の国会提出 

 「国民投票法」の施行に伴い、「憲法改正原案」を衆

参両院に提出することが可能となりました。わが党は、

「憲法改正原案」の国会提出と憲法改正を目指し、国

民の理解を得つつ、積極的に取り組んでいきます。 

 

３２３ 道州制の推進 

 道州制は、まさに国のあり方を根底から見直し、統治

構造を根本から改める改革です。中央集権体制を改

め、地方分権型国家を構築し、地域経済社会の活性

化、多極型国土の形成、中央・地方全体の行財政の

効率化、二重・三重行政の解消によりムダをなくし、真

の行政改革を進めます。 

 国は、国家の存立の根幹に関わるもの、国家的危機

管理その他国民の生命、身体及び財産の保護に国の

関与が必要なもの、国民経済の基盤整備に関するも

の並びに真の全国的な視点に立って行わなければなら

ないものに国家機能を集約し、その強化を図ります。道

州は、従来の国家機能の一部を担い、国際競争力を

持つ地域経営の主体として構築するとともに、基礎自

治体は、住民に身近な地方公共団体として、住民に直

接関わる事務について自ら考え、自ら実践できる地域

完結性を有する主体として構築します。 

 このため、道州制基本法を早期に制定し、その後、５

年以内に道州制の導入を目指します。 

 

３２４ 日本国旗損壊を禁止する刑法改正 

 現行刑法に規定されている外国国旗損壊への罰則

に加え、わが国国旗損壊への罰則を規定し、日本国に

対して侮辱を加える目的で、国旗を損壊し、除去し、又

は汚損した者は、2 年以下の懲役又は 20 万円以下の

罰金に処するものとします。 

 

３２５ 民主党の夫婦別姓法案に反対 自民党は

働く女性を応援  

 民主党の夫婦別姓が導入されれば、必ず子どもは両

親のどちらかと違う「親子別姓」となります。わが党は、

民主党の夫婦別姓制度導入法案に反対し、日本の家

族の絆を守ります。また、女性の社会進出については、

旧姓の使用範囲を拡大する法整備などで支援します。 

 

３２６ 民主党の「人権委員会設置法案」に断固

反対。自民党は個別法によるきめ細やかな人権

救済を推進  

 民主党の「人権委員会設置法案」が定める「人権侵

害行為」は定義が曖昧で、このままでは人権委員会が

新たな人権侵害行為を誘発し、言論統制社会を招来

することになります。 

わが党は、人権侵害に対し「ストーカー規制法」（平

成１２年）「児童虐待防止法」（平成１２年）「配偶者暴

力防止法」（平成１３年）、「総合法律支援法」（平成１６

年）、「裁判外紛争解決法」（平成１６年）、「高齢者虐

待防止法」（平成１７年）、「障害者虐待防止法」（平成

２３年）などきめ細やかな個別法を制定し、人権擁護に

積極的に取り組んできました。 

また、人権委員会は強大な権限をもつ独立行政委

員会ですが、現行の人権擁護制度で 99%以上の人権

侵害事案が処理されており、また個別法も充実してい

るなかで新たに機関を設置することは行政改革の流れ

に逆行します。わが党は、民主党の「人権委員会設置

法案」に断固反対します。 

今後も自民党は、差別や虐待の被害者等人権を自

ら守ることが困難な状況にある人々を個別法の充実に

より積極的かつきめ細やかに救済します。 

 

３２７ 国のかたちを壊す「外国人地方参政権」導

入に反対  

 永住外国人への地方参政権の付与は、国民主権・

民主主義の根幹に関わる重大な問題です。憲法上、

地方選挙を含めて選挙権が保障されているのは「日本

国民」であることから、最高裁判所判例でも永住外国

人に対して地方選挙の選挙権を付与する法案は憲法

違反であるとされています。わが党は外国人地方参政

権導入に反対します。 

 

３２８ 「建国記念の日」、「主権回復の日」、「竹島

の日」を祝う式典の開催 

政府主催で、2 月 11 日の建国記念の日、そして 2 月

22 日を「竹島の日」、4 月 28 日を「主権回復の日」とし

て祝う式典を開催します。 
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